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１ 化学物質のプロファイル 1 

１-１ 優先評価化学物質等の情報等 2 

優先評価化学物質「１，２－エポキシプロパン（別名酸化プロピレン）」（以下「１，２3 
－エポキシプロパン」という。）について、化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律4 
（以下「化審法」という。）に係わる情報を表 １-1 に示す。 5 

 6 
表 １-1 化審法に係わる情報 7 

優先評価化学物質官報公示名称 １，２－エポキシプロパン（別名酸化プロピレン） 

優先評価化学物質通し番号 20 

優先評価化学物質指定官報公示日 平成 23 年 4 月 1 日 

官報公示整理番号、官報公示名称 2-219：プロピレンオキシド 

関連する物質区分 

既存化学物質 

旧第二種監視化学物質（1023：１，２－エポキシプロパン（別

名酸化プロピレン）） 

既存化学物質安全性点検結果(分解性･蓄積性) 分解性：良分解性 

蓄積性：未実施 

既存化学物質安全性点検結果(人健康影響) 未実施 

既存化学物質安全性点検結果(生態影響) 未実施 

優先評価化学物質の製造数量等の届出に含ま

れるその他の物質(注) 

なし 

 （注)「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律の運用について」の「２．新規化学物質の製造又は8 
輸入に係る届出関係」により新規化学物質としては取り扱わないものとしたもののうち、構造の一部9 
に優先評価化学物質を有するもの（例：分子間化合物、ブロック重合物、グラフト重合物等）及び優10 
先評価化学物質の構成部分を有するもの（例：付加塩、オニウム塩等）については、優先評価化学物11 
質を含む混合物として取り扱うこととし、これらの製造等に関しては、優先評価化学物質として製造12 
数量等届出する必要がある。(「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律の運用について」平13 
成 23 年 3 月 31 日薬食発 0331 第 5 号、平成 23･03･29 製局第 3 号、環保企発第 110331007 号） 14 

 15 
国内におけるその他の関連法規制情報を表 １-2 に示す。 16 
 17 

表 １-2 国内におけるその他の関係法規制 18 
国内における関係法規制 対象 

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理

の改善の促進に関する法律(化管法) 

(平成 21 年 10 月 1 日から施行) 

１，２－エポキシプロパン（別名酸化プロピレン） 

：第一種指定化学物質 1-68 

(旧)化管法 (平成 21 年 9 月 30 日まで) 
１，２－エポキシプロパン（別名酸化プロピレン） 

：第一種指定化学物質 1-56 

毒物及び劇物取締法 － 

労働安全

衛生法 

製造等が禁止される有害物等 － 

製造の許可を受けるべき有害物 － 

名称等を表示すべき危険物及び有害物 
酸化プロピレン 

対象となる範囲（重量％）≧０．１ 
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国内における関係法規制 対象 

法第５７条、政令第１８条第９号の１４ 

平成２８年６月１日施行：法第５７条、政令第１８条

第１号別表第９の１９４ 

名称等を通知すべき危険物及び有害物 

酸化プロピレン 

対象となる範囲（重量％）≧０．１ 

政令第１８条の２別表第９の１９４ 

化学物質の有害性の調査 
１，２－エポキシプロパン 

強度の変異原性が認められる 

化学兵器禁止法 － 

オゾン層保護法 － 

大気汚染防止法 
酸化プロピレン（別名：１，２－エポキシプロパン） 

：有害大気汚染物質 

水質汚濁防止法 － 

土壌汚染対策法 － 

有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律 － 

出典：(独)製品評価技術基盤機構,化学物質総合情報提供システム(CHRIP), 1 
URL：http://www.safe.nite.go.jp/japan/db.html, 2 
平成 27 年 12 月 22 日に CAS 登録番号 75-56-9 で検索 3 

 4 

１-２ 評価対象物質の同定情報 5 

評価対象とする１，２－エポキシプロパンの同定情報を表 １-3 に示す。 6 
 7 

表 １-3 評価対象物質の同定情報 8 
評価対象物質名称 １，２－エポキシプロパン（別名酸化プロピレン） 

構造式 

 

分子式 C3H6O 

CAS 登録番号 75-56-9 

 9 
  10 
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２ 評価対象物質の性状 1 

本章では、5 章のモデル推計に用いる物理化学的性状データ、環境中における分解性に係2 
るデータを示す。 3 

２-１ 物理化学的性状及び濃縮性 4 

表 ２-1 にモデル推計に採用した物理化学的性状及び生物濃縮係数を示す。なお、表中の下5 
線部は、評価Ⅱにおいて精査した結果、評価Ⅰから変更した値を示している。 6 
 7 

表 ２-1 モデル推計に採用した物理化学的性状等データのまとめ 1) 8 

項目 単位 採用値 詳細 

評価 I で用

いた値(参

考) 

分子量 ― 58.08 ― 58.08 

融点 ℃ -112.2 8) 測定値(断熱熱量測定法) -112.22) 

沸点 ℃ 34.1 8) 複数の測定値からの代表値 34.13) 

蒸気圧 Pa 6.00×104 8) 複数の測定値の算術平均値 5.98×104 2) 

水に対する溶解度 mg/L 4.00×105 8) 複数の測定値からの代表値 4.00×105 2) 

1-オクタノールと水

との間の分配係数

(logPow) 

― 0.055 8) 2 つの測定値の算術平均値 0.0552) 

ヘンリー係数 Pa･m3/mol 14.3 
HENRYWIN(v3.20) 4)による2つ推

計値の算術平均値 
12.42) 

有機炭素補正土壌吸

着係数(Koc) 
L/kg 7.9 

KOCWIN(v2.00) 4)等による3つの

推計値の算術平均値 
11.22) 

生物濃縮係数(BCF) L/kg 3.16 
カテゴリーアプローチ 5)による

推計値 
3.16 

生物蓄積係数(BMF) ― 1 logPow と BCF から設定 6) 1 

解離定数 － - 解離性の基を有さない物質 -7) 

1) 平成 27 年度第 1 回優先評価化学物質のリスク評価に用いる物理化学的性状、分解性、蓄積性等のレビ9 
ュー会議（平成 27 年 4 月 15 日）で了承された値 10 

2) EU(2002) 11 
3) CCD(2007), NITE(2007)に記載のあるデータの算術平均値 12 
4) EPI Suite(2012) 13 
5) NITE(2009) 14 
6) MHLW, METI, MOE(2014) 15 
7) 評価 I においては解離定数は考慮しない 16 
8) OECD(2001) 17 
 18 

上記性状項目について、精査概要を以下に示す。 19 
 20 

① 融点 21 
評価Ⅰで用いたデータは、信頼性の定まった情報源1である EU のリスク評価書 (EU 2002) 22 

(OECD SIAR の位置付け) で採用されている測定値 (断熱熱量測定法) である。 23 

                                                        
1 「化審法における物理化学的性状・生分解性・生物濃縮性データの信頼性評価等について」の「3.1 信頼

性の定まった情報源」に記載のある情報源のこと。 
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信頼性の定まった情報源とみなせるOECD SIAP (OECD 2001)1 にもこの値が記載されて1 
おり、評価Ⅱにおいても−112.2°C を用いる。他の信頼性の定まった情報源 (HSDB, NITE 2 
2007 等) に記載されたデータもほぼ同様の値である。 3 
 4 
② 沸点 5 

評価Ⅰで用いたデータは、複数の信頼性の定まった情報源 (CCD 2007, NITE 2007) に記載6 
された標準圧力 101.325 kPa でのデータの算術平均値である。 7 

評価Ⅱでは信頼性の定まった情報源とみなせる OECD SIAP (OECD 2001) に記載の沸点8 
34.1℃を用いる。この値は EU のリスク評価書 (EU 2002) において複数の測定値の中から9 
代表値として選択された値に基づいている。 10 
 11 
③ 蒸気圧 12 

評価Ⅰで用いたデータは、EU のリスク評価書 (EU 2002) に記載されている 20℃におけ13 
る測定値の中央値 (5.98×104 Pa) である。 14 

評価Ⅱでは信頼性の定まった情報源とみなせる OECD SIAP (OECD 2001) に記載の 20℃15 
における蒸気圧 6.00×104 Pa を用いる。この値は EU のリスク評価書 (EU 2002) に記載さ16 
れている 20℃における測定値の算術平均値である。 17 
 18 
④ 水に対する溶解度 19 

評価Ⅰで用いたデータは、EU のリスク評価書 (EU 2002) に記載されている 20℃におけ20 
る値 (4.00×105 mg/L) であるが、試験法の詳細は不明であるとしている。 21 

信頼性の定まった情報源とみなせる OECD SIAP (OECD 2001) にもこの値が記載されて22 
おり、評価Ⅱにおいても 4.00×105 mg/L を用いる。この値は EU のリスク評価書 (EU 2002) 23 
において、8 つのデータから WoE により代表値として採用されている値である。 24 
 25 
⑤ logPow 26 

評価Ⅰでは EU のリスク評価書 (EU 2002) に記載されている値 (0.055) を用いた。この27 
値は 2 つの測定値 0.03 (フラスコ振とう法) 及び 0.08 (slow stirring 法) の算術平均値であ28 
る。 29 

信頼性の定まった情報源とみなせる OECD SIAP (OECD 2001) にもこの値が記載されて30 
おり、評価Ⅱにおいても 0.055 を用いる。 31 
 32 
⑥ ヘンリー係数 33 

評価Ⅰで用いたデータ (12.4 Pa･m3/mol) は、EU のリスク評価書 (EU 2002) に記載され34 
ているデータで、3 つの推定値の算術平均値である。情報収集の結果、実測値が得られなか35 
ったことから、評価Ⅱにおいても推計を実施し、14.3 Pa･m3/mol を用いる。 36 

信頼性の定まった情報源とみなせる OECD SIAP (OECD 2001) では 12.4 Pa･m3/mol を37 
採用しているが、この値は蒸気圧と対水溶解度比から算出した値 8.7 Pa･m3/mol と38 
HENRYWIN (v3.20) の 2 つの推計方法である結合寄与法と原子団寄与法のそれぞれの推計39 
値 16.2 Pa･m3/mol、12.4 Pa･m3/mol の平均値である。 40 

                                                        
1 SIAP (SIDS Initial Assessment Profile) は、信頼性の定まった情報源である SIAR (SIDS Initial Assessment 
Report) とともに、その要約として作成されたものであるため、信頼性の定まった情報源に準じて取り扱っ

た。 
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しかしながら、１，２－エポキシプロパンの水に対する溶解度は 1 mol/L を超えている 1 
(400 g/L ÷ 58.08 = 6.89 mol/L) ため、評価Ⅱでは蒸気圧と対水溶解度比から算出した値は2 
用いず、HENRYWIN (v3.20) の 2 つの推計値の平均値 14.3 Pa･m3/mol を用いる。 3 
 4 
⑦ Koc 5 

評価Ⅰで用いたデータ (11.2 L/kg) は、EU のリスク評価書 (EU 2002) に記載のある推計6 
値である。この値は、EU TGD に記載の推計式  (log Koc = 0.52 log Pow + 1.02、7 
logPow=0.055) を用いて推計された値である。 8 

評価Ⅱでは、この推計値に加えて、Epoxide に対する構造補正も行われている KOCWIN 9 
(v2.00) による２つの方法 (MCI 法、Pow を介する方法) のそれぞれの推計値 (5.194 L/kg、10 
7.374 L/kg) も含めた 3 つの値の平均値 7.9 L/kg を用いる。 11 
 12 
⑧ BCF 13 

評価Ⅰで用いたデータは、BCFBAF (v3.01) を用いて推定した値である。 14 
信頼性の定まった情報源とみなせる OECD SIAP (OECD 2001) では Log BCF = −0.65 を15 

採用している。この値は、EU TGD に記載の推計式 (log BCF = 0.85 * logKow − 0.70  16 
logKow = 0.055) を用いて推計された値である。また、技術ガイダンスに従い NITE カテゴ17 
リーアプローチを用いた推計値は 3.16 L/kg (カテゴリーⅡ-A) である。なお、情報収集した18 
範囲内では BCF に関する実測値が得られなかった。 19 

評価Ⅱではこれら 2 つの値を比較し、より値の大きいカテゴリーアプローチによる推計値20 
3.16 L/kg を用いる。 21 

 22 
⑨ BMF 23 

評価Ⅰで用いたデータは、logPow と BCF の値から化審法における優先評価化学物質に関24 
するリスク評価の技術ガイダンス (以下、「技術ガイダンス」という。) に従って設定した値25 
である。 26 

BMF の測定値は得られなかったため、評価Ⅱにおいても同じ値 (1) を用いる。 27 
  28 
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２-２ 分解性 1 

表 ２-2 にモデル推計に採用した分解に係るデータを示す。 2 
 3 

  4 
表 ２-2 分解に係るデータのまとめ 1) 5 

項目 
半減期 

(日) 
詳細 

大気 

大気における総括分解半減期 NA  

機 序 別 の

半減期 

OH ラジカルとの反応 32 

反応速度定数測定値(4.95× 10-13 

cm3/molecule/s)2)からOHラジカル濃

度 5×105 molecule/cm3として推計 

オゾンとの反応 - 
EU（2002）において、オゾンとの反

応は無視できると記載されている 

硝酸ラジカルとの反

応 
- 

EU（2002）において、硝酸ラジカル

との反応は無視できると記載されて

いる 

水中 

水中における総括分解半減期 NA  

機 序 別 の

半減期 

生分解 5 
既存化学物質安全性点検 3)の生分解

性試験結果より半減期を設定 

加水分解 11.6 pH7-9,25℃における値 4,5) 

光分解 NA  

土壌 

土壌における総括分解半減期 NA  

機 序 別 の

半減期 

生分解 
5 

既存化学物質安全性点検 3)の生分解

性試験結果より半減期を設定 

加水分解 11.6 水中加水分解の項参照 

底質 

底質における総括分解半減期 NA  

機 序 別 の

半減期 

生分解 20 
既存化学物質安全性点検 3)の生分解

性試験結果より半減期を設定 

加水分解 11.6 水中加水分解の項参照 

1) 平成 27 年度第 1 回優先評価化学物質のリスク評価に用いる物理化学的性状、分解性、蓄積性等のレビ6 
ュー会議（平成 27 年 4 月 15 日）で了承された値 7 

2) EU(2002) 8 
3) MITI(1988) 9 
4) HSDB 10 
5) Mackay(2006) 11 
NA:情報が得られなかったことを示す 12 
-:無視できると考えられることを示す 13 
 14 

上記分解項目について、精査概要を以下に示す。なお、「総括分解半減期」とは、分解の機15 
序を区別しない環境媒体ごとのトータルの半減期のことを示す。 16 

 17 
① 大気 18 

大気中での総括分解半減期に関する情報は得られなかった。また、機序別の半減期につい19 
ても、オゾン及び硝酸ラジカルとの反応に関する情報は得られなかった。 20 
① -1 OH ラジカルとの反応の半減期 21 

信頼性の定まった情報源である EU のリスク評価書 (EU 2002) では、大気中における OH22 
ラジカルとの反応速度定数の測定値として、1.11×10-12 cm3/molecule/s (相対法)、4.95×10-13 23 
cm3/molecule/s (フラッシュ光分解－共鳴蛍光法)、1.3×10-12 cm3/molecule/s (相対法)、5.324 
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×10-13 cm3/molecule/s (絶対法)、2.4×10-12 cm3/molecule/s (smog chamber 法) が記載され1 
ている。大気中 OH ラジカル濃度を技術ガイダンスの 5×105 molecule/cm3 とした場合、上記2 
の速度定数から算出される半減期はそれぞれ、14 日、32 日、12 日、30 日及び 7 日であった。 3 

評価Ⅱでは 32 日を OH ラジカルとの反応の半減期として採用し、大気に適用する。 4 
① -2 オゾンとの反応の半減期 5 

大気中におけるオゾンとの反応の半減期に関する情報は得られなかった。なお、EU のリ6 
スク評価書 (EU 2002) では、オゾンとの反応は無視できると記載されている。 7 
① -3 硝酸ラジカルとの反応の半減期 8 

大気中における硝酸ラジカルとの反応の半減期に関する情報は得られなかった。なお、EU9 
のリスク評価書 (EU 2002) では、硝酸ラジカルとの反応は無視できると記載されている。 10 
 11 
② 水中 12 

水中での総括分解半減期に関する情報は得られなかったが、生分解と加水分解の機序別の13 
半減期に関する情報が得られた。 14 
② -1 生分解の半減期 15 

信頼性の定まった情報源から半減期のデータは得られなかった。既存化学物質安全性点検16 
結果 (MITI 1988) によれば、被験物質濃度 100mg/L、活性汚泥濃度 30mg/L で 28 日間試験17 
を行った結果、BOD 分解度は 93～98%であり、分解性が良好と判断されている。分解半減18 
期に関する情報は得られなかったため、生分解による半減期は、技術ガイダンスに従って 519 
日と設定する。この値は溶存態および吸着態の両方に適用する。 20 

なお、EU のリスク評価書 (EU 2002) では、１，２－エポキシプロパンの種々の生分解試21 
験結果をレビューしており、その結果、本物質は特定の条件下 (微生物が順化された状況) で22 
は、易分解性であるが、それ以外の一般的な環境においては、本質的生分解性を有する物質23 
であると結論づけており、排水処理場で微生物が順化されている場合の分解速度定数を 1 24 
hr-1、それ以外の水中での分解速度定数を 4.6×10-3 d-1 (半減期 150 日に相当) と推計してい25 
るが、速度定数の推計根拠等が不明であり、既存化学物質安全性点検結果や加水分解の半減26 
期とも整合しないため、このデータは採用しない。 27 
② -2 加水分解の半減期 28 

信頼性の定まった情報源 (HSDB, Mackay 2006) において、１，２－エポキシプロパンは29 
水中で加水分解反応を受け、淡水中、pH7～9、25℃における分解半減期は 11.6 日と報告さ30 
れている。評価Ⅱではこの値 (11.6 日) を水中溶存態に適用する。 31 
 32 
③ 土壌 33 

土壌中での総括分解半減期に関する情報は得られなかったが、生分解と加水分解の機序別34 
の半減期に関する情報が得られた。 35 
③ -1 生分解の半減期 36 

半減期に関するデータは得られなかったため、土壌中での生分解半減期は、技術ガイダン37 
スに従って、水中の生分解半減期と同じ 5 日と設定する。この半減期は、溶存態および吸着38 
態の両方に適用する。 39 

EU のリスク評価書 (EU 2002) では、一般的な環境において、１，２－エポキシプロパン40 
は本質的生分解性を有する物質であると結論づけており、土壌での分解速度定数を 2.3×10-3 41 
d-1 (半減期 300 日に相当) としているが、速度定数の推計根拠等が不明なため、このデータ42 
は採用しない。 43 
③ -2 加水分解の半減期 44 



8 
 
 

土壌の間隙水中溶存態の加水分解半減期は、水中の半減期 (11.6 日) を適用する。 1 
 2 
④ 底質 3 

底質中での総括分解半減期に関する情報は得られなかったが、生分解と加水分解の機序別4 
の反応に関する情報が得られた。 5 
④ -1 生分解の半減期 6 

信頼性の定まった情報源から半減期のデータは得られなかったため、底質中での生分解半7 
減期は、技術ガイダンスに従って、水中の生分解半減期の 4 倍である 20 日と設定する。こ8 
の値は溶存態および吸着態の両方に適用する。 9 

なお、EU のリスク評価書 (EU 2002) では、一般的な環境において、１，２－エポキシプ10 
ロパンは本質的生分解性を有する物質と結論づけており、底質での分解速度定数を 2.3×10-4 11 
d-1 (半減期 3,000 日に相当)としているが、速度定数の推計根拠等が不明なため、このデータ12 
は採用しない。 13 
④ -2 加水分解の半減期 14 

底質の間隙水中溶存態の加水分解半減期は、水中の半減期 (11.6 日) を適用する。 15 
 16 
     17 
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３ 排出源情報 1 

3 章では１，２－エポキシプロパンの排出源に関連する情報をまとめた。３－１では化2 
審法第 9 条に基づく１，２－エポキシプロパンの製造等の届出数量や用途、その情報に基3 
づき推計した排出量、３－２では化管法に基づく排出量情報、３－３ではその他の排出量4 
に係る情報を示す。 5 

３-１ 化審法届出情報 6 

１，２－エポキシプロパンは、平成 22 年に旧第二種監視化学物質に、平成 23 年に優先7 
評価化学物質に指定されている。 8 

１，２－エポキシプロパンの平成 22 年度から平成 25 年度までの 4 年間の製造数量、輸9 
入数量を図 ３-1 に示す。１，２－エポキシプロパンは、約 390,000 トンから 450,000 トン10 
までの間で製造されており、輸入されていない。 11 

  12 

 13 
図 ３-1 製造・輸入数量の経年変化 14 

 15 
優先評価化学物質の届出に変わった平成 22 年度から平成 25 年度までの出荷量の用途別16 

内訳を図 ３-2 に示す。平成 22 年度から平成 25 年度までの合計で 6 用途の届出があったが、17 
平成 22 年度から平成 25 年度で同じ用途で届出があったものは、『中間物-合成原料、重合18 
原料、前駆重合体』、『輸出用』の 2 用途であった。 19 

 20 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

輸入数量 0 0 0 0

製造数量 436,097 401,051 387,562 449,777
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1 
   2 

図 ３-2 年度別用途別出荷量 3 
 4 
平成 25 年度の化審法届出情報を用いてリスク推計を行うため、１，２－エポキシプロパ5 

ンの詳細用途別出荷先都道府県数及び詳細用途別ライフサイクルステージ別の仮想的排出6 
源の数を表 ３-1 に、排出係数を表 ３-2 にそれぞれ示す。 7 

 8 
表 ３-1 製造数量等届出制度の製造箇所、届出用途と出荷先の都道府県数 9 

及び推定されるライフサイクルステージ別の仮想的な排出源の数（平成 25 年度） 10 

用途番
号 

-詳細用
途番号 

用途分類 詳細用途分類 
出荷先 
都道府
県数 

仮想的な排出源の数 

調合
段階 1 

調合
段階 2 

工業
的 

使用
段階 

計 

01-a 中間物 
合成原料、重合原料、前

駆重合体 
23 - - 23 23 

   
製造事
業所数 

    

 製造 4    4 

計    27 

 11 
  12 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

出
荷

量
(ト

ン
/
年

)

07-c_工業用溶剤-抽出溶剤、精製溶剤

98-z_その他の原料、その他の添加剤-その他の原料、その他の

添加剤

09-z_その他の溶剤-その他の溶剤

27-k_プラスチック、プラスチック添加剤、プラスチック加工助剤-発

泡剤、ラジカル発生剤

99-a_輸出用-輸出用

01-a_中間物-合成原料、重合原料、前駆重合体

27-k

99-a

01-a

09-z
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 1 
表 ３-2 １，２－エポキシプロパンの用途別ライフサイクルステージ別の排出係数 2 

用途番号 

-詳細用途番号 
用途分類 

工業的使用段階 

大気 水域 

01-a 中間物 0.001 0.001 

  製造段階 

 製造 0.001 0.0001 

 3 
１，２－エポキシプロパンの製造箇所は 4 箇所、詳細用途別都道府県別出荷先の数は 234 

である。これらの情報から、リスク推計に利用する仮想的な排出源の数は、27 箇所と仮定5 
される。 6 

平成 25 年度の詳細用途別届出数量等と表 ３-2 に示す排出係数から求めた推計排出量を7 
図 ３-3 に示す。参考のため、平成 22 年度から平成 24 年度の推計排出量も示す。 8 

 9 
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 1 

図 ３-3 年度別推計排出量 2 
 3 
  4 
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98-z_その他の原料、その他の添加剤-その他の原料、その他の添

加剤

27-k_プラスチック、プラスチック添加剤、プラスチック加工助剤-発泡

剤、ラジカル発生剤

09-z_その他の溶剤-その他の溶剤

07-c_工業用溶剤-抽出溶剤、精製溶剤

01-a_中間物-合成原料、重合原料、前駆重合体
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 1 
 表 ３-3 年度別推計排出量の内訳 2 

 3 
用途番号 
-詳細用途

番号 
用途分類 詳細用途分類 

推計排出量（トン／年） 
平成 22

年度 
平成 23

年度 
平成 24

年度 
平成 25

年度 

 製造 480 440 430 490 

98-z 
その他の原料、その

他の添加剤 
その他の原料、その他の添加

剤 
2,800 0 0 0 

27-k 
プラスチック、プラス
チック添加剤、プラス

チック加工助剤 
発泡剤、ラジカル発生剤 40,000 0 0 0 

09-z その他の溶剤 その他の溶剤 10,000 0 0 0 

07-c 工業用溶剤 抽出溶剤、精製溶剤 790 0 0 0 

01-a 中間物 
合成原料、重合原料、前駆重

合体 
540 580 540 560 

計 54,610 1,020 970 1,050 

 4 
 5 

6 
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３-２ PRTR 情報 1 

化管法に基づく「平成 25 年度届出排出量及び移動量並びに届出外排出量の集計結果」(以2 
下、「平成 25 年度 PRTR 情報」という。) から、平成 16 年度から平成 25 年度までの１，3 
２－エポキシプロパンの排出量等の経年変化を図 ３-4 に、平成 25 年度の排出量等の内訳4 
を図 ３-5 に示す (ここでの排出量は自家消費分からの排出を含んでいる)。 5 

１，２－エポキシプロパンは、平成 25 年度の 1 年間に全国合計で届出事業者から大気へ6 
63 トン、公共用水域へ 12 トン排出され、下水道に 55 トン、廃棄物として 50 トン移動し7 
ている。土壌への排出及び埋め立てはない。また、届出外排出量及び移動体からの排出量8 
は推計されていない。 9 

PRTR 情報によると、１，２－エポキシプロパンの大気への排出量は減少傾向にある。10 
一方、水域への排出量はほぼ横ばいである。 11 

 12 
 13 

14 
  15 

図 ３-4 PRTR 制度に基づく排出・移動量の経年変化 16 
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 1 
図 ３-5 平成 25 年度の排出・移動量の内訳 2 

 3 
続いて、平成 25 年度 PRTR 情報に基づき、１，２－エポキシプロパンの対象業種別・媒4 

体別の排出量を図 ３-6 に示す。 5 
 6 
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  1 
図 ３-6 PRTR 届出排出量の業種別・媒体別内訳（平成 25 年度） 2 

 3 
対象業種からの１，２－エポキシプロパンの排出量のうち、ほとんどが化学工業及び倉4 

庫業からのものである。 5 
１，２－エポキシプロパンの届出事業所数は 68 であり、化審法届出情報の仮想的排出源6 

の数 27 より多い。 7 
図 ３-5 に示したように平成 25 年度の１，２－エポキシプロパンの排出量は、届出排出8 

量のみとなっている。 9 
化審法届出情報を用いた推計排出量約 1050 トンは、PRTR 排出量（届出排出量）75 トン10 

の約 14 倍と見積もられた。 11 
 12 

３-３ 排出等に係るその他の情報 13 

１，２－エポキシプロパンのその他の排出源として、下記の情報源において、以下のよ14 
うな記述がある。 15 

 16 
・ 化学物質の初期リスク評価書1 17 

海外では、殺菌剤や農薬から大気へ排出される可能性があると報告されている。18 
また、車の排気ガスから大気へ排出されるという報告もある (GDCh BUA, 1992)。 19 

 20 

                                                        
1 化学物質の初期リスク評価書, 1,2-エポキシプロパン(別名酸化プロピレン). Ver. 1.0, No. 47, 
2007. 
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・ Hazardous Substance Data Bank (HSDB)1 1 
１，２－エポキシプロパンは、ポリマー合成の中間物や食品添加物（薫蒸剤）とし2 

て使用されており、様々な廃棄物の段階から環境へ排出される可能性がある。 3 
（原文： Artificial Pollution Sources: 4 
1,2-Propylene oxide's production and its use as a chemical intermediate in polymer 5 
synthesis and as a food additive (fumigant), may result in its release to the environment 6 
through various waste streams(SRC). 7 

 8 
 9 
  10 

                                                        
1 US NIH. Hazardous Substances Data Bank. http://toxnet.nlm.nih.gov/cgi-bin/sis/htmlgen?HSDB, 

(2016-01-07 閲覧). 



18 
 
 

４ 有害性評価（人健康影響） 1 

スクリーニング評価及び有害性評価Ⅰでは、有害性クラスについて、一般毒性は「2」、変2 
異原性は「2」、発がん性は「2」と評価されている。さらに、暴露評価、国内外の機関におけ3 
る評価等を考慮し、有害性評価Ⅱとして、より詳細な人健康影響に関する有害性評価を行っ4 
た。 5 

有害性評価Ⅱでは、有害性評価Ⅰの情報に加え、既存の評価書等を調査して有害性情報を6 
精査し、キースタディを選定し、有害性評価値を導出するための検討を行った。 7 

４-１ 一般毒性 8 

４-１-１ 人への影響 9 
人への影響についての情報は得られなかった。 10 

 11 

４-１-２ 動物への影響 12 
(１) 経口暴露 13 

実験動物に関する一般毒性試験結果（経口）の概要を表 ４-1 に示す。 14 
 15 
雌ラット（5 匹/群）に 1,2-エポキシプロパン 100、200、300 mg/kg を 24 日間（投与 18 回16 

で補正：75、150、225 mg/kg/day）強制経口投与した結果、300 mg/kg でわずかな体重減少、17 
胃の刺激、わずかな肝障害がみられた。100 及び 200 mg/kg では、体重、血液検査、血中尿18 
素窒素、臓器重量、剖検及び病理組織検査において有害影響は認められなかった（Rowe et al., 19 
1956）。 20 

 21 
ラット（匹数不明）に 1,2-エポキシプロパン 0、0.52、5.2、52、520 µg/kg/day を 26 週間飲22 

水投与した結果、520 µg/kg 投与群において多尿、血液学的異常、血清中アルブミン濃度減少、23 
血清中 βグロブリン濃度増加、消化管粘膜における酵素活性増加が認められた。また、52 µg/kg24 
投与群においても高用量群で認められた血液学的異常（中等度）が認められた。他の投与群25 
で毒性影響は認められなかった（Antonova et al., 1981；WHO (1985)/EHC 56 からの 2 次引用）。 26 

 27 
雌 SD ラット（50 匹/群）に 1,2-エポキシプロパン 0（対照Ⅰ：サラダオイル・対照Ⅱ：無28 

処置）、15、60 mg/kg（2 回/週で補正：4.3 mg/kg/day、17 mg/kg/day）を 219 回の投与（約 11229 
週間）経口投与し 150 週まで観察した試験で、生存率は対照群と差はなかった。投与群では30 
前胃上皮の角質化、過形成及び乳頭腫（個別の発生頻度は不明）がみられた。なお、79-8231 
週は、肺炎発生のため無投与とした（Dunkelberg, 1982）。 32 
 33 

表 ４-1 1,2-エポキシプロパンの一般毒性試験結果 (経口) 34 
試験の種類/

動物種等 

投与期間

（方法） 
投与量 結    果 LOAEL NOAEL 文献 

ラット 

雌 

5 匹/群 

24 日間 

18 回 

（強制） 

0、100、200、 

300 mg/kg 

300 mg/kg 投与群 

わずかな体重減少、胃の刺

激、わずかな肝障害 

300 mg/kg 

(225 mg/kg/day) 

200 mg/kg 

(150 

mg/kg/day) 

Rowe et al., 

1956 
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試験の種類/

動物種等 

投与期間

（方法） 
投与量 結    果 LOAEL NOAEL 文献 

ラット 

雌雄 

26 週間 

（飲水) 

0、0.52、5.2、 

52、 520 µg/ 

kg/day 

52 µg/kg 以上投与群 

中等度の血液学的異常 

52 µg/kg/day 5.2 µg/kg/day Antonova et 

al., 1981 

(WHO,1985

引用) 

ラット  

SD 雌 

112 週 

2 回/週  

（強制） 

0 、 15 、 60 

mg/kg 

15 mg/kg 以上の投与群 

前胃上皮の角質化、過形

成、及び乳頭腫 

15 mg/kg 

(4.3 mg/kg/day) 

ND Dunkelberg, 

1982 

ND：not determined  1 
 2 

 3 
(２) 吸入暴露 4 

実験動物に関する一般毒性試験結果（吸入）を表 ４-2 に示す。 5 
 6 
雄 F344 ラットに 1,2-エポキシプロパン 0、10、20、50、150、525 ppm（0、24、48、121、7 

362、1,267 mg/m3）を 6 時間/day、5 日/週、4 週間吸入暴露した試験で、暴露開始 1 週（108 
匹）及び 4 週後（10 匹）、暴露終了後 1 週（10 匹）及び 4 週後（20 匹）に剖検した。試験の9 
終了時の体重に有意差はなく、他の臨床毒性も認められなかった。気道上皮の過形成（軽微10 
から軽度）が 150 ppm 以上で有意にみられ、暴露直後の 525 ppm 群の 2 匹には中程度の過形11 
成が観察された。また、軽微から軽度の嗅上皮の変性が 525 ppm 暴露群で認められた（Eldridge 12 
et al., 1995）。 13 

 14 
雄 Wistar ラット（11 匹/群）に 1,2-エポキシプロパン 0、1,500 ppm （0、3,555 mg/m3）を 615 

時間/day、5 日/週、7 週間吸入暴露した試験で、後肢の運動失調がみられたが、明らかな筋16 
弛緩性の後肢脱力、筋萎縮はみられなかった。主な病理変化は後肢神経及び有髄線維の軸索17 
変性であった（Ohnishi et al., 1988）。 18 

 19 
 雌雄ラット（10 又は 20 匹/性/群）、雌雄モルモット（8 匹/性/群）、雌雄ウサギ（１匹/性/20 
群）、雌アカゲザル（1～2 匹）に 1,2-エポキシプロパン 0、102、195、457 ppm (0、242、462、21 
1,083 mg/m3)を 7 時間/day、5 日/週、112～218 日間吸入暴露した試験で、ラット、モルモット22 
への 102、195 ppm 暴露で毒性影響はみられなかった。ラットの 457 ppm 暴露では眼と気道23 
に刺激性がみられ、肺炎による死亡が増加した。死因は肺水腫と肺胞の出血であった。モル24 
モット 457 ppm 暴露でも眼と気道に刺激性がみられ、157 日間暴露後には、肺胞の出血と肺25 
水腫、間質性の水腫と充血が観察された。ウサギ及びアカゲザルでは、影響は認められなか26 
った（Rowe et al., 1956）。 27 
 28 
 雄 F344 ラット（80 匹/群）に 0、100、300 ppm（0、237、711 mg/m3）を 7 時間/day、5 日/29 
週、104 週間全身吸入暴露した試験で、300 ppm 暴露群の死亡率の増加が対照に比べ有意で30 
あった。両暴露群ともに体重の増加抑制があったが、血液化学、尿検査では変化はみられな31 
かった。肺重量の増加、腎臓重量の減少が両暴露群に認められ用量依存性があった。300 ppm32 
暴露群では骨格筋障害（萎縮と変性が混在）がみられた。約 16 か月後から全てのラットがマ33 
イコプラズマ肺炎に感染し、生存率、鼻粘膜の細胞増殖の進行に影響を与えた（Lynch et al., 34 
1984a）。 35 
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 1 
雄 F344 ラット（10 匹/群）に 0、100、300 ppm （0、237、711 mg/m3）を 6 時間/day、5 日/2 

週、24 週間吸入暴露した試験で、神経毒性影響（知覚、運動および行動試験、オープンフィー3 
ルド試験、後肢握力試験、神経病理学的検査）を調べた結果、体重量に影響がある濃度におい4 
ても神経毒性は認められなかった（Young et al., 1985; EU-RAR から 2 次引用）。 5 

 6 
雌雄 Wistar ラット（100 匹/性/群）に 1,2-エポキシプロパン 0、30、100、300 ppm（0、71、7 

237、711 mg/m3）を 6 時間/day、5 日/週、123～124 週間吸入暴露し、48、72、96 週に雌雄各8 
10 匹を中間剖検した試験で、一般状態、行動、摂餌量、血液学的検査、血液化学的検査、尿9 
検査のいずれも有意差はなかった。1 年目は 300 ppm 暴露で雌雄とも体重増加の抑制がみら10 
れたが、2 年目には回復した。死亡率は 300 ppm 暴露で雌雄に、100 ppm 暴露では雌に増加11 
が認められた。雌の死亡率増加は乳腺腫瘍の発生に起因した。投与期間終了時において、嗅12 
上皮の変性及び基底細胞の過形成が雌の 100、300 ppm 群及び雄の 300 ppm 群でみられた。13 
また、鼻腔上皮に全ての暴露群で巣状陥入（Nest-like infolds）がみられ、あるものは腺を形14 
成していた。軽微な巣状陥入の発生は 30 ppm 以上で統計学的に有意であった（Kuper et al., 15 
1988）。 16 
 17 

表 ４-2 1,2-エポキシプロパンの一般毒性試験結果 (吸入) 18 

動物種等 投与期間 投与量 
NOAEL/LOAEL 設定の

毒性影響 
LOAEC NOAEC 文献 

ラット 

F344 

雄 

4 週間、6 時間

/day、5 日/週 

0、10、20、

50、150、525 

ppm  

150 ppm 以上: 気道上

皮の過形成、嗅上皮細

胞増生  

150 ppm 

(362 mg/m3) 

50 ppm 

(121 mg/m3) 

Eldridge et 

al., 1995 

ラット

Wistar 

雄 

7 週間、6 時間

/day、5 日/週 

0、1500 ppm 

 

1500 ppm: 後肢の運動

失調、後肢神経の軸策

変性 

1500 ppm 

(3,555 mg/m3) 

ND Oonishi et 

al., 1988 

ラット 

雌雄 

112-198 日、7 時

間/day、5 日/週 

0、102、195、 

457 ppm 

 

457 ppm: 肺炎による死

亡率の増加、肺胞の出

血と肺水腫 

457 ppm 

(1,083 mg/m3) 

195 ppm 

(462 mg/m3) 

Rowe et al., 

1956 

モルモット 

雌雄 

157 日、7 時間

/day、5 日/週 

457 ppm: 肺胞の出血と

肺水腫 

ウサギ 

雌雄 

218 日、7 時間

/day、5 日/週 

457 ppm: 影響なし 

457 ppm: 影響なし 

ND 457 ppm 

(1,083 mg/m3) 

アカゲザル 

雌雄 

ラット 

F344 

雄 

104 週間、7 時間

/day、5 日/週 

0、100、300 

ppm 

100 ppm 以上: 体重増

加の抑制、肺重量増加、

腎臓重量減少 

100 ppm 

(237 mg/m3) 

ND Lynch et  

al., 1984a 

ラット 

F344 

雄 

24 週間、6 時間

/day、5 日/週 

0、100、300 

ppm 

神経毒性なし 神経毒性： 

ND 

神経毒性： 

300 ppm 

Young et 

al., 1985 

(EU-RAR, 

2002 引用) 
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動物種等 投与期間 投与量 
NOAEL/LOAEL 設定の

毒性影響 
LOAEC NOAEC 文献 

ラット

Wistar  

雌雄 

123-124 週間、 

6 時間/day、 

5 日/週 

0、30、100、 

300 ppm 

30 ppm 以上: 鼻腔上皮

の巣状陥入 （雌雄）  

 

30 ppm 

(71 mg/m3) 

ND Kuper et  

al., 1988 

太字はキースタディ。ND：not determined 1 
 2 

４-１-３ 有害性評価値の導出 3 
一般毒性については、人のデータがないため、実験動物のデータを基に定量的評価を行っ4 

た。 5 
経口経路については、ラットに強制経口又は飲水投与した試験があったが、有害性評価値6 

の算出に用いることのできるデータはなかった。Rowe ら（1956）の試験は、体重、血液検7 
査、血中尿素窒素、臓器重量、剖検、及び病理組織検査の結果をもとに、200 mg/kg（150 8 
mg/kg/day 相当）以下の強制経口投与では有害影響がみられないと報告しているが、具体的9 
なデータは不明であった。Antonova ら（1981）の試験については、記載された所見の用量依10 
存性に関する情報がなく LOAEL の根拠とするための確認ができなかった。また、Dunkelberg11 
（1982）の試験は発がん影響の検出を目的としており、体重や臓器重量等のデータが示され12 
ておらず、前胃の非腫瘍性組織変化についても発生頻度等の詳細が不明であり、刺激性によ13 
る可能性もある。したがって、本評価において、経口経路では有害性評価値の算出が可能な14 
キースタディはないと判断した。 15 

吸入経路については、一般毒性の最小毒性値が得られたのは Kuper ら（1988）のラット 216 
年間吸入暴露試験で、鼻腔上皮の巣状陥入に基づく LOAEC が 30 ppm（71 mg/m3）であった。17 
本試験をキースタディとし、一般毒性の有害性評価値算出に用いた。1 日 6 時間、週 5 日の18 
吸入暴露試験における LOAEC 30 ppm（71 mg/m3）を、1 日 24 時間、週 7 日の暴露に補正す19 
ると 12.7 mg/m3 (1)となった。この濃度を、ラットの呼吸量 0.26 m3/day、体重 0.35 kg、吸収率20 
1.0 と仮定して、体重 1kg 当たりの 1 日内部暴露量に換算すると、9.43 mg/kg/day(2)であった。21 
この値に不確実係数 1,000（種差 10、個体差 10、試験期間 1、LOAEL 採用 10、影響の重大22 
性 1）を適用し、経口経路の有害性評価値を 9.4×10-3 mg/kg/day (3)と算出した。また、この23 
値を人の呼吸量 20 m3/day、体重 50 kg と仮定して吸入暴露の濃度に変換し、吸入経路の有害24 
性評価値を 2.4×10-2 mg/m3 (4)と算出した。 25 

 26 

４-２ 生殖・発生毒性 27 

４-２-１ 人への影響 28 
 人への影響についての情報は得られなかった。 29 
 30 

                                                        
(1)  吸入試験における毒性値の曝露補正及び経口曝露換算は、「化審法における人健康影響に関する有害性

データの信頼性評価等について」（平成 23 年 9 月 15 日付） に基づいて行った。 
曝露補正値[mg/m3]＝吸入曝露濃度[mg/m3]×曝露時間[時間]／24[時間]×曝露日数[日]／7 [日] 
＝71[mg/m3] ×6[時間]／24[時間]×5[日]／7[日] =12.7 [mg/m3] 

(2)  内部曝露換算値＝12.7[mg/m3]×0.26[m3/day]×1.0（吸収率）／0.35[kg]≒9.43[mg/kg/day] 
(3)  経口経路の有害性評価値＝9.43／1000≒9.4×10-3[mg/kg/day] 
(4)  吸入経路の有害性評価値＝9.43×10-3[mg/kg/day]×50[kg]／20[m3/day]≒2.4×10-2[mg/m3] 



22 
 
 

４-２-２ 動物への影響 1 
(１) 経口暴露 2 

実験動物に関する生殖・発生毒性試験結果（経口）を表 ４-3 に示す。 3 
 4 

雄ラットに 1,2-エポキシプロパン 520 mg/kg を単回経口投与した試験で、精子の運動性の5 
減少と一次精母細胞の損傷がみられた。非暴露の雌と暴露後 2～10 週間に交配した試験では、6 
暴露群の雄の 50%が不妊であった（Antonova et al., 1981；EU RAR, 2002 からの 2 次引用）。 7 

なお、遺伝毒性試験の章で後述するが、強制経口投与によるマウスの優性致死試験では、8 
1,2-エポキシプロパンの影響は認められなかった（Bootman et al., 1979）。 9 

 10 
表 ４-3 1,2-エポキシプロパンの生殖・発生毒性試験結果 (経口) 11 

動物種等 
投与期間

（方法） 
投与量 結    果 

生殖・発生 

LOAEL 

生殖・発生 

NOAEL 
文献 

ラット 

雄 

単回 

(強制) 

520 

mg/kg 

精子の運動性の減少、一次精母細

胞の損傷 

非暴露の雌と投与後 2～10 週間の

交配で雄の 50%が不妊 

520 mg/kg 

（単回） 

- Antonova   

et al., 1981 

(EU-RAR,2002 引用) 

 12 
(２) 吸入暴露 13 

実験動物に関する生殖・発生毒性試験結果（吸入）を表 ４-4 に示す。 14 
 15 
雌雄 SD ラット（10 匹/群）の交配前 2 週間から交配後妊娠 19 日まで 1,2-エポキシプロパン 0、16 

125、250、500、1,000 ppm （0、297、594、1,188、2,376 mg/m3）を 5～6 週間（35-39 日、6 時17 
間/day、7 日/週）暴露した結果、雌雄とも嗅上皮の変性（雄 250 ppm 以上、雌 500 ppm 以上）18 
及び体重増加抑制（雄 500 ppm 以上、雌 1,000 ppm）が認められた。また、1,000 ppm 投与群に19 
おいて瀕死あるいは死亡（瀕死：雄 3 例・妊娠雌 3 例、死亡：非妊娠雌 1 例）がみられ、雌（720 
匹）は妊娠したが分娩に至らず、産仔が得られなかった。雄では、生殖細胞壊死及び血清中の21 
LH 及び FSH 値の上昇、テストステロン値の低下、精子数減少、精子運動性低下が認められた。22 
その他の投与群については生殖に影響はみられなかった。一方、雌 SD ラット（5 匹/群）の妊23 
娠 6～19 日に 1,2-エポキシプロパン 0、125、250、500、750、1,000 ppm （0、297、594、1,188、24 
1,782、2,376 mg/m3）を 6 時間/day 暴露した結果では、750 ppm 以上の投与群で母体の体重増加25 
抑制が認められ、胎児重量減少及び骨化遅延が認められた（Okuda et al., 2006）。 26 

 27 
雌雄 F344 ラット（30 匹/性/群）に 1,2-エポキシプロパン 0、30、100、300 ppm （0、70、240、28 

710 mg/m3）を交配前 14 週間（6 時間/day、5 日/週）、その後は 7 日/週暴露（ただし母動物は妊29 
娠 21 日から分娩 4 日までは暴露なし）した二世代試験で、交配前の投与期間中に 300 ppm で30 
F0 及び F1 の雌雄にわずかな体重増加抑制がみられたが､F0、F1 における交配・受胎、また F1 及31 
び F2 の出生児の大きさ、成長、生存には 300 ppm 暴露まで有害影響はみられなかった（Hayes et 32 
al., 1988）。 33 

 34 
雌 F344 ラット（25 匹/群）に 1,2-エポキシプロパン 0、100、300、500 ppm （0、237、711、35 

1,188 mg/m3）を 6 時間/day で妊娠 6～15 日に全身吸入暴露し、妊娠 20 日に剖検した試験で、36 
500 ppm 群に有意な母体重増加抑制がみられた。しかしながら、生存胎児数・胎児重量・着床37 
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後死亡数・全着床数・黄体数の変化はなかった。胎児の肋骨長に変異は認められたものの（500 1 
ppm）、催奇形性は認められなかった（Harris et al., 1989）。 2 

 3 
雌 SD ラット（32～42 匹/群）に 1,2-エポキシプロパン 0（対照群）又は 500 ppm(1,188 mg/m3)4 

を 7 時間/day で妊娠 7～16 日目、妊娠 1～16 日目、交配前 3 週間（5 日/週）から妊娠 16 日目5 
に吸入暴露し、妊娠 21 日目に屠殺解剖した試験で、各暴露群とも有意な母動物の体重増加抑6 
制があり、投与期間の長い生殖試験で最大の抑制が見られた（妊娠 21 日目/妊娠 1 日目の増加、7 
対照群 106％に対し 89%）。生殖試験では黄体数の有意な減少及びそれに伴う着床数・生存胎8 
児数の減少があり、波状肋骨の発生、骨化遅延がみられた。全ての投与群で胎児の体重減少と9 
頭殿長の減少が認められたが、奇形発生頻度には有意差はなかった（Hardin et al., 1983a）。 10 

 11 
雌 NZW ウサギ（20～30 匹/群）に 1,2-エポキシプロパン 500 ppm （1,188 mg/m3）を 7 時12 

間/day の全身吸入で妊娠 7～19 日目又は妊娠 1～19 日目に暴露し、妊娠 30 日目に剖検した試13 
験で、暴露による影響はなかった（Hardin et al., 1983a）。 14 

 15 
なお、後述するが、ラット又はマウスの優性致死試験及び精子頭部形状試験では、吸入に16 

よる 1,2-エポキシプロパンの影響は認められなかった（Hardin et al., 1983b, c）。 17 
 18 

表 ４-4 1,2-エポキシプロパンの生殖・発生毒性試験結果 (吸入) 19 
動物種

等 

投与期間 

（方法） 
投与量 結    果 

生殖・発生 

LOAEC 

生殖・発生 

NOAEC 
文献 

ラット 

SD  

雌雄 

 

5-6 週間(交配前 2 週

間～妊娠 19 日) 

(6 時間/day、7 日/週) 

0、125、250、 

500、1,000 

ppm 

1,000 ppm 

死亡、瀕死、体重増加抑

制、産仔なし、生殖細胞

変性(雄)、血清中の LH

及び FSH 増加、テストス

テロン低下 

生殖： 

1,000 ppm 

(2,376 mg/m3) 

生殖： 

500 ppm 

(1,188 mg/m3)  

 

Okuda et 

al., 2006 

 

ラット 

SD 雌 

妊娠 6 - 19 日 

(6 時間/day、7 日/週) 

0、125、250、

500、750、

1,000 ppm 

750 ppm 以上 

母動物：体重増加抑制 

児動物：胎児重量減少、

骨化遅延 

母動物・胎児： 

750 ppm 

(1,782 mg/m3) 

母動物・胎児： 

500 ppm  

(1,188 mg/m3)  

ラット 

F344  

雌雄  

 

F0:6 時間/day(全身) 

交配前 14 週（5 日/

週)、交配後（7 日/

週） 

F1 :同様に 17 週 

0、30、100、

300 ppm 

 

二世代試験 

親動物 300 ppm： 

交配前の F0、F1 の雌雄の

わずかな体重増加抑制 

各投与量とも F0、F1 の交

配、受胎に影響なし 

親動物： 

300 ppm 

生殖：ND 

親動物： 
100 ppm 
(240 mg/m3) 

生殖： 
300 ppm 
(710 mg/m3) 

Hayes et 

al., 1988 

ラット 

F344 雌 

6 時間/day (全身) 

妊娠 6-15 日 

0、100、300、 

500 ppm 

500 ppm 

母動物：体重増加抑制 

胎児：肋骨長に変異 

母動物・胎児： 

500 ppm 

(1,188 mg/m3)  

母動物・胎児： 

300 ppm 

(710 mg/m3)  

Harris et 

al., 1989 
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動物種

等 

投与期間 

（方法） 
投与量 結    果 

生殖・発生 

LOAEC 

生殖・発生 

NOAEC 
文献 

ラット 

SD 雌  

 

7 時間/day (全身) 

・妊娠 7-16 日目 

・妊娠 1-19 日目 

・交配前 3 週間～妊

娠 16 日目(5 日/週) 

0、500 ppm 全投与試験で母動物の体

重増加抑制  

全投与試験で胎児の体重

減少、頭殿長の減少 

生殖試験で黄体数の減

少、着床数・生存胎児数

の減少 

母動物・胎児： 

500 ppm 

(1,188 mg/m3) 

母動物・胎児： 

ND 

Hardin et 

al., 1983a 

ウサギ 

NZW 

雌  

7 時間/day (全身) 

・妊娠 7-19 日目、 

・妊娠 1-19 日目 

0、500 ppm 

 

投与による影響なし 母動物・胎児：

ND 

母動物・胎児： 

500 ppm 

(1,188 mg/m3)  

太字はキースタディ。ND：not determined 1 
 2 

４-２-３ 有害性評価値の導出 3 
生殖・発生毒性については、人のデータがないため、実験動物のデータを基に定量的評価を4 

行った。 5 
経口経路については、雄ラットに単回投与した 1 試験しかなく、有害性評価値の算出に用い6 

ることのできるデータがなかった。 7 
吸入経路において、生殖毒性の最小毒性値が得られたのは Okuda ら（2006）のラット 5～68 

週間反復投与毒性及び生殖・発生毒性併合試験で、F0 雄における生殖細胞壊死、血清中 LH 及9 
び FSH 上昇、テストステロン低下に基づく NOAEC 500 ppm（1,188 mg/m3）であった。また、10 
発生毒性については、いずれの試験でも母動物に明らかな毒性（体重増加抑制）が発現する 500 11 
ppm より低い用量では胎児影響が認められず、最大用量の 1,000 ppm でも胎児体重低値及び骨12 
化遅延を生じたのみであり、明確な発生毒性が認められなかったため、評価値算出に用いなか13 
った。なお、Hayes ら（1988）の二世代試験、Harris ら（1989）の発生毒性試験では親動物の14 
体重増加抑制に基づく NOAEC 100 ppm と 300 ppm が得られているが、これらの体重への影響15 
より感受性の高い指標をもとに導出した一般毒性の評価値でカバーできるため、ここでは採用16 
しなかった。 17 

本評価では Okuda ら（2006）の試験をキースタディとし、生殖・発生毒性の有害性評価値18 
の算出に用いた。1 日 6 時間、週 7 日の吸入暴露試験における NOAEC 500 ppm（1,188 mg/m3）19 
を、1 日 24 時間、週 7 日の暴露に補正すると 297 mg/m3 (1)となる。この濃度を、ラットの呼吸20 
量 0.26 m3/day、体重 0.35 kg、吸収率 1.0 と仮定して、体重 1kg 当たりの 1 日内部暴露量に換算21 
すると、221 mg/kg/day(2)であった。この値に不確実係数 100（種差 10、個体差 10、試験期間 1、22 
NOAEL 採用 1、試験の質 1）を適用し、経口経路の有害性評価値を 2.2 mg/kg/day (3)と算出した。23 
また、この値を人の呼吸量 20 m3/day、体重 50 kg と仮定して吸入暴露の濃度に変換し、吸入経24 
路の有害性評価値を 5.5 mg/m3 (4)と算出した。 25 

                                                        
(1)  吸入試験における毒性値の曝露補正及び経口曝露換算は、「化審法における人健康影響に関する有害性

データの信頼性評価等について」（平成 23 年 9 月 15 日付）に基づいて行った。 
曝露補正値[mg/m3]＝吸入曝露濃度[mg/m3]×曝露時間[時間]／24[時間]×曝露日数[日]／7 [日] 
＝1188[mg/m3] ×6[時間]／24[時間]×7[日]／7[日] =297 [mg/m3] 

(2)  内部曝露換算値＝297[mg/m3]×0.26[m3/day]×1.0（吸収率）／0.35[kg]≒221[mg/kg/day] 
(3)  経口経路の有害性評価値＝221[mg/kg/day]／100≒2.2[mg/kg/day] 
(4)  吸入経路の有害性評価値＝2.2[mg/kg/day]×50[kg]／20[m3/day]≒5.5[mg/m3] 
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４-３ 変異原性（遺伝毒性） 1 

４-３-１ 人への影響 2 
Thiess ら（1981）は、工場で 1,2-エポキシプロパンと複数の類似化学物質に暴露していた男3 

性 27～63 歳（平均 47.1 歳；喫煙の有無は不明）の 43 人（20 年以上暴露：11 人、20 年以下暴4 
露：6 人、常時暴露（平均 17.6 年）＋高濃度暴露（事故）：21 人、高濃度暴露（事故）のみ：5 
5 人）から採取した末梢リンパ球について、染色体異常を調査した。20 年以上暴露群における6 
染色体異常（ギャップも含む）のリンパ球の割合は、対照群（非暴露 24～58 歳（平均 38.6 歳）7 
の男性 21 人）に比較して有意に増加していた。 8 
 9 

４-３-２ 変異原性に関する試験 10 
変異原性に関する試験結果を表 ４-5、表 ４-6 に示す。 11 

 12 
(１) In vitro 試験 13 

ラット肝細胞を用いたアルカリ溶出法による DNA 鎖切断試験では陽性であった（Sina et al., 14 
1983）。また、子ウシ胸腺での DNA 付加体形成が確認された（Randerath et al., 1981; Djuric et 15 
al., 1986）。 16 

 17 
ネズミチフス菌を用いた復帰突然変異試験では、TA100、TA1535 が S9mix 添加の有無にか18 

かわらず陽性の結果を示した（Bootman et al., 1979; McMahon et al., 1979; Pfeiffer and 19 
Dunkelberg, 1980; Agurell et al., 1991; Djuric et al., 1986 ）。また、大腸菌（WP2、WP2uvrA、20 
CM871、CM891）を用いた復帰突然変異試験の結果は S9mix 添加の有無にかかわらず陽性で21 
あった（Bootman et al., 1979; Dean et al., 1985; McMahon et al., 1979）。一方、酵母菌を用いた22 
試験では、陽性と陰性の結果が得られている（Agurell et al., 1991; Migliore et al., 1982）。 23 

 24 
マウスリンフォーマ（L5178Y）を用いた Tk 遺伝子突然変異試験や、チャイニーズハムス25 

ター（CHO）細胞を用いた Hprt 遺伝子突然変異試験では、陽性の結果が得られた（McGregor 26 
et al., 1991; Zamora et al., 1983）。 27 
 28 

チャイニーズハムスター（CHO）細胞、チャイニーズハムスターV79 細胞及びヒトリンパ29 
球細胞を用いた姉妹染色分体交換（SCE）試験で、1,2-エポキシプロパンは S9mix 無添加で30 
陽性の結果が得られた（Agurell et al., 1991; Gulati et al., 1989; Tucker et al., 1986; Von der Hude 31 
et al., 1991）。 32 

 33 
チャイニーズハムスター（CHO）細胞、ラット肝細胞、ヒトリンパ球細胞を用いた染色体34 

異常試験では S9mix 添加の有無にかかわらず陽性であった（Bootman et al., 1979; Dean and 35 
Hadson-Walker, 1979; Gulati et al., 1989）。 36 
 37 
 38 
 39 
 40 
 41 
 42 
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表 ４-5 1,2-エポキシプロパンの変異原性に関する in vitro 試験結果 1 

試験系 試験材料 
結果 

- S9/ +S9 
文献 

DNA鎖切断 ラット肝細胞 ＋ Sina et al., 1983 

32P-ポストラベル法 子ウシ胸腺 ＋ Randerath et al., 1981 

DNA付加体 子ウシ胸腺 ＋ Djuric et al., 1986 

復

帰

突

然

変

異

試

験 

ネズミチフス菌 TA100、TA1535、TA98、TA1537、

TA1538 

＋/＋ Bootman et al., 1979 

TA100、TA1535、TA98、TA1537、

TA1538、G46、C3076、D3052 

＋/＋ McMahon et al., 1979 

TA100、TA1535、TA98、TA1537 ＋/ND Pfeiffer and Dunkelberg, 1980 

TA1535、TA100 ＋/ND Agurell et al., 1991 

TA1535、TA100 ＋/ND Djuric et al., 1986 

大腸菌 WP2、CM871、CM891 ＋/＋ Bootman et al., 1979 

WP2、WP2 uvrA ＋/＋ McMahon et al., 1979 

WP2 uvrA ＋/＋ Dean et al., 1985 

酵母菌 S. cerevisiae D7 －/ND Agurell et al., 1991 

S. pombe P1 ＋/＋ Migliore et al., 1982 

Tk遺伝子突然変

異試験 

マウスリンフォーマL5178Y細胞 ＋/ND McGregor et al., 1991 

Hprt遺伝子突然

変異試験 

チャイニーズハムスターCHO細

胞 

＋/ND Zamora et al., 1983 

染色体異常試験 チャイニーズハムスターCHO細

胞 

＋/＋ Gulati et al., 1989 

ラット肝細胞 ＋/＋ Dean and Hodson -Walker, 1979 

ヒトリンパ球細胞 ＋/＋ Bootman et al., 1979 

SCE試験 チャイニーズハムスターV79細胞 ＋/ND Von der Hude et al., 1991 

チャイニーズハムスターCHO細

胞 

＋/＋ Gulati et al., 1989 

ヒトリンパ球細胞 ＋/ND Agurell et al., 1991 

ヒトリンパ球細胞 ＋/ND Tucker et al., 1986 

DNA鎖切断試験 ラット肝細胞 ＋ Sina et al., 1983 

DNA付加体試験 子ウシ胸腺 ＋ Randerath et al., 1981 

DNA付加体試験 子ウシ胸腺 ＋ Djuric et al., 1986 

－：陰性、＋：陽性、ND：not determined 2 
 3 
(２) In vivo 試験 4 

雌雄の F344 ラット・B6C3F1 マウス（吸入・腹腔内）、ビーグル犬（吸入・静脈内）に[1,2-14C]-5 
エポキシプロパンを暴露し、肝臓及び肺（ラットは脳を追加）の DNA 付加体「N7-(2-ヒドロ6 
キシプロピル)グアニン」量を測定した結果、いずれも肝臓の付加体が最も低い値であった。7 
付加体の濃度は投与経路には関係がなく、また同濃度の投与量では顕著な種差もなかった8 
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(Segerback et al., 1994)。 1 
 2 
雄 F344 ラット（40 匹）に 1,2-エポキシプロパン 500 ppm を、4 週間（6 時間/day、5 日/週）3 

吸入暴露し、DNA 付加体である N7-(2-ヒドロキシプロピル)グアニンを暴露直後と 3 日後に4 
測定した結果、暴露直後では鼻粘膜呼吸部（98.1±1.7 adducts/106 nucleotides）での分布が高5 
く、次いで鼻粘膜嗅部（58.5±1.1）、肺（16.3±1.4）、リンパ球（9.92±1.3）、脾臓（9.26±0.5）、6 
肝臓（4.64±0.4）、精巣（2.95±0.1）であった。3 日後の測定では 7 割程度の値であった7 
（Segarback et al., 1998）。 8 
 9 

Swiss albino マウスに腹腔内投与し骨髄細胞の染色体異常をみた試験では、高投与量で陽性10 
であった（Farooqi et al., 1993）。カニクイザルに 2 年間吸入暴露し末梢リンパ球の染色体異常11 
を調べた試験では、陰性であった（Lynch et al., 1984b）。 12 

 13 
マウスへ経口投与し、その骨髄細胞を用いた小核試験では陰性であったが、腹腔内投与し、14 

その骨髄細胞を用いた小核試験は陽性であった（Bootman et al., 1979; Farooqi et al., 1993）。 15 
 16 
ラットの吸入による優性致死試験及びマウスの強制経口投与による優性致死試験はいずれ17 

も陰性であった（Bootman et al., 1979; Hardin et al., 1983b, c）。また、雄マウスの吸入試験によ18 
る精子頭部の形状への影響を調べたところ、異常は認められなかった（Hardin et al., 1983c）。 19 

 20 
雄ラットに 520 mg/kg を単回経口投与した試験において、精子運動量の減少及び一次精母21 

細胞の障害がみられたことが報告されている。この雄ラットを投与後 2～10 週後に無処置雌22 
ラットと交配したところ、50％の雄に“不妊”を認めた。しかし、この試験における用量は、23 
1,2-エポキシプロパンの LD50 に近く、明らかな全身毒性が生じ得るものであっため、これら24 
の結果からは 1,2-エポキシプロパンに固有の生殖毒性に関して明確な結論を導くことはでき25 
なかった（Antonova et al., 1981：EU-RAR 2002 より二次引用）。 26 

 27 
ショウジョウバエを用いた吸入暴露による伴性劣性致死試験は陽性であった(Hardin et al., 28 

1983b, c)。 29 
 30 

表 ４-6 1,2-エポキシプロパンの変異原性に関するin vivo試験結果 31 

試験系 動物種 処理条件 用量 結果 文献 

DNA付加体生成試

験 

ラット(F344 雌雄)、 

マウス(B6C3F1雌雄)、

イヌ(Beagle 雌雄) 

肝臓、肺、脳 

吸入(1又は5時

間)、腹腔内、

静脈内 

inhal: 3.3-18.4 mg/kg 

i.p: 3.1、7.6 mg/kg 

i.v: 4.1、20.2 mg/kg 
＋ 

Segerback et al., 

1994 

ラット(F344 雄) 

各組織 

吸 入 (6 時 間

/day 5日/週、4

週間) 

500 ppm 

＋ 

Segaerback et 

al., 1998 

伴性劣性致死試験 ショウジョウバエ 吸入(24時間) 645ppm (1,530 

mg/m3) 
＋ 

Hardin et al., 

1983b, c 

染色体異常試験 マウス(Swiss albino 

雌) 骨髄細胞 

腹腔内 30-450 mg/kg 
＋ 

Farooqi et al., 

1993 
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試験系 動物種 処理条件 用量 結果 文献 

カニクイザル  

末梢リンパ球 

吸 入 (7 時 間

/day 5日/週、2 

年間) 

100、300 ppm 

－ 

Lynch et al.,  

1984b 

小核試験 マウス(ICR 雄)  

骨髄細胞 

経口(2回/day)、

1日 

100、250、500 mg/kg/

回 
－ 

Bootman et al., 

1979 

マウス(ICR 雄)  

骨髄細胞 

腹 腔 内 (2 回

/day)、1日 

75、150、300 mg/kg/

回 
＋ 

マウス (Swiss albino 

雌) 骨髄細胞 

腹腔内 30-450 mg/kg 
＋ 

Farooqi et al., 

1993 

精子頭部形状 マウス(C3H-He 雄) 

生殖細胞 

吸 入 (7 時 間

/day、5日間) 

300 ppm 
－ 

Hardin et al., 

1983c 

優性致死 

試験 

ラット(SD 雄)  

生殖細胞 

吸 入 (7 時 間

/day、5日間) 

300 ppm 
－ 

Hardin et al., 

1983b, c 

マウス(ICR 雄) 

生殖細胞 

強制経口(14日

間) 

50、250 mg/kg/day 
－ 

Bootman et al., 

1979 

ラット(雄) 

生殖細胞 

単回経口投与 520 mg/kg 

＋ 

Antonova et al., 

1981：EU-RAR 

2002より 

－: 陰性、＋: 陽性 1 
 2 

４-３-３ 変異原性の評価 3 
1,2-エポキシプロパンは in vitro、in vivo ともに DNA 切断及び付加体形成が認められ、直接4 

DNA に作用するものと考えられる。in vitro 試験では、細菌を用いる復帰突然変異試験、ほ5 
乳類培養細胞を用いる染色体異常試験を含め多くの試験で陽性を示し明確な陽性結果が得ら6 
れた。in vivo 試験では、DNA 付加体生成が複数の試験で観察され、染色体異常試験と小核試7 
験では陽性の成績が得られたものの、一部の試験では陰性の成績が得られている。また、優8 
性致死試験では陽性及び陰性の結果が得られている。各国の評価やレビューからも変異原性9 
を否定できないという評価がなされていることを踏まえ、1,2-エポキシプロパンは変異原性10 
を有する物質と評価した。 11 
 12 

４-４ 発がん性 13 

４-４-１ 人への影響 14 
(１) 経口暴露 15 

人への影響（経口経路）における情報は得られなかった。 16 
 17 

(２) 吸入暴露 18 

吸入暴露による疫学調査結果を表 ４-7 に示す。 19 
 20 
米国ウエストバージニアにおける 2 化学工場と 1 開発研究所で働いていた男性 29,139 人の21 
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集団に関する後ろ向き疫学調査では、非ホジキン性リンパ腫（52 例、標準化死亡比1 
(SMR)=1.32）、多発性骨髄腫（20 例 SMR データなし）、非リンパ性白血病（39 例 SMR デー2 
タなし）、及びリンパ性白血病（18 例 SMR データなし）による死亡が報告されている（Rinsky 3 
et al., 1988）。 4 

上記の母集団を用いて Ott ら（1989）は症例対照研究により 1,2-エポキシプロパン暴露対5 
非暴露のオッズ比を非ホジキン性リンパ腫: 1.5、多発性骨髄腫: 3.4、非リンパ性白血病: 1.3、6 
リンパ性白血病: 0 と報告している。これらのオッズ比の 95%信頼性区間下限値はいずれも7 
1.0 未満で、過剰死亡はみられなかった。 8 

 9 
旧西ドイツの酸化エチレン及び 1,2-エポキシプロパンの 8 製造工場で 6 か月以上雇用され10 

た労働者 602 人を対象とした疫学調査の結果、1928～1980 年の死亡者は 56 人で、旧西ドイ11 
ツの人口から求めた期待値 76.6 人よりも少なかった。また、各種の腫瘍による死亡数につい12 
て有意な増加はなかった（Thiess et al., 1982）。 13 

 14 
表 ４-7 1,2-エポキシプロパンの発がん性に関する疫学調査結果 15 

対象コホート 暴露状況 結果 文献 

米国 

化学工場(n=2) 

開発研究所(n=1) 

男性労働者 29,139 人 

1 日以上 非ホジキン性リンパ腫(52 例 SMR=1.32) Rinsky et al., 1988 

Ott et al., 1989 

旧西ドイツ 

製造工場(n=8) 

労働者 602 人 

6 か月以上 各種の腫瘍による死亡数について有意な増加

なし 

Thiess et al., 1982 

SMR＝標準化死亡比 16 
 17 

４-４-２ 動物への影響 18 
(１) 経口暴露 19 

実験動物に関する発がん性試験結果（経口）を表 ４-8 に示す。 20 
 21 
雌 SD ラット（50 匹/群）に 1,2-エポキシプロパン 0（対照Ⅰ：サラダオイル；対照Ⅱ：無22 

処置）、15、60 mg/kg を週 2 回、計 219 回投与経口投与し 150 週まで観察した。生存率は対23 
照群と変わらなかった。前胃に上皮の過形成、乳頭腫、扁平上皮がんの発生に用量依存性が24 
みられた。また、60 mg/kg 投与群では胃幽門部に腺がんがみられた。その他の部位には腫瘍25 
はみられなかった。なお、79-82 週は、肺炎のため無投与とした（Dunkelberg, 1982）。 26 
 27 

表 ４-8 1,2-エポキシプロパンの発がん性試験結果 (経口) 28 

動物種等 
投与期間

（方法） 
投与量 結    果 

発がん

NOAEL 

発がん

LOAEL 
文献 

ラット 

SD 

雌 

113 週 

2 回/週 

(強制) 

0、15、60 

mg/kg 

15 mg/kg 以上：前胃の扁平上皮がん、

前胃の(過形成＋乳頭腫)の発生率に

用量依存あり 

ND 15 mg/kg Dunkelberg, 

1982 

太字はキースタディ。ND：not determined 29 
 30 
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(２) 吸入暴露 1 

実験動物に関する発がん性試験結果（吸入）を表 ４-9 に示す。 2 
 3 
雄 F344 ラット（80 匹/群）に 1,2-エポキシプロパン 0、100、300 ppm（0、237、711 mg/m3）4 

を 104 週間（7 時間/day、5 日/週）吸入暴露した試験で、300 ppm 暴露群の死亡率が対照に比5 
べ有意であった。鼻腔上皮の複合過形成に用量依存性がみられ、300 ppm では鼻腔に腺腫6 
（2/78:有意差なし）が発生した。両暴露濃度で副腎の褐色細胞腫の増加があったが、用量依7 
存性はなかった。また、腹膜中皮腫もみられたが有意差はなかった。約 16 か月から全てのラ8 
ットがマイコプラズマ肺炎に感染しており、生存率及び鼻粘膜の増殖に影響を与えた（Lynch 9 
et al., 1984a）。 10 

 11 
雌雄の B6C3F1 マウス（50 匹/群）に 1,2-エポキシプロパン 0、200、400 ppm（0、474、948 12 

mg/m3）を 103 週間（6 時間/day、5 日/週）暴露した試験で、雌雄の 400 ppm 暴露群で鼻腔の13 
血管腫の発生が有意に増加し（雄 5/50、雌 3/50）、雄の 400 ppm 暴露群では、鼻腔の血管肉14 
腫の発生が有意に増加した（5/50）。また、雄の 400 ppm 暴露群で鼻腔の扁平上皮がんが 1/5015 
例、鼻腔の乳頭腫が 1/50 例みられ、雌の 400 ppm 暴露群では、鼻腔の腺がんが 2/50 例みら16 
れた（U.S.NTP, 1985）。 17 

 18 
雌雄の F344 ラット（50 匹/群）に 0、200、400 ppm（0、474、948 mg/m3）を 103 週間（619 

時間/day、5日/週）暴露した試験で、400 ppm暴露群で鼻腔の扁平上皮がん（雄 21/50, 雌 11/48）、20 
鼻腔の乳頭腺腫（雌 3/48）の発生率が有意に増加した（U.S.NTP, 1985）。 21 
 22 

雌雄 Wistar ラット（100 匹/群）に 1,2-エポキシプロパン 0、30、100、300 ppm (0、71、237、23 
711 mg/m3)を 123～124 週間（6 時間/day、5 日/週）吸入暴露し、48、72、96 週に雌雄各 1024 
匹を中間剖検した吸入毒性・発がん性試験で、死亡率は両性の 300 ppm で対照に比べ増加し、25 
雌では 100 ppm でもその傾向があった。鼻部のエナメル上皮線維肉腫が低用量の雄に発生26 
（1/66 例）し、鼻部の扁平上皮がんが低用量の雄（1/61 例）と高用量の雄（1/63 例）に発生27 
した。300 ppm 暴露群の雄の咽頭、気管、肺に 4 例のがんが発生した。乳腺腫瘍（主として28 
線維腺腫）は対照群を含む雌の全ての用量で発生し、300 ppm 暴露群において有意であった29 
が背景データの範囲内であった（Kuper et al., 1988） 30 

 31 
表 ４-9 1,2-エポキシプロパンの発がん性試験結果 (吸入) 32 

動物種等 投与期間 投与量 結    果 
発がん

NOAEC 

発がん 

LOAEC 
文献 

ラット 

F344 

雄 

 

104 週 

7 時間/day 

5 日/週(全身) 

0、100、300 

ppm 

300 ppm 

鼻腔に腺腫（2/78：有意差なし） 

300 ppm 

(711 mg/m3) 

ND Lynch et al.,  

1984a 

マウス  

B6C3F1 

雌雄 

 

103 週 

6 時間/day 

5 日/週(全身) 

0、200、400 

ppm  

400 ppm 

鼻腔の血管腫（雌雄）、血管肉

腫（雄）が有意に増加 

200 ppm 

(474 mg/m3) 

400 ppm 

(948 mg/m3) 

U.S. NTP,  

1985 
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動物種等 投与期間 投与量 結    果 
発がん

NOAEC 

発がん 

LOAEC 
文献 

ラット 

F344 

雌雄 

 

103 週間 

6 時間/day 

5日/週(全身) 

0、200、400 

ppm 

400 ppm 

鼻腔の扁平上皮がん(雌雄）、鼻

腔の乳頭腺腫（雌）が有意に

増加 

200 ppm 

(474 mg/m3) 

400 ppm 

(948 mg/m3) 

ラット  

Wistar 

雌雄 

 

123-124 

週間 

6 時間/day 

5 日/週(全身) 

0、30、100、 

300 ppm  

300 ppm 

雄の咽頭、気管、肺のがん有

意に増加 

ND 300 ppm 

(711 mg/m3) 

Kuper et al.,  

1988 

ND：not determined 1 
 2 

４-４-３ 有害性評価値の導出 3 
1,2-エポキシプロパンは実験動物に対する発がん性が明らかであった。一方、発がん影響が4 

認められたのは、暴露局所（前胃及び鼻腔）のみであるため刺激性の関与が疑われる。しかし、5 
発がん影響の発現濃度は短期の試験で刺激性が認められる濃度よりも低いこと、DNA に直接作6 
用し変異原性を示すことから、発がん影響に変異原性が関与する可能性がある。よって、閾値7 
のない変異原性発がん物質として評価することとした。一方、人での発がん性については、定8 
量的評価に用いることのできるデータが得られていない。したがって、本評価における発がん9 
性の有害性評価値として、実験動物のデータに基づき、リスクレベル 10-5 の実質安全量（VSD）10 
（mg/kg/day）を算出することとした。 11 

経口経路については、唯一入手できた Dunkelberg ら（1982）の強制経口投与によるラッ12 
トの発がん性試験をキースタディとし、有害性評価値の算出に用いた。本試験は週 2 日、113 
回当たり 15 又は 60 mg/kg の被験物質が強制経口投与されている。投与回数 219 回と無投与14 
期間（約 4 週間）を考えると、トータル投与期間は 113 週程度と考えられる。113 週だと仮15 
定し、文献に記載されていた平均トータル摂取量 2,714、10,798 mg/kg より、各投与量を 3.43、16 
13.7 mg/kg/day ( 1 )と算出した。本試験における前胃の扁平上皮がんの発生頻度に基づく17 
BMDL10 は 2.54 mg/kg/day で、この BMDL10 を原点まで直線外挿するとスロープファクター18 
（SF）は 3.94×10-2（mg/kg/day）-1 (2)となり、発がん性の経口経路の有害性評価値（リスク19 
レベル 10-5）を 2.5×10-4 mg/kg/day(3)と算出した。 20 

吸入経路については、最も低い BMCL10 が得られた U.S.NTP（1985）の吸入暴露によるラ21 
ット発がん性試験をキースタディとし、有害性評価値の算出に用いた。本試験の鼻腔扁平上22 
皮がんの発生頻度に基づく BMCL10 は 145 ppm（344 mg/m3）であった。これを暴露時間で補23 
正すると 61.4 mg/m3 (4)となり、ラットの呼吸量を 0.26 m3/day、体重を 0.35 kg、吸収率を 1.024 
と仮定して体重 1 kg 当たりの 1 日内部暴露量に変換すると 45.6 mg/kg/day(5)となる。この値25 
                                                        
(1)  2714[mg/kg]÷113[週]÷7[日/週]≒3.43[mg/kg/day] 

10,798[mg/kg]÷113[週]÷7[日/週]≒13.7[mg/kg/day] 
(2) SF＝0.1／BMDL10＝0.1／2.54 [mg/kg/day]≒3.94×10-2 [(mg/kg/day)-1] 
(3)  発がん性の経口経路の有害性評価値（VSD at 10-5）＝10-5／SF＝BMDL10×10-4≒2.5×10-4[mg/kg/day] 
(4)  吸入試験における毒性値の曝露補正及び経口曝露換算は、「化審法における人健康影響に関する有害性

データの信頼性評価等について」（平成 23 年 9 月 15 日付）に基づいて行った。 
曝露補正値[mg/m3]＝吸入曝露濃度[mg/m3]×曝露時間[時間]／24[時間]×曝露日数[日]／7 [日] 
＝344[mg/m3] ×6[時間]／24[時間]×5 [日]／7[日] =61.4 [mg/m3] 

(5)  ラット 1 日内部曝露量への変換値＝61.4[mg/m3]×0.26[m3/day]×1.0(吸収率)／0.35[kg]≒45.6[mg/kg/day] 



32 
 
 

を、人の呼吸量を 20 m3/day、体重 50 kg、吸収率 1.0 と仮定して人の吸入暴露濃度に変換す1 
ると 114 mg/m3 (1)となる。この値を出発点（POD）として原点まで直線外挿すると、ユニッ2 
トリスク（UR）は 8.77×10-7 (μg/m3)-1 (2)となり、発がん性の吸入経路の有害性評価値（リス3 
クレベル 10-5）を 1.1×10-2 mg/m3 (3)と算出した。これは、1 日呼吸量 20 m3/day、体重 50 kg、4 
吸収率 1.0 と仮定すると、人の 1 日摂取量としては 4.6×10-3 mg/kg/day(4)に相当する。 5 
 6 

４-５ 有害性に関するその他の情報 7 

４-５-１ 生体内運命（体内動態） 8 
(１) 吸収 9 

雄 F344 ラットに 14 ppm の 1,2-エポキシプロパンを 2、6、10、60 分間鼻部暴露した結果、10 
血液中の濃度は最初の 10 分間上昇し、3 ng/g（血液）で平衡に達した（Maples and Dahl, 1993）。 11 
 12 
(２) 代謝 13 

1,2-エポキシプロパンは in vitro の試験結果から、エポキシ加水分解酵素で加水分解され14 
1,2-propanediol となるか（Guengerich and Mason, 1980; Dent and Schnell, 1981）、グルタチオン15 
抱合により S-(2’-hydroxy-1’-propyl)glutathione になると考えられる（Tachizawa et al., 1982）。16 
さらに、1,2-propanediol は酸化され、乳酸を経てピルビン酸に代謝されると考えられる17 
（Ruddick, 1972）。一方、グルタチオン抱合体は、メルカプツール酸へと代謝されると考え18 
ら れ る （ Fjellstedt et al., 1973 ） 。 人 の ボ ラ ン テ ィ ア 試 験 に お い て も 、 尿 中 に19 
2-hydroxyethyl-mercapuic acid が検出され、メルカプツール酸への代謝が示唆されたが、日常20 
的な暴露量はヘモグロビン付加体量の方に相関関係が認められた（Duus et al., 1989）。また、21 
雌 Wistar ラット（4 匹/群）に 1,2-エポキシプロパン 0～2,000 ppm（0～4,740 mg/m3）を吸入22 
暴露した試験では、ヘモグロビン中の N3-(2-ヒドロキシプロピル)ヒスチジンが暴露量に伴っ23 
て直線的な増加を示し、暴露量モニター物質としての有用性が示唆されている（Farmer et al., 24 
1982）。 25 

雌雄 SD ラット（2 匹/群）に 1,2-エポキシプロパンを吸入させた実験では、3,000 ppm までは26 
代謝が飽和することはなく、吸収された量の 96％が代謝された（Golka et al., 1989）。 27 
 28 
(３) 排泄 29 

加水分解で得られた 1,2-propanediolの大部分は尿中に排泄される（Lehman and Newman, 1937）。30 
また、グルタチオン抱合を経た代謝物（システイン、メルカプツール酸）が尿中に排泄される31 
と推定されている（Duus et al., 1989, WHO/EHC 56, 1985）。雄 SD ラット（2 匹/群）に 1,2-エポ32 
キシプロパンを吸入させた実験では、未変化体で排泄される量はわずかに 3%であった（Golka 33 
et al., 1989）。 34 

 35 
                                                        
(1)  人の吸入曝露濃度への変換値＝45.6[mg/kg/day]×50[kg]×1.0(吸収率)／20[m3/day]＝114[mg/m3] 
(2)  UR＝0.1／(114×103 [μg/m3] )≒8.77×10-7[(μg/m3)-1] 
(3)  発がん性の吸入経路の有害性評価値（VSD at 10-5）＝10-5／UR＝10-5／(8.77×10-7[(μg/m3)-1])≒11 [μg/m3]

＝1.1×10-2[mg/m3] 
(4) 吸入曝露濃度から 1 日摂取量への換算値＝1.1×10-2[mg/m3]×20[m3/day]×1.0(吸収率)／50[kg]≒4.6×

10-3[mg/kg/day] 
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 19 
図 ４-1 1,2-エポキシプロパンの代謝図（WHO, 1985；CERI, 2007 改編） 20 

 21 

４-５-２ 急性毒性 22 
(１) 人への影響 23 

1,2-エポキシプロパン 1,500 ppm(w/v)を 10 分間吸入暴露した男性は、肺、眼の刺激、頭痛、24 
脱力、下痢を示し、2 時間後にはチアノーゼ、衰弱を示した。酸素吸入、抗ヒスタミン剤の投25 
与で意識を回復したが、衰弱は残り、意識は混乱していた。治療 2 時間後には血圧と脈拍は正26 
常に回復し、翌日には全ての症状が回復した（Beljaev et al., 1971 Gosselin et al., 1984 からの 227 
次引用）。 28 
 29 
(２) 動物への影響 30 

① 経口暴露 31 
ラット（5 匹/群）に 300 または 1,000 mg/kg の強制経口投与した結果、300 mg/kg では全例生32 

存、1,000 mg/kg では全例死亡した。生存例では、観察期間(15 日間)の体重に影響は認められな33 
かった（Rowe et al., 1956） 34 
 35 

その他、ラットの経口 LD50 として、0.63 ml/kg（525 mg/kg）(Weil et al., 1963)、1.14 mL/kg（950 36 
mg/kg）（Smyth et al., 1941, 1969）、520 mg/kg（Antonova et al., 1981；EU-RAR, 2002 からの 237 
次引用）、マウスの経口投与 LD50 として、630 mg/kg （Antonova et al., 1981；EU-RAR, 200238 
からの 2 次引用）及びモルモットにおける経口 LD50 として 690 mg/kg （Smyth et al., 1941）、39 
660 mg/kg （Antonova et al., 1981；EU-RAR, 2002 からの 2 次引用）であったとする報告もある。 40 
 41 
② 吸入暴露 42 

F344 ラット及び B6C3F1 マウスを使用した 4 時間急性吸入暴露試験で、ラット雄/雌（5 匹/43 
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群）の死亡はそれぞれ 0/0、1/2、4/4、3/3 匹（1,277、2,970、3,794、3,900 ppm=3,026、7,039、1 
8,992、9,243 mg/m3）、マウス雄/雌（5 匹/群）ではそれぞれ 0/1、0/0、2/4、2/5、5/5 匹（387、2 
859、1,102、1,277、2,970 ppm＝919、2,041、2,618、3,033、7,054 mg/m3）であった。2,970 ppm3 
以上の暴露で、ラットで呼吸困難と鼻の出血、マウスで初期に流涙がみられた。マウスは全群4 
で呼吸困難がみられた（U.S. NTP, 1985）。 5 
 6 

雌ラット、雌モルモット（5-15 匹/群）に 2,000、4,000、8,000、16,000 ppm（4,740、9,480、7 
18,960、37,929 mg/m3）を 0.25-7 時間吸入暴露した。4,000 ppm への 4 時間暴露での死亡率は、8 
ラットで 4/10、モルモットで 1/5 であった。2,000 ppm への 7 時間暴露では、いずれの動物種で9 
も死亡は認められなかった。眼・鼻の刺激性、呼吸困難、嗜眠、衰弱、協調運動障害などの一10 
般所見は、濃度と暴露時間に比例した。生存動物の体重は一時的に減少したが、14 日以内に回11 
復した（Rowe et al., 1956）。 12 
 13 

ラット（10 匹/群）、マウス（10 匹/群）、イヌ（3 匹/群）を用いた 4 時間吸入暴露試験で、14 
LC50 は、ラットで 4,000 ppm （9,486 mg/m3）、マウスで 1,740 ppm （4,124 mg/m3）と報告さ15 
れている。毒性所見として運動量の増加、鼻汁の分泌、流涙、あえぎ、流涎が認められた。イ16 
ヌでは、2,005 - 2,481 ppm（4,750 - 5,880 mg/m3） において、流涙、流涎、鼻汁の分泌、嘔吐、17 
死亡が認められたが、LC50 は算出できなかった（Jacobson et al., 1956）。 18 
 19 

ラットについては、4,000 ppm（9,480 mg/m3）の 4 時間吸入暴露での死亡率は 4/6 であったと20 
の報告もある（Weil et al., 1963）。 21 
 22 
③ 経皮暴露 23 

経皮投与による LD50 は、ウサギについて 1.50 ml/kg（1,250 mg/kg）という報告がなされてい24 
る（Weil et al., 1963; Smyth et al., 1969）。 25 
 26 

４-５-３ 刺激性及び腐食性 27 
(１) 皮膚刺激 28 

① 人への影響 29 
人の影響についての情報はなかった。 30 

 31 
② 動物への影響 32 

2 匹の雌白色ウサギに 1,2-エポキシプロパン原液を塗布し、4 時間半閉塞状態とし、1、2 及33 
び 8日に観察した結果、発赤も浮腫も認められなかった（BASF, 1981 [unpublished data]；EU-RAR, 34 
2002 からの 2 次引用） 35 
 36 

原液、10%及び 20%の 1,2-エポキシプロパン水溶液を脱脂綿に含ませ、ウサギの皮膚に 1～37 
60 分間適用（上部をサランラップ®で被覆）した試験で、数分間の暴露で皮膚刺激性が認めら38 
れた。それ以上の時間では腐食性を示した。刺激性は原液より希釈水溶液のほうが強かった39 
（Rowe et al., 1956）。 40 
 41 
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(２) 眼刺激 1 

① 人への影響 2 
1,2-エポキシプロパン（濃度及び液体か蒸気かは不明）の事故暴露の 3 例では、角膜に薬傷3 

をもたらしたが、48 時間以内に回復が認められた（McLaughlin, 1946）。 4 
 5 
② 動物への影響 6 

ラット雄雌各 10 匹、モルモット雌雄各 8 匹、ウサギ雌雄各 1 匹、サル雌 1 匹を 457 ppm（1,080 7 
mg/m3）で 7 時間/day、79-154 日間吸入暴露した試験で、ラット及びモルモットの眼に刺激性が8 
みられた（Rowe et al., 1956）。 9 
 10 

ウサギの眼の角膜に未希釈の 1,2-エポキシプロパンを 0.005 または 0.02 mL 点眼し 18～24 時11 
間後の蛍光検査した結果、0.02 mL 点眼で角膜表面の 63～87 %以上に壊死が認められた12 
（Carpenter and Smyth, 1946）。 13 
 14 
(３) 呼吸器官刺激 15 

① 人への影響 16 
1,2-エポキシプロパン 1,500 ppm(w/v)を 10 分間吸入暴露した男性の事例で、初期に肺に対17 

する刺激性が認められた（Beljaev et al., 1971  Gosseline et al., 1984 からの 2 次引用） 18 
 19 
② 動物への影響 20 

ラット雄雌各 10 匹、モルモット雌雄各 8 匹、ウサギ雌雄各 1 匹、サル雌 1 匹を 457 ppm （1,080 21 
mg/m3）で 7 時間/day、79-154 日間吸入暴露した試験で、ラット及びモルモットの呼吸気道に刺22 
激性がみられた（Rowe et al., 1956）。 23 
 24 

４-５-４ 感作性 25 
(１) 人への影響 26 

電子顕微鏡技師が 1,2-エポキシプロパンを 8 か月間使用した後手に湿疹が発生し、パッチテ27 
ストで 1,2-エポキシプロパンに陽性の反応を示した（Van Ketel, 1979）。 28 
 29 

52 歳の女性実験室助手が 1,2-エポキシプロパンのアレルギー性接触皮膚炎を発症し、手の甲30 
に紅斑と浮腫が発生した。標準パッチテスト（希釈率；1:10,000、1:3,000、1:1,000）は濃度量31 
に依存し陽性反応（+、++、+++）を示した（Steinkraus and Hausen, 1994）。 32 
 33 

1%の 1,2-エポキシプロパンと 70%の 2-プロパノールを含む市販の滅菌綿棒を使用していた 2 34 
人が、パッチテストで 0.1-1.0 %の 1,2-エポキシプロパンに対してアレルギー反応を示した。表35 
皮の基底細胞層の海綿状態、真皮の浮腫、単核球の浸潤が見られた（Jensen, 1981）。 36 
 37 
(２) 動物への影響 38 

Hartley モルモットの除毛した背中に 10%の 1,2-エポキシプロパン 0.1 mL を 4 回/10 日間、ガ39 
ーゼに染み込ませ貼付した。3 回目の貼付時、フロイントアジュバントを注射した。2 週間後、40 
10 %の 1,2-エポキシプロパンで惹起したが、24 時間、48 時間の観察では感作性はみられなかっ41 
た（Carreon and Wall, 1982；EU-RAR, 2002 から 2 次引用）。 42 
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４-６ 有害性評価値に関する国内外の評価 1 

一般毒性としては、EU（EU-RAR, 2002）及び US.EPA（U.S.EPA-IRIS 2014）が、Kuper ら（1988）2 
のラットを用いた吸入試験の LOAEL30 ppm（71 mg/m3）を採用し有害性評価を行っている。3 
U.S. EPA は、LOAEL30 ppm を人に補正した LOAEL（HEC）2.9 mg/m3 を、不確実係数 100（種4 
差 10、個体差 10）で除した 0.03 mg/m3 を RfC としている（U.S.EPA-IRIS 2014）。一方、EU（EU 5 
RAR, 2002）は、吸入の margin of safety (MOS)を 10-30 以上と算出し、人とラットの身体構造上6 
の違いから、人の呼吸器系炎症の懸念は少ないとしている。 7 

EU-RAR（2002）では、Hayes ら（1988）の 2 世代試験で生殖に影響がなかったこと、500 8 
ppm まで投与したラット及びウサギの発生毒性が親動物の致死用量付近でみられていること9 
などを理由に生殖・発生を問題のあるエンドポイントとしていない。 10 

遺伝毒性については、EU では、カニクイザルの染色体異常試験の陰性結果については、11 
暴露前の検体で試験を実施していないことや、長い培養時間が影響を減衰させた可能性があ12 
ると指摘しつつ、in vivo の体細胞において明確な陽性結果が得られており、生殖細胞におい13 
ても遺伝毒性が引き起こされる可能性を否定できないとし、「Mut.Cat2;R46: May cause 14 
heritable genetic damage」と分類している（EU-RAR, 2002）。 15 

経口投与による発がん性について U.S.EPA では、Dunkelberg ら（1982）の所見のうち前胃16 
扁平上皮がんの発生率（0/100、2/50、19/50）に線形多段階モデルを適用し、スロープファク17 
ター （2.4×10-1/(mg/kg/day)）、飲水ユニットリスク（6.8×10-6/μg/L）を算出している（U.S.EPA- 18 
IRIS, 2014）。一方吸入としては、マウスへの吸入暴露試験結果(U.S.NTP, 1985)のうち、雄の19 
鼻腔の血管腫及び血管肉腫の発生率（0/50、0/50、10/50）に線形多段階モデルを適用し、吸20 
入ユニットリスクを 3.7×10-6/μg/m3 と算出している（US EPA-IRIS, 2014）。EU-RAR （2002）21 
では、発がん性について閾値を定めることが出来ないとし MOS の算出は行っていない。 22 

1,2-エポキシプロパンの発がん性について国内外の機関では表 ４-10 に示すような分類が23 
行われている。 24 
 25 

表 ４-10 1,2-エポキシプロパンの発がん性に関する国内外機関の分類 26 

評価機関 評価年 分類 文献 

IARC 1994 2B:人に対して発がん性を示す可能性がある 
IARC, 1994 
IARC, 2014 

U.S.EPA 1986 
B2:動物での十分な証拠に基づいて、おそらく

人発がん性物質 
US EPA-IRIS 
2014 

U.S.NTP 1991 
R:人発がん性があると合理的に予測される物

質 
US NTP, 2014 

EU 2001 
2:人に対して発がん性があるとみなされるべ

き物質 
EU, 2002 
ECHA, 2015 

ACGIH 2000 
A3:人の発がん性については不明であるが、実

験動物に対して発がん性が確認された物質 
ACGIH, 2010 

日本産業衛生学会 不明 2B:人に対しておそらく発がん性がある 
日本産業衛生学

会, 2014 

 27 

４-７ 有害性評価値のまとめ 28 

経口及び吸入経路の一般毒性、生殖・発生毒性及び発がん性に関する有害性評価値を表 29 
４-11 にまとめた。1,2-エポキシプロパンは実験動物において発がん性を示し、変異原性を有30 
することから、本評価では閾値のない変異原性発がん物質として評価した。経口及び吸入経31 
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路のいずれにおいても、最も感受性の高い指標は発がん性であった。発がん性の有害性評価1 
値は、経口経路については Dunkelberg ら（1982）のラット発がん性試験（強制経口投与）に2 
おける前胃扁平上皮がんの増加に基づく 2.5×10-4 mg/kg/day、吸入経路については U.S.NTP3 
（1985）のラット発がん性試験（吸入）における鼻腔扁平上皮がんの増加に基づく 1.1×10-2 4 
mg/m3 であった。 5 

1,2-エポキシプロパンの発がん性は暴露経路に依存した局所性のものであることから、本6 
評価書における発がん性に係るリスク推計は暴露経路別に行うことが毒性学的に妥当である7 
と考えられる。 8 

 9 
表 ４-11 1,2-エポキシプロパンの有害性評価Ⅱのまとめ 10 

暴露経路 有害性 有害性評価値 

経口 

一般毒性 9.4×10-3 mg/kg/day（吸入暴露データからの換算値） 

生殖・発生毒性 2.2 mg/kg/day（吸入暴露データからの換算値） 

発がん性 2.5×10-4 mg/kg/day * 

吸入 

一般毒性 2.4×10-2 mg/m3（1 日摂取量 9.4×10-3 mg/kg/day に相当） 

生殖・発生毒性 5.5 mg/m3（1 日摂取量 2.2 mg/kg/day に相当） 

発がん性 1.1×10-2  mg/m3 *（1 日摂取量 4.6×10-3 mg/kg/day に相当） 

*各暴露経路における最小の有害性評価値 11 

  12 
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BMD 算出データ 1 
 2 
発がん (吸入) 、鼻腔における扁平上皮がん発生率 (U. S. NTP, 1982) 3 
Dichotomous 

       

Model Name 
The parameter betas or 

Power parameter 
 or Slope parameter 

AIC P-value Specified 
Effect 

BMD BMDL 
Scaled 

residual 

Gamma is restricted as power >=1 87.2008 1 0.1 5.68949 3.34521 0 

Logistic is not restricted 89.2796 0.2133 0.1 8.59949 7.04683 -0.068 

LogLogistic is restricted as slope >= 1 87.2008 1 0.1 5.67713 3.35028 0 

LogLogistic is not restricted 87.2008 1 0.1 5.67713 3.35028 0 

LogProbit is restricted as slope >= 1 87.2008 1 0.1 5.37045 4.06174 0 

LogProbit is not restricted 87.2008 1 0.1 5.37045 3.35835 0 

Multistage are restricted to be positive 87.2008 1 0.1 5.97018 3.34151 0 

Multistage are not restricted 87.2008 1 0.1 5.97018 3.34151 0 

Multistage-Cancer are restricted to be positive 87.2008 1 0.1 5.97018 3.34151 0 

Probit is not restricted 88.7624 0.2845 0.1 7.84382 6.38318 0.782 

Weibull is restricted as power >= 1 87.2008 1 0.1 5.84048 3.34461 0 

Weibull is not restricted 87.2008 1 0.1 5.84048 3.34461 0 

Quantal-Linear   88.0037 0.3088 0.1 3.57303 2.5402 -1.348 

 4 
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５ 暴露評価と各暴露シナリオでのリスク推計 1 

暴露評価Ⅱの基となる 3 つの情報源（化審法情報、PRTR 情報及び環境モニタリング情報）2 
について、対象物質ごとに得られる情報源の組合せは表 ５-1 の列に示す 4 通りとなる。得ら3 
れる情報に応じて、適用可能な手法が分かれる。 4 

１，２－エポキシプロパンは化審法情報、PRTR 情報及び環境モニタリング情報が得られ5 
るため太枠で示す暴露評価を行う。 6 

 7 
表 ５-1 暴露評価の情報源別の推計ステップの違い 8 

 9 
 10 
まず５-１で環境モニタリング情報を整理し環境媒体中の検出状況を示す。次に５-２以降11 

では１，２－エポキシプロパンに対して環境への放出量を抑制するための指導・助言の必要12 
性、有害性調査指示の必要性の判断の軸となる暴露評価及びリスク推計の結果を暴露シナリ13 
オごとに示す。 14 
 15 
  16 
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５-１ 環境媒体中の検出状況 1 

１，２－エポキシプロパンの環境中での検出状況について、平成 16 年度から平成 25 年度2 
までの過去 10 年間の環境モニタリング調査結果を収集した結果を表５-2 に示す。 3 

 4 
表 ５-2 過去 10 年間の環境モニタリング調査 5 

調査環境

媒体 

調査年度 調査名 調査主体 

大気 平成 22～25 年度 有害大気汚染物質モニタリング調査[有害大気] 地方公共団体・環境省 

水質 平成 24 年度 化学物質環境実態調査[エコ調査] 環境省 

 6 

５-１-１ 大気モニタリングデータ 7 
直近年度（平成 21～25 年度）及び過去 10 年間（平成 16～25 年度）の大気モニタリング調8 

査における最大値を表 ５-3 に示す。また、年度別のモニタリング結果を表 ５-4 に示す。ま9 
た、実測値のあるモニタリングデータのプロット図を図 ５-1 に示す。毎年度、全測定地点で10 
検出されている。 11 

 12 
表 ５-3 近年の大気モニタリングにおける最大濃度 13 

期間 モニタリング事業名 
最大濃度 

（mg/m3） 

直近年度（平成 21～25 年度） 有害大気 (平成 23 年度) 0.0015 

過去 10 年間（平成 16～25 年度） 有害大気 (平成 23 年度) 0.0015 

 14 
表 ５-4  過去 10 年間の大気モニタリング調査結果（平成 16 年度～平成 25 年度） 15 

年度 年平均値の全国平均 

（mg/m3） 

年平均値の濃度範囲 

（mg/m3） 

検出地点数 

平成 25 年度 0.000042 0.000014～0.0001 13/13 

平成 24 年度 0.000036 0.000012～0.000059 13/13 

平成 23 年度 0.00013 0.000014～0.0015 20/20 

平成 22 年度 0.00016 0.000022～0.0012 10/10 

 16 
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 1 

図 ５-1 過去 10 年間の大気モニタリング調査結果のプロット図 2 
 3 

５-１-２ 水質モニタリングデータ 4 
直近年度及び過去 10 年間の水質モニタリングにおける最大濃度を表 ５-5 に示す。また、5 

年度別のモニタリング結果を表 ５-6 に示す。また、水質モニタリングデータのプロット図を、6 
エコ調査について図 ５-2 に示す。 7 

 8 
表 ５-5 近年の水質モニタリングにおける最大濃度 9 

期間 モニタリング事業名 最大濃度 

（mg/L） 

直近年度（平成 21～25 年度） エコ調査 (平成 24 年度) 0.012 

過去 10 年間（平成 16～25 年度） エコ調査 (平成 24 年度) 0.012 

 10 
表 ５-6 過去 10 年間の水質モニタリング調査結果（平成 16 年度～平成 25 年度） 11 
年度 モニタリング事業名 濃度範囲（平均値※） 

（mg/L） 

検出下限値 

（mg/L） 

検出地点数 

平成 24 年度 エコ調査 <0.000023～0.012 0.000023 5/22 

 12 
 13 
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 1 

図 ５-2 過去 10 年間の水質モニタリング調査結果（エコ調査）のプロット図 2 
 3 

５-１-３ まとめ 4 
平成 16～25 年度における環境モニタリングデータについてまとめた。 5 
大気中濃度では、毎年度全ての地域で検出がなされており、直近 5 年における最大濃度は6 

0.0015mg/m3 であった。 7 
水質濃度では、直近年度では平成 24 年度に測定がされており、複数地点で検出され、最大8 

濃度が 0.012mg/L であった。 9 
 10 
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５-２ 排出源ごとの暴露シナリオにおける暴露評価とリスク推計 1 

排出源ごとの暴露シナリオとは、サプライチェーン上～中流の固定排出源に着目し、それ2 
らの排出源の周辺に居住する一般住民又は生育・生息する生活環境動植物が、排出源から排3 
出される化学物質に、環境媒体（人の場合、食物を含む。）を通じて暴露されるというシナリ4 
オである。 5 

人健康に対するリスク推計は、有害性の評価項目ごとの有害性評価値と、暴露評価の結果6 
である人の推定摂取量を比較することにより行う。摂取量が有害性評価値以上となる排出源7 
は「リスク懸念」と判別する。リスクの指標は、リスク懸念となった排出源の箇所数とリス8 
ク懸念の影響面積の 2 種類の地理的分布で表す。 9 

１，２－エポキシプロパンは化審法届出情報だけでなく PRTR 情報も利用できるため、５-10 
２-１では化審法届出情報に基づく評価結果を、５-２-２では PRTR 情報に基づく評価結果を11 
それぞれ示す。推計モデル（PRAS-NITE）により、評価を行った。 12 

 13 

５-２-１ 化審法届出情報に基づく評価 14 
(１) 暴露評価 15 

① 暴露シナリオ 16 
人に対する暴露評価では、摂取経路として、大気へ排出された場合は大気吸入、牛肉摂取、17 

乳製品摂取、地上部農作物摂取、地下部農作物摂取、水域へ排出された場合は飲料水摂取、18 
魚介類(淡水魚及び海水魚)摂取を考慮する。(図 ５-3 参照) 19 

 20 

 21 
図 ５-3 排出源ごとの暴露シナリオ 22 

 23 
② 排出量推計結果 24 

化審法届出情報に基づき、都道府県別・用途別出荷量から 27 の仮想的な排出源を設定した 25 
(3 章参照)。各仮想的排出源からの排出量は、それぞれの製造量又は出荷量に設定した排出係26 
数 (3 章参照) を乗じて算出した。 27 
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人の摂取量の上位 10 箇所について整理し、表 ５-7 に示す。 1 
 2 

表 ５-7 仮想的排出源ごとの排出量推計結果 3 

 4 
注)化審法の届出情報に基づいた排出量推計の方法は技術ガイダンスⅣ章参照 5 
 6 

③ 環境媒体中濃度の推計結果 7 
暴露シナリオ (図 ５-3) に基づき、仮想的排出源ごとの排出量と 2 章で示した１，２－エ8 

ポキシプロパンの性状より、仮想的排出源周辺における環境媒体中濃度の推計結果を表 ５-89 
に示す。 10 
  11 

No.
都道
府県

用途分類 詳細用途分類
用途
番号

詳細用
途番号

ライフサイクルステージ
製造数量
[t/year]

出荷数量
[t/year]

大気排出
係数

水域排出
係数

大気排出
量[t/year]

水域排出
量[[t/year]

1 Ａ県 - - - - 製造 209000 0 0.001 0.0001 209 21

2 Ｂ県 中間物 合成原料、重合原料、前駆重合体 01 a 工業的使用段階 0 94114 0.001 0.001 94 94

3 Ａ県 - - - - 製造 151735 0 0.001 0.0001 152 15

4 Ｃ県 中間物 合成原料、重合原料、前駆重合体 01 a 工業的使用段階 0 54120 0.001 0.001 54 54

5 Ｄ県 - - - - 製造 76158 0 0.001 0.0001 76 8

6 Ａ県 中間物 合成原料、重合原料、前駆重合体 01 a 工業的使用段階 0 36449 0.001 0.001 36 36

7 Ｄ県 中間物 合成原料、重合原料、前駆重合体 01 a 工業的使用段階 0 35452 0.001 0.001 35 35

8 Ｅ県 中間物 合成原料、重合原料、前駆重合体 01 a 工業的使用段階 0 18385 0.001 0.001 18 18

9 Ｆ県 中間物 合成原料、重合原料、前駆重合体 01 a 工業的使用段階 0 8888 0.001 0.001 9 9

10 Ｇ県 中間物 合成原料、重合原料、前駆重合体 01 a 工業的使用段階 0 8494 0.001 0.001 8 8
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表 ５-8 仮想的排出源周辺の環境媒体中濃度推計結果 1 

 2 
注 1) No に示す番号は、表 ５-7 における仮想的排出源と対応している。 3 
注 2) 環境媒体中濃度の推計方法は技術ガイダンスⅤ章参照 4 
 5 
 6 

④ 人の摂取量推計結果 7 
次に、各々の環境媒体中濃度に食物摂取量等の媒体摂取速度を乗じ、仮想的排出源周辺に8 

おける人の摂取量を求めた結果を表 ５-9 に示す。 9 
 10 

表 ５-9 暴露媒体別摂取量推計結果 11 

 12 
注 1) No に示す番号は、表 ５-7 における仮想的排出源と対応している。 13 
注 2) 環境媒体中濃度から人の推定摂取量を推定するために使用したパラメータは以下のとおりである。14 

(技術ガイダンスⅤ章参照) 15 
 人の体重：50[kg],大気吸入量：20[m3/day],飲料水摂取量：2[L/day] 16 
 食物摂取量 地上部農作物(protected)：19.7[g/day],  17 
 地上部農作物(exposed)：16.8[g/day] 18 
 地下部農作物：7.0[g/day], 乳製品：0.6[g/day], 肉類：0.2[g/day] 19 
 淡水魚：1.4[g/day] 海水魚：43.9[g/day] 20 
 21 
また、図 ５-4 には、表 ５-7 で示した仮想的排出源ごとの排出量と表 ５-9 に示した全摂取22 

量を棒グラフで示した。 23 
 24 

水域排出分 大気排出分（半径1kmエリア）

No.
河川

[mg/L]
飲料水
[mg/L]

淡水魚
[mg/kg]

海水魚
[mg/kg]

大気
[mg/m3]

土壌
[mg/kg]

地下部農作物
[mg/kg]

地上部農作物
 Exposed[mg/kg]

地上部農作物
 Protected[mg/kg]

乳製品
[mg/kg]

肉類
[mg/kg]

1
3.2×10-2 3.2×10-2 1.0×10-1 1.0×10-2 3.8×10-2 6.3×10-4 1.1×10-3 3.4×10-3 3.4×10-3 3.9×10-5 3.8×10-6

2
1.4×10-1 1.4×10-1 4.5×10-1 4.5×10-2 1.7×10-2 2.8×10-4 4.7×10-4 1.5×10-3 1.5×10-3 1.7×10-5 1.7×10-6

3
2.3×10-2 2.3×10-2 7.3×10-2 7.3×10-3 2.8×10-2 4.6×10-4 7.6×10-4 2.4×10-3 2.4×10-3 2.8×10-5 2.7×10-6

4
8.2×10-2 8.2×10-2 2.6×10-1 2.6×10-2 9.8×10-3 1.6×10-4 2.7×10-4 8.7×10-4 8.7×10-4 1.0×10-5 9.8×10-7

5
1.2×10-2 1.2×10-2 3.7×10-2 3.7×10-3 1.4×10-2 2.3×10-4 3.8×10-4 1.2×10-3 1.2×10-3 1.4×10-5 1.4×10-6

6
5.5×10-2 5.5×10-2 1.8×10-1 1.8×10-2 6.6×10-3 1.1×10-4 1.8×10-4 5.9×10-4 5.9×10-4 6.7×10-6 6.6×10-7

7
5.4×10-2 5.4×10-2 1.7×10-1 1.7×10-2 6.4×10-3 1.1×10-4 1.8×10-4 5.7×10-4 5.7×10-4 6.5×10-6 6.4×10-7

8
2.8×10-2 2.8×10-2 8.8×10-2 8.8×10-3 3.3×10-3 5.6×10-5 9.3×10-5 3.0×10-4 3.0×10-4 3.4×10-6 3.3×10-7

9
1.4×10-2 1.4×10-2 4.3×10-2 4.3×10-3 1.6×10-3 2.7×10-5 4.5×10-5 1.4×10-4 1.4×10-4 1.6×10-6 1.6×10-7

10
1.3×10-2 1.3×10-2 4.1×10-2 4.1×10-3 1.5×10-3 2.6×10-5 4.3×10-5 1.4×10-4 1.4×10-4 1.6×10-6 1.5×10-7

媒体別摂取量[mg/kg/day] 摂取量
水域排出分 大気排出分（半径1kmエリア） [mg/kg/day]

No. 飲料水摂取 魚介類摂取 大気吸入 地下部農作物摂取 地上部農作物摂取 乳製品摂取 肉類摂取 経口摂取量 吸入摂取量 全摂取量

1
1.3×10-3 1.2×10-5 1.5×10-2 1.5×10-7 2.4×10-6 4.6×10-10 1.5×10-11 1.3×10-3 1.5×10-2 1.6×10-2

2
5.7×10-3 5.2×10-5 6.8×10-3 6.6×10-8 1.1×10-6 2.1×10-10 6.8×10-12 5.8×10-3 6.8×10-3 1.3×10-2

3
9.2×10-4 8.4×10-6 1.1×10-2 1.1×10-7 1.8×10-6 3.4×10-10 1.1×10-11 9.3×10-4 1.1×10-2 1.2×10-2

4
3.3×10-3 3.0×10-5 3.9×10-3 3.8×10-8 6.3×10-7 1.2×10-10 3.9×10-12 3.3×10-3 3.9×10-3 7.3×10-3

5
4.6×10-4 4.2×10-6 5.5×10-3 5.4×10-8 8.9×10-7 1.7×10-10 5.5×10-12 4.7×10-4 5.5×10-3 6.0×10-3

6
2.2×10-3 2.0×10-5 2.7×10-3 2.6×10-8 4.3×10-7 8.1×10-11 2.6×10-12 2.2×10-3 2.7×10-3 4.9×10-3

7
2.2×10-3 2.0×10-5 2.6×10-3 2.5×10-8 4.2×10-7 7.8×10-11 2.6×10-12 2.2×10-3 2.6×10-3 4.8×10-3

8
1.1×10-3 1.0×10-5 1.3×10-3 1.3×10-8 2.2×10-7 4.1×10-11 1.3×10-12 1.1×10-3 1.3×10-3 2.5×10-3

9
5.4×10-4 4.9×10-6 6.5×10-4 6.3×10-9 1.0×10-7 2.0×10-11 6.4×10-13 5.5×10-4 6.5×10-4 1.2×10-3

10
5.2×10-4 4.7×10-6 6.2×10-4 6.0×10-9 1.0×10-7 1.9×10-11 6.1×10-13 5.2×10-4 6.2×10-4 1.1×10-3
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 1 

 2 
図 ５-4 化審法届出情報に基づく仮想的な排出源毎の推計排出量に対する推定摂取量 3 

注 1) 上段は各仮想的排出源から半径 1km 内の媒体別摂取量 4 
注 2) 横軸の番号は用途コード番号 (表 ３-1 参照)、P は製造事業所、「工」は工業的使用段階の各ライフ5 

サイクルステージを示す。 6 
 7 
(２) リスク推計 8 

① リスク推計に用いた有害性評価値 9 
リスク評価に用いる１，２－エポキシプロパンの有害性評価値を表 ５-10 に整理した。す10 

なわち、経口経路の一般毒性で 9.4×10-3 mg/kg/day、吸入経路の一般毒性で 2.4×10-2 mg/kg/day、11 
経口経路の生殖・発生毒性で 2.2 mg/kg/day、吸入経路の生殖・発生毒性で 5.5 mg/kg/day、経12 
口経路の発がん性で 2.5×10-4 mg/kg/day (実質安全量) 、吸入経路の発がん性で 1.1×10-2 mg/m3 13 
(実質安全量) であった。 14 
 15 

表 ５-10 リスク推計に使用した有害性情報のまとめ 16 

有害性評価項目 

人健康 

一般毒性 生殖・発生毒性 発がん性 

経口経路 吸入経路 経口経路 吸入経路 経口経路 吸入経路 
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有害性評価値 
9.4×10-3 

mg/kg/day 

2.4×10-2 

mg/m3 

2.2 

mg/kg/day 
5.5 mg/m3 

2.5×10-4  

mg/kg/day 

1.1×10-2  

mg/m3 

 1 
 2 
② リスク推計結果 3 

経口と吸入の経路別に有害性評価値と人の摂取量を比較してリスク推計した結果を示す。4 
吸入経路については、大気中濃度と有害性評価値を比較している。仮想的排出源 27 箇所につ5 
いてリスク懸念箇所数及びリスク懸念影響面積を整理した。 6 
 7 

表 ５-11 では、一般毒性におけるリスク推計結果を示す。経口経路のリスク推計結果では8 
懸念はなかった。また、吸入経路のリスク推計結果では 2 箇所においてリスク懸念となり、9 
リスク懸念影響面積は 6 km2 であった。 10 
 11 

表 ５-11 化審法届出情報に基づく一般毒性におけるリスク推計結果 12 

暴露経路 
リスク推計の対象とな

る排出量 
リスク懸念箇所数 

リスク懸念影響面積 

（km2） 

経口経路 大気・水域排出分 0/27 0  

吸入経路 大気排出分 2/27 6  

 13 
 14 

表 ５-12 には、吸入経路で HQ (Hazard Quotient:ハザード比) が 1 以上となった 2 地点の内15 
訳を示す。 16 
 17 

表 ５-12 化審法届出情報に基づく一般毒性 (吸入経路) におけるリスク推計結果 18 

 19 
 20 

表 ５-13 では、生殖・発生毒性におけるリスク推計結果を示す。生殖・発生毒性について21 
は、いずれの地点においてもリスク懸念は認められなかった。また、排出源から 1km 以内の22 
HQ の最大値は 0.003 であった。 23 
 24 
 25 
 26 

表 ５-13 化審法届出情報に基づく生殖・発生毒性におけるリスク推計結果 27 

暴露経路 
リスク推計の対象とな

る排出量 
リスク懸念箇所数 

リスク懸念影響面積 

（km2） 

経口経路 大気・水域排出分 0/27 0  

吸入経路 大気排出分 0/27 0  

 28 
表 ５-14 では、発がん性におけるリスク推計結果を示す。経口経路のリスク推計結果では29 

13 箇所においてリスク懸念となり、リスク懸念影響面積は 4,084 km2 であった。吸入経路の30 
リスク推計結果では 4 箇所においてリスク懸念となり、リスク懸念影響面積は 31 km2 であっ31 
た。 32 

都道府県
用途

番号
用途分類

詳細
用途

番号

詳細用途分類
ライフサイクル

ステージ

大気排出量

[t/year]

水域排出量

[t/year]

合計排出量

[t/year]

HQ

(～1km)

HQ

(～2km)

HQ

(～3km)

HQ

(～4km)

HQ

(～5km)

HQ

(～6km)

HQ

(～7km)

HQ

(～8km)

HQ

(～9km)

HQ

(～10km)

Ａ県 - - - - 製造 209 21 230 1.6 0.7 0.4 0.3 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

Ａ県 - - - - 製造 152 15 167 1.2 0.5 0.3 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0
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 1 
表 ５-14 化審法届出情報に基づく発がん性におけるリスク推計結果 2 

暴露経路 
リスク推計の対象とな

る排出量 
リスク懸念箇所数 

リスク懸念影響面積 

（km2） 

経口経路 大気・水域排出分 13/27 4084  

吸入経路 大気排出分 4/27 31  

 3 
 4 

表 ５-15 には、経口経路で HQ が 1 以上となった 13 地点の内訳を示す。 5 
 6 

表 ５-15 化審法届出情報に基づく発がん性（経口経路）におけるリスク推計結果 7 

 8 
 9 

表 ５-16 には、吸入経路の HQ の合計が 1 以上となった 4 地点の内訳を示す。 10 
 11 

表 ５-16 化審法届出情報に基づく発がん性（吸入経路）におけるリスク推計結果 12 

 13 

 14 
続いて、図 ５-5 には有害性の評価項目ごとにリスク懸念となった仮想的排出源を用途別ラ15 

イフサイクルステージ別に示す。これらの結果から、製造段階及び中間物用途の工業的使用16 
段階のいずれもリスク懸念箇所数に影響を与えていることが推定された。 17 
  18 

都道府県
用途

番号
用途分類

詳細
用途

番号

詳細用途分類
ライフサイクル

ステージ

大気排出量

[t/year]

水域排出量

[t/year]

合計排出量

[t/year]

HQ

(～1km)

HQ

(～2km)

HQ

(～3km)

HQ

(～4km)

HQ

(～5km)

HQ

(～6km)

HQ

(～7km)

HQ

(～8km)

HQ

(～9km)

HQ

(～10km)

Ｂ県 01 中間物 a
合成原料、重合原料、

前駆重合体

工業的使用

段階
94 94 188 23.1 23.1 23.1 23.1 23.1 23.1 23.1 23.1 23.1 23.1

Ｃ県 01 中間物 a
合成原料、重合原料、

前駆重合体
工業的使用

段階
54 54 108 13.3 13.3 13.3 13.3 13.3 13.3 13.3 13.3 13.3 13.3

Ａ県 01 中間物 a
合成原料、重合原料、

前駆重合体

工業的使用

段階
36 36 73 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0

Ｄ県 01 中間物 a
合成原料、重合原料、

前駆重合体
工業的使用

段階
35 35 71 8.7 8.7 8.7 8.7 8.7 8.7 8.7 8.7 8.7 8.7

Ａ県 - - - - 製造 209 21 230 5.1 5.1 5.1 5.1 5.1 5.1 5.1 5.1 5.1 5.1

Ｅ県 01 中間物 a
合成原料、重合原料、

前駆重合体

工業的使用

段階
18 18 37 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5

Ａ県 - - - - 製造 152 15 167 3.7 3.7 3.7 3.7 3.7 3.7 3.7 3.7 3.7 3.7

Ｆ県 01 中間物 a
合成原料、重合原料、

前駆重合体

工業的使用

段階
9 9 18 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2

Ｇ県 01 中間物 a
合成原料、重合原料、

前駆重合体
工業的使用

段階
8 8 17 2.1 2.1 2.1 2.1 2.1 2.1 2.1 2.1 2.1 2.1

Ｈ県 01 中間物 a
合成原料、重合原料、

前駆重合体

工業的使用

段階
8 8 17 2.1 2.1 2.1 2.1 2.1 2.1 2.1 2.1 2.1 2.1

Ｄ県 - - - - 製造 76 8 84 1.9 1.9 1.9 1.9 1.9 1.9 1.9 1.9 1.9 1.9

Ｉ県 01 中間物 a
合成原料、重合原料、

前駆重合体

工業的使用

段階
6 6 12 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5

Ｊ県 01 中間物 a
合成原料、重合原料、

前駆重合体

工業的使用

段階
5 5 9 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1

都道府県
用途

番号
用途分類

詳細
用途

番号

詳細用途分類
ライフサイクル

ステージ

大気排出量

[t/year]

水域排出量

[t/year]

合計排出量

[t/year]

HQ

(～1km)

HQ

(～2km)

HQ

(～3km)

HQ

(～4km)

HQ

(～5km)

HQ

(～6km)

HQ

(～7km)

HQ

(～8km)

HQ

(～9km)

HQ

(～10km)

Ａ県 - - - - 製造 209 21 230 3.5 1.4 0.8 0.5 0.4 0.3 0.2 0.2 0.2 0.1

Ａ県 - - - - 製造 152 15 167 2.5 1.0 0.6 0.4 0.3 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1

Ｂ県 01 中間物 a
合成原料、重合原料、

前駆重合体

工業的使用

段階
94 94 188 1.6 0.6 0.3 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

Ｄ県 - - - - 製造 76 8 84 1.3 0.5 0.3 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0
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 1 

 2 

図 ５-5 化審法届出情報に基づく用途別ライフサイクルステージ別のリスク推計結果 3 
 4 

以上のリスク推計結果は、化審法の届出情報に基づき、すべての化学物質に適用される排5 
出係数を用い、仮想的排出源等を設定し、なるべく過小評価しないように排出量を推計した6 
結果に基づく点に留意が必要である。 7 
 8 
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５-２-２ PRTR 情報に基づく評価 1 
 2 

(１) 暴露評価 3 

① 暴露シナリオ 4 
暴露シナリオは化審法届出情報に基づく評価と同じである（図 ５-3 参照）。ただし、PRTR5 

情報に基づく暴露評価においては、公共用水域への排出先が河川か海域かの判断が可能なた6 
め、排出先に応じて飲料水摂取や魚介類摂取（淡水）を考慮する。つまり、排出先が河川で7 
あれば飲料水摂取や魚介類摂取（淡水）を考慮し、排出先が海域であればそれらを考慮しな8 
い。PRTR 情報では、届出事業者ごとの下水道への移動量と移動先の下水道終末処理施設の9 
名称が得られるため、移動先の下水道終末処理施設を排出源として扱った。なお、移動先の10 
下水道終末処理施設も排出源として考慮した。PRTR 届出外排出量推計手法1に従って下水道11 
終末処理場での大気移行率を 0.0%、水域移行率を 0.0%とした。 12 

 13 
② 排出量の情報 14 

ここでは PRTR 届出 68 事業所及び移動先の下水道終末処理施設 3 箇所のうち、人の摂取量15 
の上位 10 箇所について、表 ５-17 に排出量を示す。 16 

 17 
表 ５-17 PRTR 届出事業所ごとの排出量 18 

 19 
 20 

③ 環境媒体中濃度の推計結果 21 
次に、化審法届出情報を用いた暴露評価と同様に、排出源ごとの排出量と 2 章で示した１，22 

２－エポキシプロパンの性状より、排出源周辺における環境媒体中濃度の推計結果を表 23 
５-18 に示す。 24 
  25 

                                                        
1
平成 25 年度届出外排出量推計方法の詳細 21.下水処理施設に係る排出量 
(http://www.env.go.jp/chemi/prtr/result/todokedegaiH25/syosai/21.pdf) 
推定式は次のとおり。EF＝1－(EM+SL)、EM＝(1－1／(1＋5.149Hc

0.904))×0.8898、SL＝1－1／（1＋4.2162
×10-5Pow）、EF：放流水への移行率、EM：大気への移行率、SL：汚泥への移行率、Hc：無次元化したヘ

ンリー定数、Pow：オクタノール／水分配係数 

No.
都道
府県

業種名等
大気排出量

[t/year]
水域排出量

[t/year]
合計排出量

[t/year]
排出先水域名称

1 Ｄ県 化学工業 21 0 21

2 Ａ県 化学工業 9.2 0 9.2 Ａ川

3 Ｅ県 化学工業 9 0 9

4 Ｇ県 化学工業 6.9 0 6.9

5 Ｃ県 化学工業 5.5 0 5.5

6 Ｂ県 化学工業 4.3 0 4.3

7 Ｂ県 化学工業 1.7 0.038 1.738 Ｂ川

8 Ｉ県 化学工業 1.1 0 1.1

9 Ａ県 化学工業 0.93 0 0.93

10 Ｂ県 化学工業 0.53 0 0.53
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表 ５-18 排出源周辺の環境媒体中濃度推計結果 1 

 2 
注 1) No に示す番号は、表 ５-17 における排出源と対応している。 3 

 4 
④ 人の摂取量推計結果 5 

次に、各々の環境媒体中濃度に食物摂取量等の媒体摂取速度を乗じ、排出源周辺における6 
人の摂取量を求めた結果を表 ５-19 に示す。 7 

 8 
表 ５-19 暴露媒体別摂取量推計結果 9 

 10 
注 1)各排出源から半径 1km 内の人の推定摂取量 11 
注 2)No に示す番号は、表 ５-17 における排出源と対応している。 12 
注 3)環境媒体中濃度から人の推定摂取量を推定するために使用したパラメータは以下のとおりである。 13 
（技術ガイダンスⅤ章参照） 14 

  人の体重：50[kg],大気吸入量：20[m3/day],飲料水摂取量：2[L/day] 15 
    食物摂取量 地上部農作物 protected：19.7[g/day],地上部農作物 exposed：16.8[g/day] 16 

地下部農作物：7.0[g/day],乳製品：0.6[g/day]  肉類：0.2[g/day] 17 
淡水魚：1.4[g/day] 海水魚：43.9[g/day] 18 

水域排出分 大気排出分（半径1kmエリア）

No.
河川

[mg/L]
飲料水
[mg/L]

淡水魚
[mg/kg]

海水魚
[mg/kg]

大気
[mg/m3]

土壌
[mg/kg]

地下部農作物
[mg/kg]

地上部農作物
 Exposed[mg/kg]

地上部農作物
 Protected[mg/kg]

乳製品
[mg/kg]

肉類
[mg/kg]

1
0 0 0 0 3.8×10-3 6.3×10-5 1.1×10-4 3.4×10-4 3.4×10-4 3.9×10-6 3.8×10-7

2
0 0 0 0 1.7×10-3 2.8×10-5 4.6×10-5 1.5×10-4 1.5×10-4 1.7×10-6 1.7×10-7

3
0 0 0 0 1.6×10-3 2.7×10-5 4.5×10-5 1.4×10-4 1.4×10-4 1.7×10-6 1.6×10-7

4
0 0 0 0 1.3×10-3 2.1×10-5 3.5×10-5 1.1×10-4 1.1×10-4 1.3×10-6 1.2×10-7

5
0 0 0 0 1.0×10-3 1.7×10-5 2.8×10-5 8.8×10-5 8.8×10-5 1.0×10-6 9.9×10-8

6
0 0 0 0 7.8×10-4 1.3×10-5 2.2×10-5 6.9×10-5 6.9×10-5 7.9×10-7 7.8×10-8

7
2.8×10-4 2.8×10-4 8.8×10-4 8.8×10-5 3.1×10-4 5.1×10-6 8.6×10-6 2.7×10-5 2.7×10-5 3.1×10-7 3.1×10-8

8
0 0 0 0 2.0×10-4 3.3×10-6 5.5×10-6 1.8×10-5 1.8×10-5 2.0×10-7 2.0×10-8

9
0 0 0 0 1.7×10-4 2.8×10-6 4.7×10-6 1.5×10-5 1.5×10-5 1.7×10-7 1.7×10-8

10
0 0 0 0 9.6×10-5 1.6×10-6 2.7×10-6 8.5×10-6 8.5×10-6 9.8×10-8 9.6×10-9

媒体別摂取量[mg/kg/day] 摂取量
水域排出分 大気排出分（半径1kmエリア） [mg/kg/day]

No. 飲料水摂取 魚介類摂取 大気吸入
地下部農作

物摂取
地上部農作

物摂取
乳製品摂取 肉類摂取 経口摂取量 吸入摂取量 全摂取量

1
0 0 1.5×10-3 1.5×10-8 2.5×10-7 4.6×10-11 1.5×10-12 2.6×10-7 1.5×10-3 1.5×10-3

2
0 0 6.7×10-4 6.5×10-9 1.1×10-7 2.0×10-11 6.6×10-13 1.1×10-7 6.7×10-4 6.7×10-4

3
0 0 6.5×10-4 6.3×10-9 1.1×10-7 2.0×10-11 6.5×10-13 1.1×10-7 6.5×10-4 6.5×10-4

4
0 0 5.0×10-4 4.9×10-9 8.1×10-8 1.5×10-11 5.0×10-13 8.6×10-8 5.0×10-4 5.0×10-4

5
0 0 4.0×10-4 3.9×10-9 6.4×10-8 1.2×10-11 4.0×10-13 6.8×10-8 4.0×10-4 4.0×10-4

6
0 0 3.1×10-4 3.0×10-9 5.0×10-8 9.5×10-12 3.1×10-13 5.3×10-8 3.1×10-4 3.1×10-4

7
1.1×10-5 1.0×10-7 1.2×10-4 1.2×10-9 2.0×10-8 3.8×10-12 1.2×10-13 1.1×10-5 1.2×10-4 1.3×10-4

8
0 0 8.0×10-5 7.8×10-10 1.3×10-8 2.4×10-12 7.9×10-14 1.4×10-8 8.0×10-5 8.0×10-5

9
0 0 6.8×10-5 6.6×10-10 1.1×10-8 2.1×10-12 6.7×10-14 1.2×10-8 6.8×10-5 6.8×10-5

10
0 0 3.9×10-5 3.7×10-10 6.2×10-9 1.2×10-12 3.8×10-14 6.6×10-9 3.9×10-5 3.9×10-5



57 
 
 

 1 
また、図 ５-6 に表 ５-17 に示した排出源ごとの排出量と表 ５-19 に示した摂取量を棒グラ2 

フで示す。 3 
 4 

 5 

 6 

 7 
図 ５-6 PRTR 届出事業所毎の排出量に対する推定摂取量 8 
注 1) 上段は各排出源から半径 1km 内の媒体別摂取量 9 

 10 
(２) リスク推計 11 

① リスク推計に用いた有害性評価値 12 
リスク評価に用いる１，２－エポキシプロパンの有害性評価値は前述の表 ５-10 のとおり13 

である。 14 
 15 
② リスク推計結果 16 

経口と吸入の経路別に有害性評価値と人の摂取量を比較してリスク推計した結果を示す。17 
吸入経路の発がん性については、大気中濃度と有害性評価値を比較している。PRTR 届出 6818 
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事業所及び移動先の下水道終末処理施設 3 箇所についてリスク懸念箇所数及びリスク懸念影1 
響面積を整理した。 2 
 3 

表 ５-20 では、一般毒性におけるリスク推計結果を示す。一般毒性については、いずれの4 
地点においてもリスク懸念は認められなかった。また、排出源から 1km 以内の HQ の最大値5 
は経口経路で 0.003、吸入経路で 0.2 であった。 6 
 7 

表 ５-20 PRTR 情報に基づく一般毒性におけるリスク推計結果 8 

暴露経路 
リスク推計の対象とな

る排出量 
リスク懸念箇所数 

リスク懸念影響面積 

（km2） 

経口経路 大気・水域排出分 0/71 0  

吸入経路 大気排出分 0/71 0  

 9 
表 ５-21 では、生殖・発生毒性におけるリスク推計結果を示す。生殖・発生毒性について10 

は、いずれの地点においてもリスク懸念は認められなかった。また、排出源から 1km 以内の11 
HQ の最大値は経口経路で 0.00001、吸入経路で 0.0007 であった。 12 

 13 
表 ５-21 PRTR 情報に基づく生殖・発生毒性におけるリスク推計結果 14 

暴露経路 
リスク推計の対象とな

る排出量 
リスク懸念箇所数 

リスク懸念影響面積 

（km2） 

経口経路 大気・水域排出分 0/71 0  

吸入経路 大気排出分 0/71 0  

 15 
表 ５-22 では、発がん性におけるリスク推計結果を示す。経路別ではいずれの地点におい16 

てもリスク懸念は認められなかった。1排出源から 1km以内のHQの最大値は経口経路で 0.071、17 
吸入経路で 0.58 であった。また、経口経路と吸入経路の HQ を合計した場合でも、いずれの18 
地点においてもリスク懸念は認められなかった。その場合の排出源から 1km 以内の HQ の最19 
大値は経口経路で 0.1、吸入経路で 0.3 であった。 20 
 21 

表 ５-22 PRTR 情報に基づく発がん性におけるリスク推計結果 22 

暴露経路 
リスク推計の対象とな

る排出量 
リスク懸念箇所数 

リスク懸念影響面積 

（km2） 

経口経路 大気・水域排出分 0/71 0  

吸入経路 大気排出分 0/71 0  

 23 

５-２-３ 環境モニタリングデータ 24 
排出源ごとの暴露シナリオに対応する環境モニタリングデータがあればリスク懸念の有無25 

等について比較を行う。 26 
 27 

                                                        
1 推計暴露量（又は推計暴露濃度）が実質安全量を超えなかったことを意味する。 
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(１) 大気モニタリングデータに基づく評価とリスク推計 1 

平成25年度のPRTR情報に基づく排出源ごとの暴露シナリオによる暴露評価におけるモデル2 
推計では、全ての排出源でHQが1未満であり、リスク懸念箇所はなかった (前述の５-２-２参3 
照) 。また、直近5年の大気モニタリングデータに基づくリスク推計においてもリスク懸念箇所4 
はなかった (後述の５-４-３参照) 。なお、大気モニタリングデータの最大濃度である0.0015 5 
mg/m3（平成23年度）が測定された地点の近傍には、PRTR届出事業所が存在した。 6 
 7 
(２) 水質モニタリングデータに基づく評価とリスク推計 8 

平成25年度のPRTR情報に基づく排出源ごとの暴露シナリオによる暴露評価におけるモデル9 
推計では、全ての排出源でHQが1未満であり、リスク懸念箇所はなかった (前述の５-２-２参10 
照) 。直近5年の水質モニタリングデータに基づくリスク推計においてもリスク懸念箇所はなか11 
った(前述の５-１参照)。  12 
 13 

５-３ 用途等に応じた暴露シナリオによる暴露評価とリスク推計 14 

サプライチェーン上～中流の固定排出源を対象とした排出源ごとの暴露シナリオのみで15 
は、環境への主要な排出に係る暴露を評価できない用途等に関しては、用途等に応じた暴16 
露シナリオを追加し、必要に応じて推計モデルも追加する。 17 

化審法届出情報では、本シナリオに該当する用途はなかった。 18 
 19 

５-４ 様々な排出源の影響を含めた暴露シナリオにおける暴露評価とリスク推計 20 

本シナリオでは、５の排出源ごとの暴露シナリオで対象としたサプライチェーン上～中流21 
の固定排出源の排出量に加え、家庭用・業務用の使用段階、長期使用製品の使用段階といっ22 
た面的な排出量も加味し、多媒体モデルを用いて、広域的・長期的スケールの暴露状況の推23 
計を行う（５-４-１）。 24 

PRTR 情報が得られる場合には、面的な排出源を含めた全国の排出源からの排出量を基に、25 
地図上の区画（メッシュ）ごとに環境中濃度を推計するモデルを用いて、環境中濃度の空間26 
的分布を全国レベルで推計した上で、暴露量を推計する（５-４-２）。 27 

 28 

５-４-１ 広域的・長期的スケールの暴露状況の推計（化審法届出情報と PRTR 情報の利用） 29 
本シナリオでは、５の排出源ごとの暴露シナリオでは考慮されなかった排出源からの排出30 

量も加味して、時間的に長期的スケールにおける化学物質の広域環境中の動態の予測を行う。31 
具体的には、日本版多媒体モデル MNSEM3-NITE を用いて、日本全域において、対象物質が32 
長期的には環境媒体のいずれに分配する傾向があるかを推計する。分配はモデルに入力する33 
排出量の排出先媒体比率に左右される。そこで、排出先媒体比率の結果への影響を考察する。 34 

推計手法については技術ガイダンスⅦ章に準じている。 35 
 36 

(１) 推計条件 37 

推計条件 38 
多媒体モデル MNSEM3-NITE に入力する排出量は、化審法届出情報に基づいて推計した全39 
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国排出量及び PRTR 情報に基づく全国排出量を用いた。 1 
平成 25 年度の化審法届出情報による全国排出量の内訳を表 ５-23 に示す。 2 
 3 

表 ５-23 化審法届出情報(平成 23 年度)による全国排出量の内訳 4 

ライフサイクルステージ 

大気 

排出量 

[トン] 

水域 

排出量 

[トン] 

備考 

製造段階 450  45   

調合・工業的使用段階 281  281  
該当する用途 

・中間物 

家庭等使用段階 0 0 該当用途なし 

長期使用製品使用段階 0 0 該当用途なし 

廃棄段階 - - 考慮しない 

 6 
 7 
 8 
 9 

図中の数値は、各区分の推計排出量（トン／年）である。全国総排出量には、５－２の排10 
出源ごとの暴露シナリオにおける暴露評価で考慮した事業所等の点排出源からの排出に加え、11 
家庭や長期使用製品の使用段階といった非点源からの排出量を考慮するが、１，２－エポキ12 
シプロパンについてはこれらからの排出はないと想定される。 13 

 14 
次に PRTR 情報による全国排出量の内訳を表 ５-24 に示す。これは 3 章の図 ３-4 から平成15 

25 年度分を再掲したものである。 16 
 17 

表 ５-24 PRTR 情報による全国排出量の内訳 18 

 19 
 20 
推計に用いた１，２－エポキシプロパンの物理化学的性状と環境中半減期は 2 章に記載の21 

あるとおりである（後述の５-４の表 ５-37 にも再掲している）。 22 
 23 

(２) 推計結果 24 

全国排出量とその排出先媒体比率を用いて、１，２－エポキシプロパンが大気、水域又は25 
土壌のいずれかに一定の速度で排出されて定常状態に到達した状態での環境中での分配比率26 
（質量比）と人の摂取経路別の摂取量比率を多媒体モデルMNSEM3-NITEによって予測した。 27 

これら比率の推計では、化学物質の物理化学的性状と環境運命（分解性と生物濃縮性）及28 
び大気、水域、土壌の各媒体への排出先媒体比率が結果を左右し、排出量の絶対値には依存29 
しない。しかし、化審法届出情報を用いた場合、排出先媒体比率自体が 3 章に示した排出係30 
数に基づいた推計値であり、実態と乖離している可能性がある。 31 

各種排出量に基づく摂取量比率等の詳細は表 ５-25 に示した。 32 

届出または
推計項目

届出_
大気

届出_
水域

届出_
土壌

届出_
埋立

推計_
すそ切り

推計_
非対象
業種

推計_
家庭

推計_
移動体

合計

全国排出量

（トン）
63 12 0 0 0 0 0 0 75
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表 ５-25 より、化審法届出情報と化審法のリスク評価に用いる排出係数一覧表の排出係数1 
によって推計した排出先比率と実態との乖離は不明であるが、大気と水域に分配され人の主2 
要な摂取経路は大気吸入と推定される。 3 

 4 
表 ５-25 環境中分配比率と摂取量比率の詳細 5 

 6 
 7 

５-４-２ 環境中濃度等の空間的分布の推計（PRTR 情報の利用） 8 
PRTR における届出及び届出外推計の排出量データの分布情報をもとに、河川や大気での9 

挙動も考慮した多媒体モデルを用いて、本物質の環境中での地理的な分布を予測した。具体10 
的には、GIS 多媒体モデル G-CIEMS を用いて、日本全域において、対象物質の大気中濃度を11 
5km×5km メッシュ、水域、土壌、底質の濃度を流域別に推定した。 12 

 13 
(１) 推計条件 14 

１，２－エポキシプロパンの G-CIEMS に基づく濃度推計の条件について以下に示す。 15 
G-CIEMS に入力する排出量は、PRTR の届出排出量を 3 次メッシュ上に割り当てたデータ16 

（「平成２７年度地域における化学物質の環境リスク低減支援業務報告書」（環境省環境安全17 
課）より引用）をもとに、G-CIEMS 用に 5km×5km メッシュの大気排出量及び流域別の水域、18 
土壌排出量データに配分したものを用いた。なお、排出先が海域として届け出られているデ19 
ータについても、当該排出先の所在する流域に排出されるものとして推計している。また計20 
算に必要なデータについては、２章の物理化学的性状等又は技術ガイダンスに示すデフォル21 
ト値を用いており、一部の物理化学的性状等については G-CIEMS 入力データの単位や基準22 
とする温度(25℃)にあわせて換算し、表 ５-26 に示す値を用いた。 23 

 24 
 25 
 26 
 27 
 28 

化審法届出情報に
基づく推計排出量

PRTR情報に
基づく排出量

大気 69% 84%
水域 31% 16%
土壌 0% 0%
大気 7% 13%
水域 93% 86%
土壌 <1% <1%
底質 <1% <1%
大気吸入 87% 93%
飲料水 12% 6%
魚介類 <1% <1%
地上部農作物 <1% <1%
地下部農作物 <1% <1%
肉類 0% 0%
乳製品 0% 0%

本評価で用いた排出量

排出先
比率

環境中
分配比率

人の
摂取経路毎の
摂取量比率
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 1 
 2 

表 ５-26 G-CIEMS の計算に必要なデータのまとめ 3 
項目 単位 採用値 詳細 

ヘンリー係数 Pa・m3/mol 1.88x10 25℃温度補正値 

水溶解度 mol/m3 7.38x103 25℃温度補正値 

蒸気圧 Pa 8.46x104 25℃温度補正値 

オクタノールと水との間の分配係数 - 1.14 10logPow 

大気中分解速度定数（ガス） s-1 
2.51x10-7 大気における機序別分解半減期

の総括値 32 日の換算値 

大気中分解速度定数（粒子） s-1 
2.51x10-7 大気における機序別分解半減期

の総括値 32 日の換算値 

水中分解速度定数（溶液） s-1 
2.30x10-6 

水中における機序別分解半減期

の総括値 3.5 日の換算値 

水中分解速度定数（懸濁粒子） s-1 
2.30x10-6 

水中における機序別分解半減期

の総括値 3.5 日の換算値 

土壌中分解速度定数 s-1 
2.30x10-6 

土壌中における機序別分解半減

期の総括値 3.5 日の換算値 

底質中分解速度定数 s-1 
1.09x10-6 

底質中における機序別分解半減

期の総括値 7.3 日の換算値 

植生中分解速度定数 s-1 
2.51x10-7 

大気における機序別分解半減期

の総括値 32 日の換算値 

 4 
 5 
計算に用いた排出量の概要として、全国の合計排出量を表 ５-27 に示す。 6 
 7 

表 ５-27 PRTR 排出量情報(平成 25 年度)の全国排出量の内訳 8 
PRTR 排出量データ使用年度 平成 25 年度 

排出量 

全推計分の排出量を以下に示す。 

○届出排出量  ：75,117kg/年 

G-CIEMS 用大気排出量： 63,017kg/年 

G-CIEMS 用水域排出量：   100kg/年 

G-CIEMS 用土壌排出量：     0kg/年 

※ただし、一部沿岸域で G-CIEMS の水域に対応付かない排出が

12,000kg ある。 

○届出外排出量： 0kg/年 

G-CIEMS 用大気排出量： 0 kg/年 

G-CIEMS 用水域排出量： 0 kg/年 

G-CIEMS 用土壌排出量： 0 kg/年 

 9 
(２) 人の化学物質摂取量と環境中濃度の推計結果 10 

G-CIEMS を用いたリスク推計における評価対象地点については、水域における環境基準点11 
を含む 3,705 地点とし、水質濃度については当該地点が含まれる流域の河川中濃度を、大気12 
濃度については当該地点の上空の大気メッシュ（複数の大気メッシュが存在する場合にはそ13 
の中で最大の大気中濃度となるメッシュ）での濃度を用いて暴露評価を行った。G-CIEMS で14 
は、日本全国の約 40,000 流域の計算結果を用いることが可能であるが、リスク推計は代表的15 
な地点で行うべきであるとし、環境基準点を含む流域を評価対象地点として用いている。 16 

評価対象地点における水質濃度及び大気濃度を用いて、技術ガイダンスに示す暴露評価モ17 
デルにより、人の化学物質摂取量を算出した。 18 

人の化学物質摂取量は、当該地点の推計濃度から算出する摂取量（局所摂取量）と当該地19 
点以外の全国の推計濃度から算出する摂取量（広域摂取量）を合計している。局所摂取量は、20 
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評価する地点における水域濃度とその上空のメッシュ大気濃度（流域上空にある複数メッシ1 
ュにおける大気濃度の最大値）を用いて、経口摂取量の算出を行っている。また、広域摂取2 
量は、評価対象地点が含まれる流域以外の流域の農作物や畜産物を、流域面積に比例して平3 
均的に摂取することを想定して、農作物（地上部農作物、地下部農作物）及び畜産物（牛肉、4 
乳製品）からの経口摂取量を算出している。 5 

摂取量として、大気を経由して化学物質を摂取する経路には、経口暴露の経路（農作物・6 
畜産物の摂取）がある。また、水域を経由して化学物質を摂取する経路には、経口暴露の経7 
路（飲料水、魚摂取）がある。ここでは、表 ５-28 に示す摂取量の組み合わせについて計算8 
を行った。 9 

 10 
この化学物質摂取量と、４章で導出した経口経路の有害性評価値（一般毒性：11 

0.0094mg/kg/day、生殖・発生毒性：2.2mg/kg/day、発がん性：2.5x10-4mg/kg/day）を用いて、12 
地点別に経口経路における HQ を算出し、また、大気濃度と吸入経路の有害性評価値（一般13 
毒性：0.024 mg/m3、生殖・発生毒性 5.5mg/m3、発がん性：0.011mg/m3）を用いて、吸入経路14 
における HQ を算出した。評価対象地点毎の人の化学物質摂取量を小さい順に並べた際のパ15 
ーセンタイル値1及び HQ の値を以下に示す。 16 

 17 
経口摂取量及び HQ について表 ５-29 及び図 ５-7 に、吸入経路に係る大気濃度及び HQ に18 

ついて表 ５-30 及び図 ５-8 に示す。また、水域濃度について図 ５-9 に、大気濃度について19 
図 ５-10 にそれぞれ示す。また、経路別、エンドポイント別の HQ が高い 10 地点について、20 
それぞれ摂取媒体別内訳のグラフを図 ５-11 に示す。 21 
 22 

表 ５-28 リスク推計に使用する暴露量の種類 23 
暴露量の種類 大気経由 水域経由 

吸入暴露 

（局所） 

経口暴露 

（局所） 

経口暴露 

（広域） 

経口暴露 

（局所） 

呼吸 当該地点の農作

物・畜産物 

当該地点以外の農

作物・畜産物 

飲料水、魚 

経口摂取量 

（局所＋広域） 
－ ○ ○ ○ 

大気濃度 ○ － － － 

 24 
  25 

                                                        
1 ここでのパーセンタイル値は、「当該パーセンタイル値に最も近い順位」における値を指

す。 
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 1 
表 ５-29 G-CIEMS の評価対象地点における水質濃度及び大気濃度に 2 

基づく経口摂取量及びハザード比(HQ)のパーセンタイル値 3 

パーセンタ

イル 順位 

①経口摂取

量（局所＋

広域） 

[mg/kg/day] 

経口一般毒性 経口生殖・発生毒性 経口発がん性 

②有害性

評価値 

[mg/kg/d

ay] 

HQ 

(=①/②) 

③有害性

評価値 

[mg/kg/d

ay] 

HQ 

(=①/③) 

④有害性

評価値 

[mg/kg/d

ay] 

HQ 

(=①/④) 

0 1 3.1x10-8 0.0094 3.3x10-6 2.2 1.4x10-8 2.5x10-4 1.3x10-4 

0.1 5 3.1x10-8 0.0094 3.3x10-6 2.2 1.4x10-8 2.5x10-4 1.3x10-4 

1 38 3.1x10-8 0.0094 3.3x10-6 2.2 1.4x10-8 2.5x10-4 1.3x10-4 

5 186 3.1x10-8 0.0094 3.3x10-6 2.2 1.4x10-8 2.5x10-4 1.3x10-4 

10 371 3.1x10-8 0.0094 3.3x10-6 2.2 1.4x10-8 2.5x10-4 1.3x10-4 

25 927 3.1x10-8 0.0094 3.3x10-6 2.2 1.4x10-8 2.5x10-4 1.3x10-4 

50 1853 3.1x10-8 0.0094 3.3x10-6 2.2 1.4x10-8 2.5x10-4 1.3x10-4 

75 2779 3.3x10-8 0.0094 3.5x10-6 2.2 1.5x10-8 2.5x10-4 1.3x10-4 

90 3335 3.8x10-8 0.0094 4.0x10-6 2.2 1.7x10-8 2.5x10-4 1.5x10-4 

95 3520 4.6x10-8 0.0094 4.9x10-6 2.2 2.1x10-8 2.5x10-4 1.9x10-4 

99 3668 7.3x10-8 0.0094 7.8x10-6 2.2 3.3x10-8 2.5x10-4 2.9x10-4 

99.9 3701 5.0x10-7 0.0094 5.3x10-5 2.2 2.3x10-7 2.5x10-4 0.0020 

99.92 3702 5.8x10-7 0.0094 6.1x10-5 2.2 2.6x10-7 2.5x10-4 0.0023 

99.95 3703 9.3x10-7 0.0094 9.9x10-5 2.2 4.2x10-7 2.5x10-4 0.0037 

99.97 3704 3.7x10-6 0.0094 3.9x10-4 2.2 1.7x10-6 2.5x10-4 0.015 

100 3705 4.5x10-6 0.0094 4.8x10-4 2.2 2.0x10-6 2.5x10-4 0.018 

 4 
 5 

 6 
図 ５-7 G-CIEMS の評価対象地点における経口摂取量のパーセンタイル値 7 

（一般毒性、生殖・発生毒性及び発がん性） 8 
9 
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経口有害性評価値(発がん) [mg/kg/day]
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表 ５-30 G-CIEMS の評価対象地点の大気濃度に基づくハザード比(HQ)のパーセンタイル値 1 

パー

セン

タイ

ル 順位 

① 吸 入 経

路に係る大

気濃度 

 [mg/m3] 

吸入一般毒性 吸入生殖・発生毒性 吸入発がん性 

②有害性

評価値 

[mg/ m3] 

HQ 

(=①/②) 

③有害性

評価値 

[mg/ m3] 

HQ 

(=①/③) 

④有害性

評価値 

[mg/m3] 

HQ 

(=①/⑤) 

0 1 4.8x10-30 0.024 2.0x10-28 5.5 8.7x10-31 0.011 4.3x10-28 

0.1 5 9.7x10-29 0.024 4.1x10-27 5.5 1.8x10-29 0.011 8.8x10-27 

1 38 4.7x10-25 0.024 2.0x10-23 5.5 8.5x10-26 0.011 4.3x10-23 

5 186 2.5x10-20 0.024 1.0x10-18 5.5 4.5x10-21 0.011 2.2x10-18 

10 371 3.6x10-16 0.024 1.5x10-14 5.5 6.5x10-17 0.011 3.3x10-14 

25 927 1.7x10-10 0.024 7.4x10-9 5.5 3.1x10-11 0.011 1.6x10-8 

50 1853 4.0x10-8 0.024 1.7x10-6 5.5 7.3x10-9 0.011 3.7x10-6 

75 2779 6.7x10-7 0.024 2.9x10-5 5.5 1.2x10-7 0.011 6.1x10-5 

90 3335 2.9x10-6 0.024 1.3x10-4 5.5 5.4x10-7 0.011 2.7x10-4 

95 3520 6.4x10-6 0.024 2.7x10-4 5.5 1.2x10-6 0.011 5.8x10-4 

99 3668 2.0x10-5 0.024 8.3x10-4 5.5 3.6x10-6 0.011 0.0018 

99.9 3701 1.2x10-4 0.024 0.0053 5.5 2.3x10-5 0.011 0.011 

99.92 3702 1.4x10-4 0.024 0.0060 5.5 2.6x10-5 0.011 0.013 

99.95 3703 1.4x10-4 0.024 0.0060 5.5 2.6x10-5 0.011 0.013 

99.97 3704 1.5x10-4 0.024 0.0065 5.5 2.8x10-5 0.011 0.014 

100 3705 3.9x10-4 0.024 0.017 5.5 7.1x10-5 0.011 0.036 

 2 

 3 
図 ５-8 G-CIEMS の評価対象地点における吸入経路に係る大気濃度のパーセンタイル値 4 

（一般毒性、生殖・発生毒性及び発がん性） 5 
 6 

 7 
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  1 

図 ５-9 G-CIEMS の評価対象地点における水域濃度分布 2 
 3 

 4 

 図 ５-10 G-CIEMS の評価対象地点における大気濃度分布 5 
 6 
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 1 

 経口経路での暴露量に基づく HQ 吸入経路での暴露量に基づく HQ 

一般

毒性 

  

生殖 

・ 

発生

毒性 

  

発が

ん性 

  
図 ５-11 経路別・エンドポイント別の HQ の上位 10 地点の評価結果 2 

 3 
(３) 環境中分配比率等の推計結果 4 

PRTR情報による環境中の排出先比率とこれに基づきG-CIEMSで推計された環境中分配比5 
率等を表 ５-31 に示す。 6 
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 1 
表 ５-31 環境中の排出先比率と環境中分配比率 2 

  

PRTR 

届出＋届出

外排出量 

排出先 

比率 

大気 >99% 

水域 <1% 

土壌 0% 

環境中 

分配比率 

大気 >99% 

水域 <1% 

土壌 <1% 

底質 <1% 

 3 
 4 

(４) G-CIEMS の推計結果とモニタリングデータとの比較解析 5 

G-CIEMS の推計結果の妥当性を確認するため、モニタリング濃度との比較解析を行い整合6 
性の確認を行った。大気モニタリングの濃度範囲と G-CIEMS で推計された大気濃度のパー7 
センタイル値を図 ５-12 に、水質モニタリングの濃度範囲と G-CIEMS で推計された水質濃8 
度のパーセンタイル値を図 ５-13 に示す。 9 

なお、これらの図中では各モニタリングにおける濃度範囲のバーに濃度範囲の数値(例えば10 
<0.000012～0.0015 など)も付記した。モニタリングにおいて不検出の結果がある場合には、11 
濃度範囲に不等号付きの検出下限値を用いて示し、濃度範囲のバー表示では検出下限値～最12 
大値を示している。 13 

この図より、大気中濃度については、濃度範囲の比較では概ね同じか、ややモニタリング14 
データの方が高いことを示している。また、７-４節に示す G-CIEMS の評価対象地点での推15 
計結果とモニタリングデータの測定地点別比較より、同じ地点での濃度を比較すると、16 
G-CIEMS 推計大気濃度／大気モニタリング濃度は 10-18～0.29 倍程度で、G-CIEMS 濃度の方17 
が低く見積もられる傾向が見られた。なお、推計した G-CIMES 推計濃度が高い方が、当該18 
地点の大気モニタリング濃度と近い値が得られる傾向にあるが、それでも 1～3 桁程度の差違19 
が生じている。 20 

水質濃度については、濃度範囲の比較では、モニタリングデータの方が高いことを示して21 
いる。また、７-４節に示す G-CIEMS の評価対象地点での推計結果とモニタリングデータの22 
測定地点別比較より、同じ地点での濃度を比較すると、検出された環境モニタリング濃度が23 
高い範囲では、環境モニタリング濃度が G-CIEMS 推計濃度の 60 倍程度であったが、データ24 
が十分でなく整合性については言及できない。 25 

 26 
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 1 
図 ５-12 G-CIEMS 推計濃度とモニタリング濃度の範囲の比較（大気） 2 

 3 

 4 
図 ５-13 G-CIEMS 推計濃度とモニタリング濃度の範囲の比較（水質） 5 

 6 

５-４-３ 環境モニタリングデータに基づく評価 7 
(１) 大気モニタリングデータに基づく評価とリスク推計 8 
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年度 )を使用して、呼吸における吸入経路の暴露濃度を 0.0015mg/m3（摂取量換算で1 
6.00x10-4mg/kg/day）、地上部農作物(Protected)、地上部農作物(Exposed)、地下部農作物、牛肉2 
及び乳製品中の濃度に基づく経口摂取量を 1.22x10-7mg/kg/day と推計した。 3 

直近 5 年の大気モニタリングデータにおける最大の吸入経路の暴露濃度（摂取量）と、吸4 
入一般毒性、吸入生殖・発生毒性及び吸入発がん性の有害性評価値用いて HQ を算出してリ5 
スク推計を行った。リスク推計の結果、表 ５-32 に示すように、吸入経路の暴露濃度6 
（0.0015mg/m3）に対して、吸入一般毒性の有害性評価値（0.024mg/m3）より HQ=0.063、吸7 
入生殖・発生毒性の有害性評価値（5.5 mg/m3）より HQ=2.7x10-4、吸入発がん性の有害性評8 
価値（0.011mg/m3）より HQ=0.14 であり、いずれも HQ が 1 未満となった。 9 
また、直近5年の大気モニタリングデータに基づく経口経路での摂取量と、経口一般毒性、経10 

口生殖・発生毒性及び経口発がん性の有害性評価値を用いてHQを算出してリスク推計を行った。11 
リスク推計の結果、表 ５-33に示すように、経口経路での摂取量（1.22x10-7mg/kg/day）に対し12 
て、経口一般毒性の有害性評価値（0.0094mg/kg/day）よりHQ=1.3x10-5、経口生殖・発生毒性の13 
有害性評価値（2.2 mg/kg/day）よりHQ=5.5x10-8、経口発がん性の有害性評価値（2.5x10-4mg/kg/day）14 
よりHQ=4.9x10-4であり、いずれもHQが1未満となった。 15 
なお、当該地点の他の年度の測定状況としては、平成22年度は0.0012mg/m3であり、最高濃度16 

の検出年度以降に濃度の測定は行われていないが、いずれの有害性についてもHQは1未満であ17 
った。 18 

 19 
上記の各有害性評価値について、直近5年の大気モニタリングデータの検出値を対象として20 

HQを算出し、HQの区分別に測定地点数（直近5年のべ数）として集計した結果を表 ５-34に示21 
す。HQが1以上となる地点はなかった。 22 

 23 
表 ５-32 大気モニタリング濃度に由来する吸入経路（呼吸）におけるリスク推計 24 

有害性評価項目 
①吸入経路

での濃度 

②リスク推計に使用

する有害性評価値 
HQ＝①／② 

一般毒性 
0.0015 

mg/m3 

0.024 mg/m3 0.063 

生殖・発生毒性 5.5 mg/m3 2.7x10-4 

発がん性 0.011mg/m3 0.14 

 25 
表 ５-33 大気モニタリング濃度に由来する経口経路（農作物及び畜産物摂取） 26 

におけるリスク推計 27 
有害性評価項

目 

①経口経路

での摂取量 

②リスク推計に使

用する有害性の値 
HQ＝①／② 

一般毒性 
1.2x10-7 

mg/kg/day 

0.0094mg/kg/day 1.3x10-5 

生殖・発生毒性 2.2mg/kg/day 5.5x10-8 

発がん性 2.5x10-4mg/kg/day 4.9x10-4 

 28 
表 ５-34 大気モニタリングデータに基づく HQ 区分別測定地点数 29 

ハザード比の区分 大気モニタリング濃度の測定地点数（直近5年のべ数） 

経口経路 吸入経路 

一般毒性 生殖・発生毒

性 

発がん性 一般毒性 生殖・発生毒

性 

発がん性 

1≦HQ 0 0 0 0 0 0 

0.1≦HQ＜1 0 0 0 0 0 2 

HQ<0.1 56 56 56 56 56 54 

 30 
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(２) 水質モニタリングデータに基づく評価とリスク推計 1 

直近5年における水質モニタリングデータの最大濃度である水質濃度0.012mg/L（エコ調査平2 
成24年度）を使用して、本モニタリングデータが海域における測定結果であることから経口経3 
路での摂取量については、魚類中濃度（海水魚）の摂取量を3.33x10-5mg/kg/dayと推計した。 4 
直近5年の水質モニタリングデータに基づく摂取量と、経口一般毒性、経口生殖・発生毒性及5 

び経口発がん性のHQを算出してリスク推計を行った。リスク推計の結果、表 ５-35に示すよう6 
に、魚類中濃度（海水魚）に基づく摂取量（3.33x10-5mg/kg/day）に対して、経口一般毒性の有7 
害性評価値（0.0094mg/kg/day）よりHQ=0.0035、経口生殖・発生毒性の有害性評価値（2.2mg/kg/day）8 
よりHQ=1.5x10-5、経口発がん性の有害性評価値（2.5x10-4mg/kg/day）よりHQ=0.13であり、い9 
ずれもHQが1未満となった。なお、当該地点の他の年度の測定結果はなかった。 10 
各有害性評価値について、直近5年の水質モニタリングデータを対象としてHQを算出し、HQ11 

の区分別に測定地点数（直近5年のべ数）として集計した結果を表 ５-36に示す。HQが1以上と12 
なる地点はなかった。 13 

 14 
表 ５-35 水質モニタリング濃度に由来する経口経路（魚摂取）におけるリスク推計 15 

有害性評価項目 
①経口経路での

摂取量 

②リスク推計に使用

する有害性評価値 
HQ=①／② 

一般毒性 
3.33×10-5 

mg/kg/day 

0.0094mg/kg/day 0.0035 

生殖・発生毒性 2.2mg/kg/day 1.5x10-5 

発がん性 2.5x10-4mg/kg/day 0.13 

 16 
表 ５-36 水質モニタリングデータに基づく HQ 区分別測定地点数 17 

ハザード比の区分 水質モニタリング濃度の測定地点数（直近5年のべ数） 

経口一般毒性 経口生殖・発生毒性 経口発がん性 

1≦HQ 0 0 0 

0.1≦HQ＜1 0 0 1 

HQ<0.1 22 22 21 

 18 

５-５ 広域的・長期的スケールの数理モデルによる残留性の評価 19 

ここでは、５-４-１と同じ日本版多媒体モデル MNSEM3-NITE を用いて、時間的に長期20 
的なスケールにおける評価対象物質の広域環境中での残留性を評価した。５-５-１では21 
OECD 等で残留性有機汚染物質（POPs）の残留性評価の指標として提唱1されている総括22 
残留性 Pov（overall persistence の略）を求めた。Pov は、多媒体モデルによって求める各媒23 
体の滞留時間を媒体に存在する化学物質量で重み付け平均した数値で、時間の単位をもち、24 
数値が大きいほど環境残留性が高いと考えられ、POPs に類似した残留性を有するかの目安25 
となる。５-５-２では環境媒体別に定常状態に達するまでの時系列変化等を推計した。こ26 
の推計結果は、対象物質の排出が始まってからの期間と考え合わせて、現状や将来の環境27 
中の残留量の増加傾向の有無等を推し量る指標となる。 28 

推計手法については技術ガイダンスⅦ章に準じた。 29 
 30 

                                                        
1 OECD (2004) Guidance Document on the Use of Multimedia Models for Estimating Overall Environmental 

Persistence and Long-Range Transport. OECD Series on Testing and Assessment No. 45. 
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５-５-１ 総括残留性 1 
位置付け 2 

１，２－エポキシプロパンの環境中での残留性を評価するため、総括残留性の指標 Pov3 
を求めた。ここでは、残留性有機汚染物質 POPs の残留性評価のために OECD 等において4 
提唱されている計算式1を、本評価で用いているモデル MNSEM3-NITE に当てはめて求め5 
た（詳細は技術ガイダンスⅦ章参照）。 6 

Pov は、POPs と POPs ではない物質（non-POPs）といった比較対象となる複数の Reference 7 
chemical（対照物質）の数値と、対象物質の数値とを相対比較することにより評価した。8 
ここでは、Reference chemical（対照物質）は、代表例として第一種特定化学物質であり POPs9 
である PCB（ここでは PCB126 とした）、アルドリン、ディルドリン、non-POPs として第10 
二種特定化学物質であるトリクロロエチレンと四塩化炭素、良分解性物質であるベンゼン、11 
ビフェニルの合計 7 物質とした。 12 

 13 
推計条件 14 

モデルに入力する排出量は、５-４-１(１)で用いた１，２－エポキシプロパンの数値（化15 
審法推計排出量及び PRTR 排出量）を Reference chemical も共通で用いた。 16 

１，２－エポキシプロパンと Reference chemical の物理化学的性状と環境媒体別半減期を17 
表 ５-37 及び表 ５-38 に示した。 18 

  19 

                                                        
1 上記資料の 4.1.1 Persistence. 
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 1 
表 ５-37 １，２－エポキシプロパンと Reference chemical（POPs）の物理化学的性状等のデータ 2 

項目 単位 
1,2-ｴﾎﾟｷｼﾌﾟﾛ

ﾊﾟﾝ 
PCB126 ｱﾙﾄﾞﾘﾝ ﾃﾞｨﾙﾄﾞﾘﾝ 

分子量 ― 58.08 326.4 364.9 380.9 

融点 [℃] -112.2 106 104 176  

蒸気圧（20℃） [Pa] 6×104 2.38×10-4 1.13×10-2 4.13×10-4  

水溶解度（20℃） [mg/L] 4×105 2.02×10-3 1.59×10-2 1.86×10-1  

1-オクタノール/水

分配係数（対数値） 
― 0.055 6.67 6.5 6.2  

ヘンリー係数 [Pa・m3/mol] 14.3 7.70 4.46 1.01  

有機炭素補正土壌

吸着係数 
[L/kg] 7.9 1.51×106 4.90×104 1.84×104  

生物濃縮係数 [L/kg] 3.16 17,800 20,000 14,500  

半

減

期 

大気 [day] 32 120 0.4 2 

水域 [day] 3.5 60 332 1,080  

土壌 [day] 4 120 3,650 3,285  

底質 [day] 9.4 540 1,620 1,620  

※Reference chemical のデータの出典については、付属資料に示した。 3 
 4 

表 ５-38 Reference chemical（non-POPs）の物理化学的性状等のデータ 5 
項目 単位 ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 四塩化炭素 ﾍﾞﾝｾﾞﾝ ﾋﾞﾌｪﾆﾙ 

分子量 ― 131.39 153.82 78.11 154.2 

融点 [℃] -84.8 -23 5.5 69 

蒸気圧（20℃） [Pa] 7.80×103 1.20×104 9.97×103 8.44×10-1 

水溶解度（20℃） [mg/L] 1.19×103 8.00×102 1.03×103 6.98 

1-オクタノール/水

分配係数（対数値） 
― 2.42 2.83 2.16 3.76 

ヘンリー係数 [Pa・m3/mol] 9.98×102 2.80×103 5.57×102 3.12×10 

有機炭素補正土壌

吸着係数 
[L/kg] 6.8×10 4.9×10 6.9×10 1.86×103 

生物濃縮係数 [L/kg] 39 52 18.5 141 

半

減

期 

大気 [day] 42 6,660 33 5 

水域 [day] 360 360 160 15  

土壌 [day] 360 407 76 30  

底質 [day] 338 540 338 135  

※Reference chemical のデータの出典については、付属資料に示した。 6 
 7 
推計結果 8 

１，２－エポキシプロパンと Reference chemical の Povの推計結果を表 ５-39に示す。１，9 
２－エポキシプロパンの Pov は化審法届出情報の場合で 1.2 日、PRTR 情報の場合で 0.8 日10 
であった。このことから、１，２－エポキシプロパンの残留性は non-POPs と同程度であ11 
り、POPs より残留性はないという結果となった。 12 
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 1 
表 ５-39 １，２－エポキシプロパンと Reference chemical の総括残留性 Pov 2 

物質の属性 物質名 
総括残留性 Pov[day] 

化審法届出情報 PRTR 情報 

評価対象物質 
優先評価 

化学物質 
１，２－エポキシプロパン 0.7 0.4 

Reference 

Chemical 

POPs 
第一種特定

化学物質 

PCB126 56.0 33.3 

アルドリン 38.2 23.7 

ディルドリン 35.2 28.8 

non-POPs 

第二種特定

化学物質 

トリクロロエチレン 0.9 0.6 

四塩化炭素 1.0 0.6 

良分解物質 
ベンゼン 0.8 0.5 

ビフェニル 1.2 0.7 

 ※ Pov の値は POPs 条約の POPs スクリーニング基準とは必ずしも整合するわけではない。POPs 条約では3 
POPs かどうかの判断は総合的な判断に基づいている。 4 

 5 

５-５-２ 定常到達時間の推計 6 
位置付け 7 

５-５-１では物質間比較をするために、環境中の残留性を一つの指標として推計した。8 
ここではさらに、残留性を環境媒体別に推計する。環境媒体別にみると、対象物質の流入9 
速度、移流速度、半減期等がそれぞれ異なるため、定常状態に達するまでの時間や排出が10 
なくなってから環境中から消失するまでの時間は、媒体別に異なる。 11 

 12 
推計条件 13 

１，２－エポキシプロパンの化審法届出情報に基づく推計排出量または PRTR 排出量を14 
用いて定常到達時間を求めた。なお、ここでは定常状態の物質存在量の 99％に達する時間15 
を定常到達時間と定義した。 16 

ここでも、モデルに入力する排出量と排出先媒体比率は、５-４-１(１)で用いたものと同17 
様であり、物理化学的性状と環境媒体別半減期は表 ５-37 と表 ５-38 に示したものである。 18 

 19 
推計結果 20 

化審法情報に基づく推計排出量でも、PRTR排出量でも、排出が始まると大気では1週間以21 
内に、水域及び土壌では1か月以内に、底質では2か月以内に定常濃度に達する。 22 

推計結果はモデルによる概算であることに注意を要する。 23 
  24 
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５-６ 暴露評価とリスク推計に関する不確実性解析 1 

５-６-１ 不確実性解析の概要 2 
本章では、5 章の暴露評価とリスク推計の結果が「第二種特定化学物質の指定、有害性3 

調査指示等の化審法上の判断の根拠に足る信頼性があるか」という観点から不確実性解析4 
を行う。不確実性解析は図 ５-14 のフローに沿い以下のⅰ)～ⅴ)の 5 つの項目を対象とし5 
た。 6 

 7 
ⅰ) 評価対象物質の不確実性 8 
ⅱ) リスク推計に用いた物理化学的性状等の不確実性 9 
ⅲ) PRTR 情報等の不確実性 10 
ⅳ) 排出量推計に係る不確実性 11 
ⅴ) 暴露シナリオに係る不確実性 12 

 13 
ⅰ)及びⅱ)では、リスク評価に用いた性状等データの根源的な適切さを問う。これらが14 

不適切で、特に過小評価の可能性がある場合は、本評価のリスク推計結果に意味は見出せ15 
ず、性状等のデータの取得後に再評価を行う必要がある。 16 

ⅲ)～ⅴ)については、用いた PRTR 情報、暴露評価において設定した排出シナリオ及び17 
暴露シナリオ1についてより実態に即した情報に置き換える必要について検討した。 18 

 19 
図 ５-14 に示すとおり、ⅰ)～ⅴ)のいずれかで、情報の精査や更なる情報収集が必要と20 

なれば、情報収集と再評価を順次繰り返す。そのようにして、リスク評価の不確実性が低21 
減された後に得られた評価結果は、化審法上の判断の根拠に供することができるようにな22 
る。 23 

  24 

                                                        
1 本評価の化審法の製造数量等の届出情報を用いた暴露評価はワーストケースを想定しているため、リスク

懸念が十分に余裕をもってなければそれ以上の解析は要さないが、「リスク懸念」であれば排出・暴露の

実態に関する情報を収集し、デフォルト設定部分を実態が反映されたデータに置き換え、再評価する必要

があるため。 
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 1 
図 ５-14 リスク評価における不確実性解析フロー 2 

 3 
１，２－エポキシプロパンについて、不確実性解析結果の概要を表 ５-40 に、詳細につ4 

いては以下順に示す。 5 
  6 

評価Ⅱの結果

評価対象
物質？

評価Ⅲへ
（排出実態等の

情報取得）

PRTR⊇化審法？

排出量推計の
不確実性要因抽出

OK

PRTRで
リスク懸念

のおそれありか？

PRTR情報の
不確実性要因抽出

評価Ⅲへ
（暴露状況等の

情報取得）

性状等のデータ取得の
必要性あり

物理化学
的性状？

PRTR⊇化審法

いいえ

OK

性状等の
データ取得

性状等のデータ取得の
必要性あり

PRTR⊂化審法

なし

PRTR対象？
はい

製造数量等の
届出情報でリスク懸念

のおそれありか？

あり

評価Ⅲへ
（ケースに応じた

情報取得）

ケースに応じた
不確実性要因抽出

あり

暴露シナリオの
不確実性要因抽出

評価Ⅲへ
（排出実態等の

情報取得）

PRTR情報の
不確実性要因抽出

排出量推計の
不確実性要因抽出

暴露シナリオの
不確実性要因抽出

暴露シナリオの
不確実性要因抽出

判断のために情報収集する必要性は？

ありあり あり あり

評価Ⅱで結論
（懸念あり）

評価Ⅱで結論
（懸念なし）

なし

判断のために情報収
集する必要性は？

なし

なし製造数量等の
届出情報でリスク懸念

のおそれありか？

あり なし
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表 ５-40 １，２－エポキシプロパンの不確実性解析結果の概要 1 

項目 不確実性の要因 
調査の 

必要性 

再評価に

有用な情

報 

理由 

ⅰ) 

評価対

象物質 

・ 評価対象物質と性

状等試験データ被

験物質との不一致

等 

なし － 

・ 評価対象物質と性状等の被験物質は一致し

ているため。 

 

ⅱ) 

物理化

学的性

状等 

・ 推計値しかない場

合等のリスク推計

結果への影響等 

 

低 － 

・ ヘンリー係数、Koc 及び BCF の値がリスク推

計結果に及ぼす影響は大きくないと考えら

れるため。また、水中、底質における分解の

半減期は推計値を用いてはいないため不確

実性が低いと考えられる。 

ⅲ) 

PRTR 情

報 

・ 化審法対象物質と

PRTR 対象物質との

不一致 

・ 化審法届出情報と

PRTR 届出情報との

不一致 

・  

低 － 

・ 化審法における届出対象物質と化管法にお

ける PRTR 対象物質が一致している。 

ⅳ) 

排出量 

推計 

・ 化審法届出情報に

基づく排出量推計

の排出シナリオと

実態との乖離等 

 

低 － 

・ ⅲ）から、点源に関しては、個別具体的な情

報を有している PRTR 情報を用いた結果を優

先してよいと考えられる。 

Ⅴ) 

暴露 

シナリ

オ 

・ 暴露シナリオと実

態との乖離等 

 

 排出源ごとの暴露シナリオ 

低 － 

・ PRTR 情報を用いた評価結果（点源の評価で

PRTR 情報を優先してよい理由はⅳ）を参照）

では、HQ が 1 を超える地点はなかったため調

査の必要性は低いと考えられる。 

 様々な排出源の影響を含めた暴露シナリオ 

（環境中濃度等の空間的分布の推計） 

低 － 

・ 当該地点における大気モニタリング濃度が、小

さくても 1～3 桁程度の差違があり、G-CIEMS 濃

度の方が低く見積もられる傾向が見られた。モ

ニタリングデータが十分でないことから、全体的

な整合性については言及できない。 

・ 検出された水質モニタリング濃度が高い範囲で

は、当該地点における水質モニタリング濃度が

G-CIEMS 推計濃度の 60 倍以上程度高くなって

いたが、モニタリングデータが十分でないことか

ら全体的な整合性については言及できない。 

・ 大気について、毎年度、全国の複数地点でモニ

タリングが行われ、G-CIEMS で高濃度と推計さ

れた地点での測定は多くはないが実施されてい

る。水域も同様に、G-CIEMS 推計濃度の高濃

度地点をおさえられていることから、本シナリオ

では、さらなる検討の必要はないと判断した。 

 環境モニタリング情報 

低 － 

・ 環境モニタリング情報については、大気モニタリ

ングの採用データは、直近 5 年間の範囲のデー

タである。また、水質モニタリングの採用データ

は、直近 5 年間の範囲のデータである。 

・ 環境モニタリング濃度において、大気について

毎年度複数地点でモニタリングが行われてい

る。大気で高濃度となった地点については、高
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項目 不確実性の要因 
調査の 

必要性 

再評価に

有用な情

報 

理由 

濃度となった翌年以降のモニタリングは実施さ

れていない。 

・ また、環境モニタリング濃度において水質で高

濃度となった 1 地点について、翌年以降のモニ

タリングは実施されていない。当該地点は海域

であり、モデルに基づく水質濃度の推計とは比

較できない。 

・ これらを考慮し、環境モニタリング情報を追加収

集する必要はないと判断した。 

 1 

５-６-２ 評価対象物質 2 
評価対象物質について、以下の点を検討する。 3 
 4 
・ リスク評価対象物質と、リスク評価に用いた情報（物理化学的性状や有害性試験デ5 

ータの被験物質など）は一致しているか。 6 
 7 
評価対象物質（１，２－エポキシプロパン）の性状データ等の被験物質は、１，２－エ8 

ポキシプロパンであり、評価対象物質と一致している。 9 
 10 

５-６-３ 物理化学的性状等 11 
ヘンリー係数、Koc 及び BCF については推計値であった（2 章参照）ため、感度解析を12 

行った。技術ガイダンス（Ⅰ章）における実測値の感度解析の方法に従い、排出源ごとの13 
暴露シナリオにおける PEC/PNEC を計算したが、変化がなかった。また、分解の半減期に14 
ついては、水中、底質における半減期データに推計値を用いていないため、不確実性は低15 
いと考えられる。以上より、リスク推計結果に及ぼす不確実性は低いと考えられるため、16 
更なる調査の必要性は低いと判断した。 17 

 18 

５-６-４ PRTR 情報等の不確実性 19 
１，２－エポキシプロパンは、化審法における届出対象物質と化管法における PRTR 対20 

象物質が一致している。また、PRTR 情報では、PRTR 届出外推計排出量の対象ではないが、21 
化審法届出情報でも長期使用製品用途がない。 22 

 23 

５-６-５ 排出量推計の不確実性 24 
１，２－エポキシプロパンは、化審法対象物質と PRTR 対象物質が一致しており、個別25 

具体的な排出源の情報を有しているため、点源に関しては PRTR 情報を用いた評価結果を26 
優先してよいと考えられる。 27 

 28 

５-６-６ 暴露シナリオの不確実性 29 
PRTR 情報を用いた評価結果（点源の評価で PRTR 情報を優先してよい理由は５-６-５を30 

参照）では、HQ が 1 を超える地点はなかったため調査の必要性は低いと考えられる。 31 
様々な排出源の影響を含めた暴露シナリオ（環境中濃度等の空間的分布の推計）について、32 



79 
 
 

大気中濃度は、同じ地点での濃度を比較すると、G-CIEMS 推計大気濃度／大気モニタリング1 
濃度は 10-18～0.29 倍程度で、G-CIEMS 濃度の方が低く見積もられる傾向が見られた。なお、2 
推計した G-CIMES 推計濃度が高い方が、当該地点の大気モニタリング濃度と近い値が得ら3 
れているが、それでも 1～3 桁程度の差違が見られている。検出された水質モニタリング濃度4 
が高い範囲では、当該地点における水質モニタリング濃度が G-CIEMS 推計濃度の 60 倍程度5 
であったが、データが十分でなく整合性については言及できない。 6 

大気について、毎年度、全国の複数地点でモニタリングが行われ、G-CIEMS で高濃度と推7 
計された地点での測定は、多くはないが実施されている。水域については直近 5 年で高濃度8 
の地点を把握できていることから、本シナリオ（環境中濃度等の空間的分布の推計）では、9 
さらなる検討の必要はないと判断した。 10 

環境モニタリング情報については、大気モニタリングの採用データは、直近 5 年間の範囲11 
のデータであり、平成 22 年度以降、毎年継続して測定されていることから採用可能であると12 
した。また、水質モニタリングの採用データは、直近 5 年間の範囲のデータであることから13 
採用可能であるとした。 14 

 15 
リスク推計において最大濃度なった大気モニタリング情報について、PRTR 届出では周辺16 

に１，２－エポキシプロパンの発生源となる事業所があった。直近 5 年間は当該地点を平成17 
22 年度及び平成 23 年度に測定しており、それらの年度で他の測定地点と比較して高濃度で18 
あったが、HQ＜1 であった。 19 

また、水質モニタリング情報について、PRTR 届出では周辺に１，２－エポキシプロパン20 
の発生源となる事業所があった。直近 5 年間では当該地点の測定は 1 年のみであった。他の21 
測定地点と比較して高濃度であったが HQ<1 であった。 22 

 23 
環境モニタリング濃度において、大気について毎年度複数地点でモニタリングが行われて24 

いる。大気で高濃度となった地点については、高濃度となった翌年以降のモニタリングが実25 
施されていない。G-CIEMS で高濃度と推計された地点での測定は、多くはないが実施されて26 
おり、近年の測定結果に基づきリスク推計を行うと、いずれも HQ が 0.1 未満となる。 27 

また、環境モニタリング濃度において水質で高濃度となった 1 地点について、翌年以降の28 
モニタリングは実施されていない。当該地点は海域であり、モデルに基づく水質濃度の推計29 
とは比較できない。 30 

これらを考慮し、環境モニタリング情報を追加収集する必要はないと判断した。 31 
  32 
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６ まとめと結論 1 

１，２－エポキシプロパンについて、人健康影響に対するリスク評価を行った結果とまとめ2 
を示す。 3 

 4 

６-１ 有害性評価 5 

リスク推計に用いた有害性情報 (有害性評価値) を表 ６-1 に整理する。 6 
一般毒性、生殖・発生毒性及び発がん性の有害性評価項目のうち、経口及び吸入暴露のいず7 

れにおいても、最も感受性の高い指標となるのは発がん性であった。発がん性は、暴露経路に8 
依存した局所性のものであるため、各々の経路における暴露推計量に基づきリスク推計を行っ9 
た。 10 

 11 
表 ６-1 有害性情報のまとめ 12 

有 害 性 評

価項目 

人健康影響 

一般毒性 生殖・発生毒性 発がん性 

経口経路 吸入経路 経口経路 吸入経路 経口経路 吸入経路 

NOEL 等、ﾕ

ﾆｯﾄﾘｽｸ、ｽﾛ

ｰﾌﾟﾌｧｸﾀｰ 

LOAEL 

9.43 

mg/kg/day 
(注 2) 

LOAEC 

12.7 mg/m3(注 1) 

NOAEL 

221 

mg/kg/day 
(注 2) 

NOAEC 

297 mg/m3(注 1) 

ｽﾛｰﾌﾟﾌｧｸﾀｰ 

3.94×10-2 

(mg/kg/day)-1 

ﾕﾆｯﾄﾘｽｸ 

8.77×10-7 

(μg/m3)-1 

不 確 実 係

数積(UFs) 
1,000 － 100 － － － 

有 害 性 評

価値 

9.4×10-3 

mg/kg/day 

2.4×10-2 

mg/m3(注 3) 

2.2 

mg/kg/day 
5.5 mg/m3(注 3) 2.5×10-4 

mg/kg/day 

1.1×10-2 

mg/m3 

NOEL 等の

根拠 
－ 

ﾗｯﾄ 123-124 週

間吸入試験（6

時間/day、5 日

/週）、鼻腔上

皮の巣状陥入

（雌雄） 

－ 

ﾗｯﾄ 5-6 週間反復投

与毒性及び生殖・発

生毒性併合試験（交

配前 2 週間-妊娠 19

日に、6 時間/day、7

日/週で吸入暴露）、

死亡、瀕死、体重増

加抑制、産仔なし、

生殖細胞変性（雄）、

血清中のLH及びFSH

増加、ﾃｽﾄｽﾃﾛﾝ低下 

ﾗｯﾄ 113 週間

強制経口投与

試験（2 回/

週）、前胃の扁

平上皮がん、

前胃の（過形

成+乳頭腫）の

発生率に用量

依存あり 

ﾗｯﾄ 103 週間

吸入試験（6

時間/day、5

日/週）、鼻

腔の扁平上

皮がん(雌

雄）、鼻腔の

乳頭腺腫

（雌）が有

意に増加 

注1：1日24時間、週7日の吸入暴露に補正した濃度 13 
注2：LOAEC又はNOAECからの換算値 14 
注3：経口の評価値からの換算値 15 

６-２ 暴露評価とリスク推計 16 

６-２-１ 排出源ごとの暴露シナリオにおける評価 17 
１，２－エポキシプロパンについて平成 25 年度の化審法届出情報及び PRTR 情報を用いて18 

暴露評価及びリスク推計を行った。このうち、PRTR 情報に基づく評価結果の方がより実態19 
に即していると考えられ、結果を表 ６-2～表 ６-4 に示した。 20 

人健康影響に対するリスク推計では、一般毒性、生殖・発生毒性及び発がん性について、21 
経口経路、吸入経路のいずれについてもリスク懸念は認められなかった。 22 
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 1 
表 ６-2 PRTR 情報に基づく一般毒性におけるリスク推計結果 2 

暴露経路 
リスク推計の対象と

なる排出量 
リスク懸念箇所数 

リスク懸念影響面積

(km2) 

経口経路 大気・水域排出分 0/71 0 

吸入経路 大気排出分 0/71 0 

 3 
表 ６-3 PRTR 情報に基づく生殖・発生毒性におけるリスク推計結果 4 

暴露経路 
リスク推計の対象と

なる排出量 
リスク懸念箇所数 

リスク懸念影響面積

(km2) 

経口経路 大気・水域排出分 0/71 0 

吸入経路 大気排出分 0/71 0 

 5 
表 ６-4 PRTR 情報に基づく発がん性におけるリスク推計結果 6 

暴露経路 
リスク推計の対象と

なる排出量 
リスク懸念箇所数 

リスク懸念影響面積

(km2) 

経口経路 大気・水域排出分 0/71 0 

吸入経路 大気排出分 0/71 0 

 7 

６-２-２ 様々な排出源の影響を含めた暴露シナリオによる評価 8 
(１) 環境中濃度の空間的分布の推計 9 

評価対象地点とした環境基準点を含む 3,705 地点について、PRTR 情報を用いた G-CIEMS10 
による推計結果を用いた暴露評価及びリスク推計を行った。 11 

経口暴露について、最も値の低い発がん性の有害性評価値（2.5x10-4mg/kg/day）を用いて12 
リスク推計を行った結果、すべての評価対象地点で HQ＜0.1 であった。 13 

また、吸入暴露について最も値が低い発がん性の有害性評価値（0.011mg/m3）を用いてリ14 
スク推計を行った結果、すべての評価対象地点で HQ＜0.1 であった。 15 
 16 

なお、一部沿岸域で G-CIEMS の水域に対応付かない排出が 12,000kg あり、上記のリスク17 
判定はこの排出量を含めない場合の判定である。この排出量を対応付けて、濃度推計及びリ18 
スク推計を行った場合でも、表 ６-5 の結果は変わらない。 19 

 20 
表 ６-5 G-CIEMS による推計結果に基づく HQ 区分別評価対象地点数 21 

ハザード比の

区分 

経口経路 吸入経路 

一般毒性 生殖・発生

毒性 

発がん性 一般毒性 生殖・発生

毒性 

発がん性 

1≦HQ 0 0 0 0 0 0 

0.1≦HQ＜1 0 0 0 0 0 0 

HQ<0.1 3,705 3,705 3,705 3,705 3,705 3,705 

 22 
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表 ６-6 G-CIEMS の評価対象地点の水質濃度及び大気濃度に基づく 1 
ハザード比(HQ)のパーセンタイル値（表 ５-29 再掲) 2 

パーセンタ

イル 順位 

①経口摂取

量（局所＋

広域） 

[mg/kg/day] 

経口一般毒性 経口生殖・発生毒性 経口発がん性 

②有害性

評価値 

[mg/kg/d

ay] 

HQ 

(=①/②) 

③有害性

評価値 

[mg/kg/d

ay] 

HQ 

(=①/③) 

④有害性

評価値 

[mg/kg/d

ay] 

HQ 

(=①/④) 

0 1 3.1x10-8 0.0094 3.3x10-6 2.2 1.4x10-8 2.5x10-4 1.3x10-4 

0.1 5 3.1x10-8 0.0094 3.3x10-6 2.2 1.4x10-8 2.5x10-4 1.3x10-4 

1 38 3.1x10-8 0.0094 3.3x10-6 2.2 1.4x10-8 2.5x10-4 1.3x10-4 

5 186 3.1x10-8 0.0094 3.3x10-6 2.2 1.4x10-8 2.5x10-4 1.3x10-4 

10 371 3.1x10-8 0.0094 3.3x10-6 2.2 1.4x10-8 2.5x10-4 1.3x10-4 

25 927 3.1x10-8 0.0094 3.3x10-6 2.2 1.4x10-8 2.5x10-4 1.3x10-4 

50 1853 3.1x10-8 0.0094 3.3x10-6 2.2 1.4x10-8 2.5x10-4 1.3x10-4 

75 2779 3.3x10-8 0.0094 3.5x10-6 2.2 1.5x10-8 2.5x10-4 1.3x10-4 

90 3335 3.8x10-8 0.0094 4.0x10-6 2.2 1.7x10-8 2.5x10-4 1.5x10-4 

95 3520 4.6x10-8 0.0094 4.9x10-6 2.2 2.1x10-8 2.5x10-4 1.9x10-4 

99 3668 7.3x10-8 0.0094 7.8x10-6 2.2 3.3x10-8 2.5x10-4 2.9x10-4 

99.9 3701 5.0x10-7 0.0094 5.3x10-5 2.2 2.3x10-7 2.5x10-4 0.0020 

99.92 3702 5.8x10-7 0.0094 6.1x10-5 2.2 2.6x10-7 2.5x10-4 0.0023 

99.95 3703 9.3x10-7 0.0094 9.9x10-5 2.2 4.2x10-7 2.5x10-4 0.0037 

99.97 3704 3.7x10-6 0.0094 3.9x10-4 2.2 1.7x10-6 2.5x10-4 0.015 

100 3705 4.5x10-6 0.0094 4.8x10-4 2.2 2.0x10-6 2.5x10-4 0.018 

 3 
表 ６-7 G-CIEMS の評価対象地点の大気濃度に基づく 4 

ハザード比(HQ)のパーセンタイル値（表 ５-30 再掲） 5 

パー

セン

タイ

ル 順位 

① 吸 入 経

路 に 係 る

大気濃度 
 [mg/m3] 

吸入一般毒性 吸入生殖・発生毒性 吸入発がん性 

②有害性

評価値 

[mg/ m3] 

HQ 

(=①/②) 

③有害性

評価値 

[mg/ m3] 

HQ 

(=①/③) 

④有害性

評価値 

[mg/m3] 

HQ 

(=①/④) 

0 1 4.8x10-30 0.024 2.0x10-28 5.5 8.7x10-31 0.011 4.3x10-28 

0.1 5 9.7x10-29 0.024 4.1x10-27 5.5 1.8x10-29 0.011 8.8x10-27 

1 38 4.7x10-25 0.024 2.0x10-23 5.5 8.5x10-26 0.011 4.3x10-23 

5 186 2.5x10-20 0.024 1.0x10-18 5.5 4.5x10-21 0.011 2.2x10-18 

10 371 3.6x10-16 0.024 1.5x10-14 5.5 6.5x10-17 0.011 3.3x10-14 

25 927 1.7x10-10 0.024 7.4x10-9 5.5 3.1x10-11 0.011 1.6x10-8 

50 1853 4.0x10-8 0.024 1.7x10-6 5.5 7.3x10-9 0.011 3.7x10-6 

75 2779 6.7x10-7 0.024 2.9x10-5 5.5 1.2x10-7 0.011 6.1x10-5 

90 3335 2.9x10-6 0.024 1.3x10-4 5.5 5.4x10-7 0.011 2.7x10-4 

95 3520 6.4x10-6 0.024 2.7x10-4 5.5 1.2x10-6 0.011 5.8x10-4 

99 3668 2.0x10-5 0.024 8.3x10-4 5.5 3.6x10-6 0.011 0.0018 

99.9 3701 1.2x10-4 0.024 0.0053 5.5 2.3x10-5 0.011 0.011 

99.92 3702 1.4x10-4 0.024 0.0060 5.5 2.6x10-5 0.011 0.013 

99.95 3703 1.4x10-4 0.024 0.0060 5.5 2.6x10-5 0.011 0.013 

99.97 3704 1.5x10-4 0.024 0.0065 5.5 2.8x10-5 0.011 0.014 

100 3705 3.9x10-4 0.024 0.017 5.5 7.1x10-5 0.011 0.036 

 6 
(２) 環境モニタリング情報に基づく評価 7 

① 大気モニタリングデータに基づくリスク推計 8 
直近 5 年における大気モニタリングデータの最大濃度である 0.0015mg/m3(有害大気平成 239 

年度 )を使用して、呼吸における吸入経路の暴露濃度を 0.0015mg/m3（摂取量換算で10 
6.0x10-4mg/kg/day）、地上部農作物(Protected)、地上部農作物(Exposed)、地下部農作物、牛肉11 
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及び乳製品中の濃度に基づく経口摂取量を 1.2x10-7mg/kg/day と推計した。 1 
直近 5 年の大気モニタリングデータにおける最大の吸入経路の暴露濃度（摂取量）と、吸2 

入一般毒性、吸入生殖・発生毒性及び吸入発がん性の有害性評価値用いて HQ を算出してリ3 
スク推計を行った。リスク推計の結果、表 ６-8 に示すように、吸入経路の暴露濃度4 
（0.0015mg/m3）に対して、吸入一般毒性の有害性評価値（0.024mg/m3）より HQ=0.063、吸5 
入生殖・発生毒性の有害性評価値（5.5 mg/m3）より HQ=2.7x10-4、吸入発がん性の有害性評6 
価値（0.011mg/m3）より HQ=0.14 であり、いずれも HQ が 1 未満となった。 7 
また、直近5年の大気モニタリングデータに基づく経口経路での摂取量と、経口一般毒性、経8 

口生殖・発生毒性及び経口発がん性の有害性評価値を用いてHQを算出してリスク推計を行った。9 
リスク推計の結果、表 ６-9に示すように、経口経路での摂取量（1.2x10-7mg/kg/day）に対して、10 
経口一般毒性の有害性評価値（0.0094mg/kg/day）よりHQ=1.3x10-5、経口生殖・発生毒性の有害11 
性評価値（2.2 mg/kg/day）よりHQ=5.5x10-8、経口発がん性の有害性評価値（2.5x10-4mg/kg/day）12 
よりHQ=4.9x10-4であり、いずれもHQが1未満となった。 13 
なお、大気モニタリングで最大濃度を検出した上記の地点について、当該地点の他の年度の14 

測定状況としては、平成22年度は0.0012mg/m3であり、最高濃度の検出年度以降に濃度の測定は15 
行われていないが、いずれの有害性についてもHQは1未満であった。 16 

 17 
直近 5 年の大気モニタリングにおいては、表 ６-10 に示すように、1≦HQ となる測定地点18 

は吸入経路及び経口経路のいずれの有害性評価項目においても 0 地点であった。また、0.119 
≦HQ＜1 となる測定地点は、吸入経路の発がん性の有害性評価値を用いた評価ではのべ 2 地20 
点であった。 21 

 22 
表 ６-8 大気モニタリング濃度に由来する吸入経路（呼吸）におけるリスク推計 (表 ５-32 再掲) 23 

有害性評価項目 
①吸入経路で

の濃度 

②リスク推計に使用する

有害性評価値 
HQ＝①／② 

一般毒性 
0.0015 

mg/m3 

0.024 mg/m3 0.063 

生殖・発生毒性 5.5 mg/m3 2.7x10-4 

発がん性 0.011mg/m3 0.14 

 24 
表 ６-9 大気モニタリング濃度に由来する経口経路（農作物及び畜産物摂取） 25 

におけるリスク推計 (表 ５-33 再掲) 26 

有害性評価項目 

①経口経

路での摂取

量 

②リスク推計に使

用する有害性の値 
HQ＝①／② 

一般毒性 
1.2x10-7 

mg/kg/day 

0.0094mg/kg/day 1.3x10-5 

生殖・発生毒性 2.2mg/kg/day 5.5x10-8 

発がん性 2.5x10-4mg/kg/day 4.9x10-4 

 27 
表 ６-10 大気モニタリングデータに基づく HQ 区分別測定地点数 (表 ５-34 再掲) 28 

ハザード比の区分 大気モニタリング濃度の測定地点数（直近5年のべ数） 

経口経路 吸入経路 

一般毒性 生殖・発生毒

性 

発がん性 一般毒性 生殖・発生毒

性 

発がん性 

1≦HQ 0 0 0 0 0 0 

0.1≦HQ＜1 0 0 0 0 0 2 

HQ<0.1 56 56 56 56 56 54 

 29 
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② 水質モニタリングデータに基づくリスク推計 1 
直近5年における水質モニタリングデータの最大濃度である水質濃度0.012mg/L（エコ調査平2 

成24年度）を使用して、本モニタリングデータが海域における測定結果であることから経口経3 
路での摂取量については、魚類中濃度（海水魚）の摂取量を3.3x10-5mg/kg/dayと推計した。 4 
直近5年の水質モニタリングデータに基づく摂取量と、経口一般毒性、経口生殖・発生毒性及5 

び経口発がん性の有害性評価値HQを算出してリスク推計を行った。リスク推計の結果、表 6 
６-11に示すように、魚類中濃度（海水魚）に基づく摂取量（3.3x10-5mg/kg/day）に対して、経7 
口一般毒性の有害性評価値（0.0094mg/kg/day）よりHQ=0.0035、経口生殖・発生毒性の有害性8 
評価値（2.2mg/kg/day）よりHQ=1.5x10-5、経口発がん性の有害性評価値（2.5x10-4mg/kg/day）よ9 
りHQ=0.13であり、いずれもHQが1未満となった。なお、当該地点の他の年度の測定結果はな10 
かった。 11 

各有害性評価値について、直近 5年の水質モニタリングデータを対象としてHQを算出し、12 
HQ の区分別に測定地点数（直近 5 年のべ数）として集計した結果を表 ６-12 に示す。HQ が13 
1 以上となる地点はなかった。 14 

 15 
表 ６-11 水質モニタリング濃度に由来する経口経路（魚摂取） 16 

におけるリスク推計 (表 ５-35 再掲) 17 

有害性評価項目 
①経口経路での摂

取量 

②リスク推計に使用

する有害性評価値 
HQ=①／② 

一般毒性 
3.3×10-5 

mg/kg/day 

0.0094mg/kg/day 0.0035 

生殖・発生毒性 2.2mg/kg/day 1.5x10-5 

発がん性 2.5x10-4mg/kg/day 0.13 

 18 
表 ６-12 水質モニタリングデータに基づく HQ 区分別測定地点数  (表 ５-36 再掲) 19 

ハザード比の区分 水質モニタリング濃度の測定地点数（直近5年のべ数） 

経口経路 

一般毒性 生殖・発生毒性 発がん性 

1≦HQ 0 0 0 

0.1≦HQ＜1 0 0 1 

HQ<0.1 22 22 21 

 20 

６-３ 考察とまとめ 21 

以下に各評価結果を順に示し、まとめて結論を導く。 22 
平成 25 年度の化審法届出情報を用いた排出源ごとの暴露シナリオに基づく人健康に対する23 
リスク推計の結果、一般毒性、生殖・発生毒性及び発がん性について、仮想的排出源 27 箇所24 
のうちリスク懸念箇所数は経口経路においてそれぞれ 0 箇所、0 箇所及び 13 箇所であり、吸25 
入経路においてそれぞれ 2 箇所、0 箇所及び 4 箇所であった。 一方、平成 25 年度の PRTR26 
届出情報を用いた排出源ごとの暴露シナリオに基づく人健康に対するリスク推計の結果、一27 
般毒性、生殖・発生毒性及び発がん性について、経口経路、吸入経路のいずれについてもリ28 
スク懸念は認められなかった。１，２－エポキシプロパンは化審法における届出対象物質と29 
化管法における PRTR 対象物質が一致しており、PRTR 情報の方が個別具体的な排出源の情30 
報を有しているため、PRTR 情報を用いた評価結果の方が化審法届出情報を用いた評価結果31 
より実態を反映しているものと判断した。 32 

また、環境モニタリング情報に基づく評価として、大気モニタリングデータ及び水質モニ33 
タリングデータに基づくリスク推計を行った。 34 
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大気モニタリングデータに基づく摂取量の推計では、直近 5 年における大気モニタリング1 
データの最大濃度である 0.0015mg/m3(有害大気平成 23 年度)を使用して、呼吸における吸入2 
経路の暴露濃度を 0.0015mg/m3（摂取量換算で 6.0x10-4mg/kg/day）、地上部農作物(Protected)、3 
地上部農作物(Exposed)、地下部農作物、牛肉及び乳製品中の濃度に基づく経口摂取量を4 
1.2x10-7mg/kg/day と推計した。 5 

直近 5 年の大気モニタリングデータにおける最大の吸入経路の暴露濃度（摂取量）と、吸6 
入一般毒性、吸入生殖・発生毒性及び吸入発がん性の有害性評価値用いて HQ を算出してリ7 
スク推計を行った。リスク推計の結果、吸入経路の暴露濃度（0.0015mg/m3）に対して、吸入8 
一般毒性の有害性評価値（0.024mg/m3）より HQ=0.063、吸入生殖・発生毒性の有害性評価値9 
（5.5 mg/m3）より HQ=2.7x10-4、吸入発がん性の有害性評価値（0.011mg/m3）より HQ=0.1410 
であり、いずれも HQ が 1 未満となった。 11 
また、直近5年の大気モニタリングデータに基づく経口経路での摂取量と、経口一般毒性、経12 

口生殖・発生毒性及び経口発がん性の有害性評価値を用いてHQを算出してリスク推計を行った。13 
リスク推計の結果、経口経路での摂取量（1.2x10-7mg/kg/day）に対して、経口一般毒性の有害14 
性評価値（0.0094mg/kg/day）よりHQ=1.3x10-5、経口生殖・発生毒性の有害性評価値（2.2 mg/kg/day）15 
よりHQ=5.5x10-8、経口発がん性の有害性評価値（2.5x10-4mg/kg/day）よりHQ=4.9x10-4であり、16 
いずれもHQが1未満となった。 17 
なお、当該地点の他の年度の測定状況としては、平成22年度は0.0012mg/m3であり、最高濃度18 

の検出年度以降に濃度の測定は行われていないが、いずれの有害性についてもHQは1未満であ19 
った。 20 
また、水質モニタリングデータに基づく評価では、直近5年における水質モニタリングデータ21 

の最大濃度である水質濃度0.012mg/L（エコ調査平成24年度）を使用して、魚類中濃度（海水魚）22 
に基づく摂取量を3.3x10-5mg/kg/dayと推計した。 23 
直近5年の水質モニタリングデータに基づく摂取量と、経口一般毒性、経口生殖・発生毒性及24 

び経口発がん性の有害性評価値HQを算出してリスク推計を行った。リスク推計の結果、表 25 
５-35に示すように、魚類中濃度（海水魚）に基づく摂取量（3.3x10-5mg/kg/day）に対して、経26 
口一般毒性の有害性評価値（0.0094mg/kg/day）よりHQ=0.0035、経口生殖・発生毒性の有害性27 
評価値（2.2mg/kg/day）よりHQ=1.5x10-5、経口発がん性の有害性評価値（2.5x10-4mg/kg/day）よ28 
りHQ=0.13であり、いずれもHQが1未満となった。なお、当該地点の他の年度の測定結果はな29 
かった。 30 
各有害性評価値について、直近5年の水質モニタリングデータを対象としてHQを算出し、HQ31 

の区分別に測定地点数（直近5年のべ数）として集計した結果、HQが1以上となる地点はなかっ32 
た。 33 

 34 
PRTR 情報を用いて G-CIEMS による推計結果を用い、人健康影響について経口及び吸入の35 

経路別に暴露評価及びリスク推計を行い、それぞれの HQ を求めた。 36 
吸入暴露に関する濃度推計結果と、吸入経路の有害性の中で値が最も低い発がん性の有害37 

性評価値（0.011mg/m3）を用いてリスク推計を行った結果、1≦HQ となる評価対象地点が 038 
地点、0.1≦HQ＜1 となる評価対象地点が 0 地点であった。 39 

経口暴露に関する濃度推計結果と、経口経路の有害性の中で値が最も低い発がん性の有害40 
性評価値（2.5x10-4 mg/kg/day）を用いてリスク推計を行った結果、1≦HQ となる評価対象地41 
点が 0 地点、0.1≦HQ＜1 となる評価対象地点が 0 地点であった。 42 

G-CIEMS 推計結果とモニタリング結果を比較したとき、大気モニタリングデータとの比較43 
では、G-CIEMS 推計大気濃度／大気モニタリング濃度は 10-18～0.29 倍程度で、G-CIEMS 濃44 
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度の方が低く見積もられる傾向が見られた。なお、推計した G-CIMES 推計濃度が高い範囲1 
では、当該地点の大気モニタリング濃度と近い値が得られているが、それでも 1～3 桁程度の2 
差違が見られている。また、水質モニタリングデータとの比較では、検出された水質モニタ3 
リング濃度が高い範囲では、当該地点における水質モニタリング濃度が G-CIEMS 推計濃度4 
の 60 倍程度であったが、データが十分でなく整合性については言及できない。 5 

PRTR 届出情報による１，２－エポキシプロパンの排出量は約 75t で平成 23 年度の約 98t6 
をピークに減少傾向であり、現在の状態が継続する限り、全体として環境濃度が上昇する可7 
能性は低いと推測される。 8 

 9 
以上を総合して、１，２－エポキシプロパンについては、現在得られる情報・知見の範囲10 

では現状レベルの排出が継続した場合、広範な地域においてリスクが懸念される状況になる11 
とは見込まれないと判断される。 12 
 13 

６-４ 補足事項 14 

特になし。 15 
 16 
 17 

７ 【付属資料】 18 

７-１ 参照した技術ガイダンス 19 

この評価書を作成するにあたって参照した「化審法における優先評価化学物質に関する20 
リスク評価の技術ガイダンス」のバージョン一覧を表７-1 に示す。 21 

 22 
 23 

表 ７-1 参照した技術ガイダンスのバージョン一覧 24 
章 タイトル バージョン 

‐ 導入編 1.0 

Ⅰ 評価の準備 1.0 

Ⅱ 人健康影響の有害性評価 1.0 

Ⅲ 生態影響の有害性評価 1.0 

Ⅳ 排出量推計 1.1 

Ⅴ 暴露評価～排出源ごとの暴露シナリオ～ 1.0 

Ⅵ 暴露評価～用途等に応じた暴露シナリオ～ 1.0 

Ⅶ 暴露評価～様々な排出源の影響を含めた暴露シナリオ～ 1.0 

Ⅷ 環境モニタリング情報を用いた暴露評価 1.0 

Ⅸ リスク推計・優先順位付け・とりまとめ 1.0 

 25 

７-２ 物理化学的性状等一覧 26 

収集した物理化学的性状等は別添資料を参照。 27 
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 1 
出典） 2 
CCD(2007): Richard J. Lewis Sr., Gessner Goodrich Hawley. Hawley’s Condensed Chemical 3 
Dictionary. 15th ed., 2007. 4 

EPI Suite(2012): US EPA. Estimation Programs Interface Suite. Ver. 4.11, 2012. 5 

EU(2002): European Union, Institute for Health and Consumer Protection. Risk Assessment Report 6 
(EU-RAR), methyloxirane (propylene oxide). 2nd Priority List, vol.23, 2002. 7 

HSDB: US NIH. Hazardous Substances Data Bank. 8 
http://toxnet.nlm.nih.gov/cgi-bin/sis/htmlgen?HSDB, (2014-07-01 閲覧). 9 

Mackay(2006): Mackay, D., Shiu, W. Y., Ma, K. C., & Lee, S. C. Handbook of 10 
physical-chemical properties and environmental fate for organic chemicals. 2nd ed., CRC 11 
press, 2006. 12 

MHLW, METI, MOE(2014): 化審法における優先評価化学物質に関するリスク評価の技術ガ13 
イダンス, V. 暴露評価～排出源ごとの暴露シナリオ～. Ver. 1.0, 2014. 14 

MITI(1988): MITI. プロピレンオキシド (被験物質番号 K-882) の微生物による分解度試験. 15 
試験番号 20882, 既存化学物質点検, 1988. 16 

NITE(2007): NITE. 化学物質の初期リスク評価書, 1,2-エポキシプロパン (別名 酸化プロピレ17 
ン). Ver. 1.0, No. 47, 2007. 18 

NITE(2009): NITE. カテゴリーアプローチによる生物濃縮性予測に関する報告書. 2009. 19 

OECD(2001): OECD. SIDS Initial Assessment Profile, Methyl oxirane (Propylene oxide). 2001. 20 

 21 

７-３ Reference chemical の物理化学的性状等の情報源等 22 

５-５-１で総括残留性の計算に用いた Reference chemical の物理化学的性状の情報源等を23 
表 ７-2 に示す。採用値は５-５-１の表 ５-37 及び表 ５-38 を参照。 24 

 25 
表 ７-2 Reference chemical の物理化学的性状の情報源等 26 

項目 PCB126 ｱﾙﾄﾞﾘﾝ 
ﾃﾞｨﾙﾄﾞ

ﾘﾝ 

ﾄﾘｸﾛﾛｴ

ﾁﾚﾝ 

四塩化

炭素 
ﾍﾞﾝｾﾞﾝ ﾋﾞﾌｪﾆﾙ 

分子量 ― ― ― ― ― ― ― 

融点 ※1 ※2 ※2 ※3 ※3 ※9 ※4 

蒸気圧（20℃） ※1 ※4 ※2 ※3 ※3 ※9 ※2 

水溶解度（20℃） ※1 ※4 ※2 ※3 ※3 ※9 ※4 

1-オクタノール/水

分配係数（対数値） 
※1 ※4 ※2 ※3 ※3 ※9 ※2 

ヘンリー係数 ※1 ※2 ※2 ※3 ※3 ※9 ※4 

有機炭素補正土壌

吸着係数 
※1 ※5 ※6 ※3 ※3 ※9 ※5 
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項目 PCB126 ｱﾙﾄﾞﾘﾝ 
ﾃﾞｨﾙﾄﾞ

ﾘﾝ 

ﾄﾘｸﾛﾛｴ

ﾁﾚﾝ 

四塩化

炭素 
ﾍﾞﾝｾﾞﾝ ﾋﾞﾌｪﾆﾙ 

生物濃縮係数 ※7 ※8 ※8 ※3 ※3 ※9 ※6 

情報源等： 1 
※1 Handbooks of Physical-Chemical Properties and Environmental Fate for Organic Chemicals, 2nd 2 

Edition, CRC-Press, 1997 3 
※2(独)製品評価技術基盤機構,化学物質総合情報提供システム(CHRIP),平成 21 年 9 月に検索 4 
※3(独)製品評価技術基盤機構,「化学物質の初期リスク評価書」 5 
※4 SRC PhysProp Database, Syracuse Research Corporation, 2009 6 
※5 Estimation Program Interface (EPI) Suite 内に収載されている実測値 7 
※6 Estimation Program Interface (EPI)を用いて logPow から推計（KOCWIN(v2.00)、BCFBAF(v3.01)を8 

利用） 9 
※7 NEDO 技術開発機構/産総研リスク管理研究センター,「詳細リスク評価書」 10 
※8 厚生労働省/経済産業省及び環境省, 化審法データベース(J-CHECK) 11 
※9 評価Ⅰで用いたデータ, 平成 26 年 7 月 31 日 12 
 13 

 14 
５-５-１で総括残留性の計算に用いた Reference chemical の各媒体における最長半減期と15 

情報源等を表 ７-3 に示す。各媒体において分解の機序別の半減期の環境分配比を考慮した16 
合算値と全分解の半減期を比べ、より長くなる方を採用した。採用値は５-５-１の表 ５-3717 
及び表 ５-38 を参照。 18 

19 
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 1 
 2 

表 ７-3 Reference chemical の最長半減期と情報源等 3 
 

項目 PCB126 ｱﾙﾄﾞﾘﾝ 
ﾃﾞｨﾙﾄﾞﾘ

ﾝ 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁ

ﾚﾝ 
四塩化炭素 ﾍﾞﾝｾﾞﾝ ﾋﾞﾌｪﾆﾙ 

大
気 

機
序
別
半
減
期 

OHﾗｼﾞｶﾙ反応 120※3 0.379※3 1.74※1 20※6 6,660※3 21※5 4.6※5 

硝酸反応 - - - 119※2 - 1,114※2 - 

ｵｿﾞﾝ反応 
- - 320※6 2,238※6 - 

170,000※

1 
- 

総括分解半減期 - - - 42※3 - 33※3 - 

水
域 

機
序
別

半
減
期 

生分解 60※7 591※3 1,080※3 360※3 360※3 37.5※7 15※7 

加水分解 - 760※3 1,460※1 320※3 2,555,000※4 - - 

光分解 - - 120※4 642※4 - 1,346※3 - 

総括分解半減期 - - 1,080※3 360※5 - 160※3 - 

土
壌 

機
序
別

半
減
期 

生分解 120※7 3,650※3 2,555※4 75※7 360※5 75※7 30※7 

加水分解 - - - - - - - 

総括分解半減期 - - 3,285※3 360※3 - 10※3 - 

底
質 

機
序
別

半
減
期 

生分解 540※7 1,620※7 1,620※7 337.5※7 540※7 337.5※7 135※7 

加水分解 - - - - - - - 

総括分解半減期 - - 629※3 43※3 - - - 

情報源等： 4 
※1 Hazardous Substances Data Bank (HSDB) 5 
※2 SRC PhysProp Database, Syracuse Research Corporation, 2009 6 
※3 Handbooks of Physical-Chemical Properties and Environmental Fate for Organic Chemicals, 2nd 7 

Edition, CRC-Press, 1997 8 
※4 Handbook of Environmental FATE & EXPOSURE, Lewis Pub, 1989 9 
※5 Handbook of Environmental Degradation Rates, Lewis Pub, 1991 10 
※6 Estimation Program Interface (EPI) Suite 内の AOPWIN による推定値 11 
※7 Estimation Program Interface (EPI) Suite 内の BIOWIN3 の格付けから換算  12 
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７-４ 環境モニタリングデータとモデル推計結果の比較解析 1 

 2 
(１) 地点別のモニタリング濃度と G-CIEMS のモデル推計濃度との比較 3 

モニタリングデータと、その測定地点と対応付けられる G-CIEMS の評価対象地点の推計4 
濃度の比較結果を下図に示す。 5 

有害大気汚染物質優先取組物質以外の有害大気汚染物質のモニタリングの平成 25 年度の6 
検体数が年 12 回となる 13 地点の大気モニタリング濃度と、G-CIEMS のモデル推計濃度(平7 
成 25 年度 PRTR 排出量をもとに計算。)を比較した結果を図 ７-1 に示す。 8 

平成 25 年度の有害大気汚染物質優先取組物質以外の有害大気汚染物質のモニタリングデ9 
ータにおける G-CIEMS 推計大気濃度／大気モニタリング濃度は 10-18～0.29 倍程度であった。 10 

 11 

 12 
図 ７-1 有害大気汚染物質優先取組物質以外の有害大気汚染物質の大気モニタリング濃度13 
（平成 25 年度）と G-CIEMS 推計大気濃度(PRTR 平成 25 年度排出量データ使用)の比較 14 

 15 
  16 
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エコ調査の直近 5 年である平成 24 年度の水質モニタリング濃度と、G-CIEMS のモデル推1 
計濃度(平成 25 年度 PRTR 排出量をもとに計算。)を比較した結果を図 ７-2 に示す。 2 

平成 24 年度のエコ調査における G-CIEMS 推計水質濃度／水質モニタリング濃度は、0.0173 
倍程度であった。 4 

 5 

 6 
図 ７-2 評価対象地点の G-CIEMS 推計水質濃度とモニタリング水質濃度の比較 7 

（エコ調査（平成 21～25 年度）） 8 
 9 
  10 
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 1 
(２) 地点別のモニタリング濃度と PRAS-NITE のモデル推計濃度との比較 2 

モニタリングデータとその測定地点と対応付けられる PRAS-NITE の評価対象地点の推計3 
濃度について、大気濃度の比較結果を図 ７-3 に、水域濃度の比較を図 ７-4 に示す。 4 

また、PRAS-NITE は平成 25 年度の PRTR 排出量データを用いた推計値であるが、モニタ5 
リングデータについては、大気濃度は平成 25 年度のもの、水域濃度は平成 24 年度のもので6 
ある。また、水域濃度は海域濃度であることに注意が必要である。 7 

PRAS-NITE 推計大気濃度／大気モニタリング濃度は 0.1～2 倍程度、PRAS-NITE 推計水質8 
濃度／水質モニタリング濃度は 0.15～0.7 倍程度であった。 9 

 10 

 11 

図 ７-3 PRAS-NITE 推計大気濃度とモニタリング大気濃度の比較 12 
(有害大気汚染物質モニタリング調査(平成 25 年度)) 13 

 14 
  15 
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別添資料

情報源略称 詳細等

Aldrich Sigma-Aldrich試薬カタログ

ATSDR ATSDR（米国毒性物質疾病登録局）: 「Toxicological Profile」

CCD Hawley’s Condensed Chemical Dictionary, 15th, John Wiley & Sons, 2007

CICAD WHO/IPCS: 「国際簡潔評価文書（CICAD）」

CRC CRC Handbook of Chemistry and Physics on DVD, Version 2013, CRC-Press

EHC WHO/IPCS: 「環境保健クライテリア（EHC）」

EPI Suite U.S.EPA EPI Suite

EURAR EU ECB（European Chemicals Bureau）: 「リスク評価書（EU Risk Assessment Report)」

HSDB Hazardous Substances Data Bank (HSDB)

IUPAC The IUPAC Solubility Data Series

JCP Japanチャレンジプログラム

Lange Lange’s Handbook of Chemistry, McGraw-Hill, 2005

Mackay 
Handbook of Physical-Chemical Properties and Environmental Fate for Organic Chemicals, Second
Edition

Merck The Merck Index, 14th Ed, Merck & Co, 2006

MOE初期評価 環境省環境リスク評価室: 「化学物質の環境リスク評価」

NITE初期リスク評価書 （独）製品評価技術基盤機構: 「化学物質の初期リスク評価書」

NITE有害性評価書 （財）化学物質評価研究機構・（独）製品評価技術基盤機構: 「化学物質有害性評価書」

PhysProp SRC PhysProp Database, Syracuse Research Corporation, 2009

SIDS OECD: SIDSレポート

SPARC SPARC Performs Automated Reasoning in Chemistry

USHPV US/HPVチャレンジプログラム

既存点検事業 化審法既存点検事業の試験結果



基本情報

融点

収集データ

情報源名 項目 値 試験方法等 GLP reliability
情報源における
キースタディの

該非
値の種類 値の種類の詳細

信頼性ラ
ンク

評価Ⅱにお
けるキースタ

ディー
備考 文献 ページ番号等

1 Aldrich 融点 -112 °C 2B × p.2201
2 CCD 凝固点 -104.4 °C - - - - - 2B × - Propylene Oxide
3 EHC 融点 -104 °C - - - - -

2B ×

- 2.2.  Chemical and
Physical Properties of
Propylene Oxide
Table 1

4 EPI Suite 融点 -100.23 °C MPBPWIN (Q)SAR 2C ×
5 HSDB 融点 -112.13 °C

2B ×
その他 CHEMICAL/PHYSIC

AL PROPERTIES: >
MELTING POINT:

6 IUCLID 融点 -112.1 °C 4A × その他 p.13
7 IUCLID 融点 -104 °C 4A × その他 p.14
8 IUCLID 融点 -112 °C 4A × その他 p.13
9 IUCLID 融点 -112 °C 4A × その他 p.13

10 IUCLID 融点 -111.9 °C 4: not
assignable 4A ×

その他 p.13

11 IUCLID 融点 -111.9 °C 4A × その他 p.13
12 IUCLID 融点 -111.9 °C no data no data 4A × その他 p.13
13 IUCLID 融点 -111 °C その他,DIN 53

171
2: reliable
with
restrictions

4A ×

その他 p.13

14 IUCLID 融点 -111 °C その他,DIN 53
171

no data 4A ×
その他 p.13

15 IUCLID 融点 -104.4 °C 4A × その他 p.13
16 Mackay 融点 -111.9 °C - - - - -

2B ×

- Lide, D.R., Editor (2003) Handbook of
Chemistry and Physics. 84th edition, CRC
Press, LLC. Boca Raton, Florida.

p.2293

17 Merck 融点 -112.13 °C - - - - - 2B ×
- Monograph Number:

0007856
18 MOE初期評

価

融点 -112.13 °C - - - - -
2B ×

- 化学物質安全情報研究会編 (1995) 化学物

質安全性データブック, オーム社

p.1

19 NITE初期リ

スク評価書

融点 -112.13 °C - - - - -
2B ×

- Merck (2001) The Merck Index, 13th ed.,
Merck & Co., Inc., Whitehouse Station, NJ.

p.2

20 PhysProp 融点 -111.9 °C - - - - - 2B × - p.1
21 REACH登録

情報

融点 -112 °C no data 2: reliable
with
restrictions

key study experimental
result

4A ×

その他 ,Oetting FL(1964),Low-
Temperature Heat Capacity and Related
Thermodynamic Functions of Propylene
Oxide,J. Chem. Phys. 41, 149-153

Exp Key Melting
point/freezing
point.001

22 SIDS 融点 -112.16±
0.05 °C

その

他,adiabatic
calorimetry

key study
2A ○

その他 p.7, 12

23 既存点検事

業

融点 -10 °C JIS K 0065 - - - experimental
result

-
1B ×

- K0882

24 SIAP 融点 -112.16°C 2A ○ p.2

優先評価化学物質通し番号
物質名称
CAS番号

20

１，２－エポキシプロパン（別名酸化プロピレン）

75-56-9



基本情報

沸点

収集データ

情報源名 沸点
測定条件

圧力
試験方法等 GLP reliability

情報源における
キースタディの

該非
値の種類 値の種類の詳細

信頼性ラ
ンク

評価Ⅱにお
けるキースタ

ディー
備考 文献 ページ番号等

1 Aldrich 34 °C 4A × p.2201
2 CCD 33.9 °C 760 mmHg - - - - - 2B ×

- Propylene Oxide

3 EHC 34 °C - - - - -

4A ×

- 2.2.  Chemical and
Physical Properties of
Propylene Oxide
Table 1

4 EPI Suite 31.32 °C MPBPWIN (Q)SAR 2C ×
5 HSDB 34.23 °C

4A ×
その他 CHEMICAL/PHYSICAL

PROPERTIES: >
BOILING POINT:

6 IUCLID -16.7 °C 106.7 hPa no data no data 4A × その他 p.14
7 IUCLID 34.3 °C 4: not

assignable
4A ×

その他 p.15

8 IUCLID 34.8 °C 1033 no data no data 4A × その他 p.15
9 IUCLID 33.9 °C 1013.25

hPa
4A ×

その他 p.14

10 IUCLID 33.9 °C 1005.25
hPa

4A ×
その他 p.14

11 IUCLID 34 °C 2: reliable
with
restrictions

4A ×
その他 p.14

12 IUCLID 34 °C 1000 hPa no data no data 4A × その他 p.14
13 IUCLID 34.1 °C 4A × その他 p.14
14 IUCLID 34.1 °C 1013.25

hPa
4A ×

その他 p.14

15 IUCLID 34.2 °C 1013 hPa 4A × その他 p.15
16 IUCLID 34.2 °C 1013 hPa その他 no data 4A × その他 p.15
17 Mackay 35 °C - - - - -

4A ×

- Lide, D.R., Editor (2003) Handbook of
Chemistry and Physics. 84th edition, CRC
Press, LLC. Boca Raton, Florida.

p.2293

18 Merck 34.23 °C - - - - - 4A ×
- Monograph Number:

0007856
19 MOE初期評

価

34.23 °C - - - - -
4A ×

- 化学物質安全情報研究会編 (1995) 化学物

質安全性データブック, オーム社

p.1

20 NITE初期リ

スク評価書

34.23 °C 101300 Pa - - - - -
2B ×

- Merck (2001) The Merck Index, 13th ed.,
Merck & Co., Inc., Whitehouse Station, NJ.

p.2

21 PhysProp 35 °C - - - - - 4A × - p.1
22 REACH登録

情報

35 °C 103.3～
104.13
kPa[>=
103.3 <=
104.13
kPa]

EU Method
A.2,EU
Method A.2
(Boiling
Temperature)

yes (incl.
certificat
e)

1: reliable
without
restriction

key study experimental
result

4A ×

その他 (2010)(2010.3.1) Exp Key Boiling point.001

優先評価化学物質通し番号
物質名称
CAS番号

20

１，２－エポキシプロパン（別名酸化プロピレン）

75-56-9



基本情報

沸点

収集データ

情報源名 沸点
測定条件

圧力
試験方法等 GLP reliability

情報源における
キースタディの

該非
値の種類 値の種類の詳細

信頼性ラ
ンク

評価Ⅱにお
けるキースタ

ディー
備考 文献 ページ番号等

優先評価化学物質通し番号
物質名称
CAS番号

20

１，２－エポキシプロパン（別名酸化プロピレン）

75-56-9

23 REACH登録

情報

34.23 °C 101.3 kPa OECD TG 103 2: reliable
with
restrictions

key study experimental
result

1B ×

その他 ,Budavari, S. (ed.).(1986),The
Merck Index - An Encyclopedia of
Chemicals, Drugs, and
Biologicals,Whitehouse Station, NJ: Merck
and Co., Inc.,, p. 1349]

Exp Key Boiling point.001

24 REACH登録

情報

34.23 °C 101.3 kPa OECD TG 103 experimental
result

1B ×

その他 ,Budavari, S. (ed.).(1996),The
Merck Index - An Encyclopedia of
Chemicals, Drugs, and
Biologicals,Whitehouse Station, NJ: Merck
and Co., Inc.,, p. 1349]

Exp Key Boiling point.001

25 REACH登録

情報

34.23 °C 101.3 kPa OECD TG 103 2: reliable
with
restrictions

key study experimental
result

1B ×

その他 ,Budavari, S. (ed.).(1996),The
Merck Index - An Encyclopedia of
Chemicals, Drugs, and
Biologicals,Whitehouse Station, NJ: Merck
and Co., Inc.,, p. 1349]

Exp Key Boiling point.001

26 REACH登録

情報

34.23 °C 101.3 kPa OECD TG 103 2: reliable
with
restrictions

key study experimental
result

1B ×

その他 ,Budavari, S. (ed.).(1996),The
Merck Index - An Encyclopedia of
Chemicals, Drugs, and
Biologicals,Whitehouse Station, NJ: Merck
and Co., Inc.,, p. 1349]

Exp Key Boiling point.001

27 REACH登録

情報

34.23 °C 101.3 kPa OECD TG 103 experimental
result

1B ×

その他 ,Budavari, S. (ed.).(1986),The
Merck Index - An Encyclopedia of
Chemicals, Drugs, and
Biologicals,Whitehouse Station, NJ: Merck
and Co., Inc.,, p. 1349]

Exp Key Boiling point.001

28 SIDS 34.1 °C その

他,modified
ASTM method
(D-1078)

key study

4A ○

その他 p.8, 12

29 既存点検事

業

35 °C - - - - - 4A ×
- 化学大辞典（共立出版株式会社） K0882

30 既存点検事

業

35 °C - - - - - 4A ×
- 化学大辞典（共立出版株式会社） K0882

31 SIAP 34.1 °C 2A ○ p.2



基本情報

蒸気圧

収集データ

情報源名 蒸気圧
測定条件

温度
試験方法等 GLP reliability

情報源における
キースタディの

該非
値の種類 値の種類の詳細

信頼性ラ
ンク

評価Ⅱにお
けるキースタ

ディー
備考 文献 ページ番号等

1 Aldrich 8.59 psi 20 °C 2B × p.2201
2 Aldrich 29.43 psi 55 °C 4A × p.2201
3 CCD 445 mmHg 20 °C - - - - - 2B ×

- Propylene Oxide

4 EHC 59 kPa 20 °C - - - - -

2B ×

59 kPa (445 mm Hg) 2.2.  Chemical and
Physical Properties of
Propylene Oxide
Table 1

5 EPI Suite 72900
Pa[2B以上

の値を用い

て推定

（2C）]

25 °C MPBPWIN (Q)SAR

2C ×

6 HSDB 538 mmHg 25 °C
2B ×

その他 CHEMICAL/PHYSICAL
PROPERTIES: >
VAPOR PRESSURE:

7 IUCLID 66.65 hPa -24.2 °C no data no data experiment
al result

4A ×
その他 p.16

8 IUCLID 440.7 hPa 20 °C no data no data experiment
al result

4A ×
その他 p.16

9 IUCLID 584 hPa 20 °C 4: not
assignable

4A ×
その他 p.16

10 IUCLID 586.6 hPa 20 °C no data no data experiment
al result

4A ×
その他 p.16

11 IUCLID 588 hPa 20 °C 2: reliable
with
restrictions

4A ×
その他 p.17

12 IUCLID 593 hPa 20 °C 4A × その他 p.17
13 IUCLID 607 hPa 20 °C 4A × その他 p.17
14 IUCLID 615.4 hPa 21.2 °C その

他,dynamisch
nach Ramsay–
Young

1: reliable
without
restriction

experiment
al result 4A ×

その他 p.17

15 IUCLID 706.4～
723.7 hPa

25 °C no data no data experiment
al result

4A ×
その他 p.17

16 IUCLID 1013 hPa 34.1 °C その他 1: reliable
without
restriction

experiment
al result 4A ×

その他 p.17

17 IUCLID 1660 hPa 49 °C その他 1: reliable
without
restriction

experiment
al result 4A ×

その他 p.17

18 IUCLID 5461.4
hPa

88 °C no data no data experiment
al result

4A ×
その他 p.17

優先評価化学物質通し番号
物質名称
CAS番号

20

１，２－エポキシプロパン（別名酸化プロピレン）

75-56-9



基本情報

蒸気圧

収集データ

情報源名 蒸気圧
測定条件

温度
試験方法等 GLP reliability

情報源における
キースタディの

該非
値の種類 値の種類の詳細

信頼性ラ
ンク

評価Ⅱにお
けるキースタ

ディー
備考 文献 ページ番号等

優先評価化学物質通し番号
物質名称
CAS番号

20

１，２－エポキシプロパン（別名酸化プロピレン）

75-56-9

19 Mackay 530538 Pa 87.78 °C その他,static
method,
measured
range 88–204°
C.

- - - -

4A ×

- Kobe, K.A., Ravicz, A.E., Vohra, S.P.
(1956) Critical properties and vapor
pressures of some ethers and
heterocyclic compounds. Ind. Eng.
Chem. 1, 50–56.

p.2293

20 Mackay 51969 Pa 17.05 °C その

他,ebulliometry
, measured
range –24.17
to 34.75°C

- - - -

2B ×

51969* (17.05°C,
ebulliometry, measured range
–24.17 to 34.75°C (McDonald
et al. 1959)
log (P/mmHg) = 6.96997 –
1065.27/(226.283 + t/°C);
temp range –24.17 to 34.75°C
(ebulliometry, McDonald
et al. 1959)

McDonald, R.A., Shrader, S.A., Stull,
D.R. (1959) Vapor pressures and
freezing points of 30 organics. J.
Chem. Eng. Data 4, 311–313.

p.2293

21 Mackay 70112 Pa 25 °C その他,static
method,
measured
range 19.0–
71.8°C.

- - - 内挿（補

間）

interpolated-
Antoine eq.

2B ×

70112* (interpolated-Antoine
eq., static method, measured
range 19.0–71.8°C Bott &
Sadler 1966)
log (P/mmHg) = 7.658 –
1472/(T/K); temp range 19.0–
71.8°C (Antoine eq., static
method, Bott & Sadler 1966)
log (P/mmHg) = [–0.2185 ×
7295.8/(T/K)] + 8.093473;

Bott, T.R., Sadler, H.N. (1966) Vapor
pressure of propylene oxide. J. Chem.
Eng. Data 11, 25.

p.2293

22 Mackay 59300 Pa 20 °C - - - - -

2B ×

59300, 75900 (20, 25°C,
Riddick et al. 1986)
log (P/kPa) = 6.09487 –
1065.27/(226.283 + t/°C),
temp range not specified
(Antoine eq., Riddick et al.
1986)

Riddick, J.A., Bunger, W.B., Sakano,
T.K. (1986) Organic Solvents:
Physical Properties and Methods of
Purification. 4th Edition, John-Wiley &
Sons, New York.

p.2293

23 Mackay 75900 Pa 25 °C - - - - -

2B ×

59300, 75900 (20, 25°C,
Riddick et al. 1986)
log (P/kPa) = 6.09487 –
1065.27/(226.283 + t/°C),
temp range not specified
(Antoine eq., Riddick et al.
1986)

Riddick, J.A., Bunger, W.B., Sakano,
T.K. (1986) Organic Solvents:
Physical Properties and Methods of
Purification. 4th Edition, John-Wiley &
Sons, New York.

p.2293



基本情報

蒸気圧

収集データ

情報源名 蒸気圧
測定条件

温度
試験方法等 GLP reliability

情報源における
キースタディの

該非
値の種類 値の種類の詳細

信頼性ラ
ンク

評価Ⅱにお
けるキースタ

ディー
備考 文献 ページ番号等

優先評価化学物質通し番号
物質名称
CAS番号

20

１，２－エポキシプロパン（別名酸化プロピレン）

75-56-9

24 Mackay 71700 Pa 25 °C - - - - estimated
by
calculation

calculated-
Antoine eq.

2B ×

71700 (calculated-Antoine
eq., Stephenson &
Malanowski 1987)
log (PL/kPa) = 6.09487 –
1065.27/(–46.867 + T/K);
temp range 225–308 K
(Antoine eq., Stephenson &
Malanowski 1987)
log (P/mmHg) = 38.5381 –
2.631 × 10^3/(T/K) – 11.104・
log (T/K) + 4.2178 × 10^–1

Stephenson, R.M., Malanowski, S.
(1987) Handbook of the
Thermodynamics of Organic
Compounds. Elsevier Science
Publishing Co., Inc., New York.

p.2293

25 Mackay 74520 Pa 25 °C - - - - estimated
by
calculation

calculated-
Antoine eq.
regression, temp
range –75 to
34.5°C.

2B ×

- Stull, D.R. (1947) Vapor pressure of
pure substances organic compounds.
Ind. Eng. Chem. 29, 517–560.

p.2293

26 MOE初期評

価

53.33
kPa[53.33
kPa (400
mmHg)]

18 °C - - - - -

2B ×

- 環境庁環境化学物質研究会編 (1988)
環境化学物質要覧, 丸善

p.1

27 MOE初期評

価

59.33
kPa[59.33
kPa (445
mmHg)]

20 °C - - - - -

2B ×

- 環境庁環境化学物質研究会編 (1988)
環境化学物質要覧, 丸善

p.1

28 NITE初期リ

スク評価書

59 kPa 20 °C - - - - -

2B ×

- IPCS, International Programme on
Chemical Safety (1999) ICSC,
International Chemical Safety Cards,
Geneva.
(http://www.ilo.org/public/english/prote
ction/safework/cis/products/icsc/dtash
t/index.htm から引用)

p.2

29 PhysProp 538 mmHg 25 °C - - - - experiment
al result

- 2B ×
- BOUBLIK,T ET AL. (1984) p.1

30 REACH登録

情報

74000 Pa 25 °C EU Method
A.4,EU
Method A.4
(Vapour
Pressure)

yes
(incl.
certificat
e)

1: reliable
without
restriction

key study experiment
al result

4A ×

その他 (2010)(2010.3.4) Exp Key Vapour
pressure.001



基本情報

蒸気圧

収集データ

情報源名 蒸気圧
測定条件

温度
試験方法等 GLP reliability

情報源における
キースタディの

該非
値の種類 値の種類の詳細

信頼性ラ
ンク

評価Ⅱにお
けるキースタ

ディー
備考 文献 ページ番号等

優先評価化学物質通し番号
物質名称
CAS番号

20

１，２－エポキシプロパン（別名酸化プロピレン）

75-56-9

31 REACH登録

情報

538 mmHg 25 °C OECD TG 104 2: reliable
with
restrictions

key study experiment
al result

1B ×

その他 ,Boublik, T., Fried, V., and
Hala, E(1984),vapor pressure,The
Vapour Pressures of Pure
Substances. Second Revised Edition.
Amsterdam: Elsevier, 1984.

Exp Key Vapour
pressure.001

32 REACH登録

情報

538 mmHg 25 °C OECD TG 104 2: reliable
with
restrictions

key study experiment
al result

1B ×

その他 ,Boublik, T., Fried, V., and
Hala, E(1984),vapor pressure,The
Vapour Pressures of Pure
Substances. Second Revised Edition.
Amsterdam: Elsevier, 1984.

Exp Key Vapour
pressure.001

33 REACH登録

情報

538 mmHg 25 °C OECD TG 104 2: reliable
with
restrictions

key study experiment
al result

1B ×

その他 ,Boublik, T., Fried, V., and
Hala, E(vapor pressure),The Vapour
Pressures of Pure Substances.
Second Revised Edition. Amsterdam:
Elsevier, 1984.

Exp Key Vapour
pressure.001

34 REACH登録

情報

538 mmHg 25 °C OECD TG 104 2: reliable
with
restrictions

key study experiment
al result

1B ×

その他 ,Boublik, T., Fried, V., and
Hala, E(1984),vapor pressure,The
Vapour Pressures of Pure
Substances. Second Revised Edition.
Amsterdam: Elsevier, 1984.

Exp Key Vapour
pressure.001

35 REACH登録

情報

538 mmHg 25 °C OECD TG 104 2: reliable
with
restrictions

key study experiment
al result

1B ×

その他 ,Boublik, T., Fried, V., and
Hala, E(1984),vapor pressure,The
Vapour Pressures of Pure
Substances. Second Revised Edition.
Amsterdam: Elsevier, 1984.

Exp Key Vapour
pressure.001

36 SIDS 58.4 kPa 20 °C その他 key study estimated
by
calculation

Calculated using
the Antoine
equation

2A ×
その他 p.8-9, 12

37 SIDS 61.2 kPa 20 °C その

他,Dynamic
method

key study experiment
al result 2A ×

その他 p.8-9, 12

38 SIDS 60.7 kPa 20 °C その他,method
not stated

key study その他（測

定値） 2A ×
その他 p.8-9, 12

39 SIAP 60ｋPa 20 °C 2A ○ p.2



基本情報

水溶解度

収集データ

情報源名 水溶解度
測定条件

温度
ｐH 試験方法等 GLP reliability

情報源におけ
るキースタディ

の該非
値の種類 値の種類の詳細

信頼性ラ
ンク

評価Ⅱにお
けるキースタ

ディー
備考 文献 ページ番号等

1 CCD [partially
soluble]

- - - - - 3 ×
- Propylene Oxide

2 EHC 405 g/L 20 °C - - - - -

2B ×

- 2.2.  Chemical and
Physical Properties of
Propylene Oxide
Table 1

3 EPI Suite 166700
mg/L[2B以上

の値を用い

て推定

（2C）]

25 °C WSKOWWIN (Q)SAR

2C ×

4 HSDB 590000
mg/L

25 °C
2B ×

その他 CHEMICAL/PHYSICAL
PROPERTIES: >
SOLUBILITIES:

5 HSDB 40.5 wt% 20 °C
2B ×

その他 CHEMICAL/PHYSICAL
PROPERTIES: >
SOLUBILITIES:

6 IUCLID 39.5 wt% 20 °C 4A × その他 p.19
7 IUCLID 40.5 wt% 20 °C 4A × その他 p.19
8 IUCLID 400 g/L 20 °C 7[ca. 7 and

20 degree
C]

2: reliable
with
restrictions

4A ×
その他 p.19

9 IUCLID 405 g/L 20 °C 4: not
assignable

4A ×
その他 p.19

10 IUCLID 405 g/L 20 °C [no pH and
pK values
mentioned]

その他

4A ×

その他 p.19

11 IUCLID 370 g/L 25 °C [no pH and
pK values
mentioned]

no data no data

4A ×

その他 p.19

12 IUCLID 37.74
wt%[Gemisc
hdampfdruc
k der
gesaettigten
Loesung:
1013 hPa.]

36.4 °C その他,PO–
Gehaltsbestim
mung ueber
Gewichtsbilanz
nach
Truebungstitrati
on

1: reliable
without
restriction

4A ×

その他 p.20

13 IUCLID 1 %[8 bar
Gesamtdruc
k]

106.8 °C その他,statisch 1: reliable
without
restriction

4A ×
その他 p.20

優先評価化学物質通し番号
物質名称
CAS番号

20

１，２－エポキシプロパン（別名酸化プロピレン）

75-56-9



基本情報

水溶解度

収集データ

情報源名 水溶解度
測定条件

温度
ｐH 試験方法等 GLP reliability

情報源におけ
るキースタディ

の該非
値の種類 値の種類の詳細

信頼性ラ
ンク

評価Ⅱにお
けるキースタ

ディー
備考 文献 ページ番号等

優先評価化学物質通し番号
物質名称
CAS番号

20

１，２－エポキシプロパン（別名酸化プロピレン）

75-56-9

14 Mackay 139320
mg/L

25 °C - - - - estimated
by
calculation

calculated-group
contribution
method

4C ×

- Kuhne, R., Ebert, R.-U., Kleint, F.,
Schmit, G., Schuurmann, G. (1995)
Group contribution methods to
estimate water solubility of
organic chemicals. Chemosphere 30,
2061–2077.

p.2293

15 Mackay 476000
mg/L

25 °C - - - - その他,US
EPA 1981;
quoted,
Howard
1989

-

2B ×

476000 (US EPA 1981;
quoted, Howard 1989)

USEPA (1981) Treatability Manual I.
Treatability Data. EPA-600/2-82-
001a. US. Environmental Protection
Agency, Washington, D.C.

p.2293

16 Mackay 405000
mg/L

20 °C - - - - -

2B ×

405000, 650000 (20°C,
30°C, Verschueren 1983)

Verschueren, K. (1983) Handbook of
Environmental Data on Organic
Chemicals. Van Nostrand Reinhold,
New York, N.Y.

p.2293

17 Mackay 650000
mg/L

30 °C - - - - -

2B ×

405000, 650000 (20°C,
30°C, Verschueren 1983)

Verschueren, K. (1983) Handbook of
Environmental Data on Organic
Chemicals. Van Nostrand Reinhold,
New York, N.Y.

p.2293

18 Mackay 259000
mg/L

25 °C - - - - その

他,literature
data
compilation

-

2B ×

- Yaws, C.L., Yang, H.-C., Hopper,
J.R., Hansen, K.C. (1990) Organic
chemicals: water solubility data.
Chem. Eng. July, 115–118.

p.2293

19 Merck 40.5 wt% 20 °C - - - - - 2B ×
Soly in water (20°):
40.5% by wt

Monograph Number:
0007856

20 MOE初期評

価

40.5
wt%[%(w/w)]

20 °C - - - - -
2B ×

- 化学物質安全情報研究会編 (1995) 化
学物質安全性データブック, オーム社

p.1

21 NITE初期リ

スク評価書

40.50% 20 °C - - - - -
2B ×

- Merck (2001) The Merck Index, 13th
ed., Merck & Co., Inc., Whitehouse
Station, NJ.

p.2

22 PhysProp 590000
mg/L

25 °C - - - - experimenta
l result

- 2B ×
- BOUBLIK,T ET AL. (1984) p.1

23 REACH登録

情報

42.5～45
wt%[>= 42.5
<= 45 other:
% w/w]

20 °C 8 EU Method
A.6,EU Method
A.6 (Water
Solubility)

yes (incl.
certificat
e)

1: reliable
without
restriction

key study experimenta
l result

4A ×

その他 (2010)(2010.3.1) Exp Key Water
solubility.001

24 REACH登録

情報

395～405
g/L[>= 395
<= 405 g/L]

20 °C 7 OECD TG 105 2: reliable
with
restrictions

key study experimenta
l result 1B ×

その他 (2002) Exp Key Water
solubility.001



基本情報

水溶解度

収集データ

情報源名 水溶解度
測定条件

温度
ｐH 試験方法等 GLP reliability

情報源におけ
るキースタディ

の該非
値の種類 値の種類の詳細

信頼性ラ
ンク

評価Ⅱにお
けるキースタ

ディー
備考 文献 ページ番号等

優先評価化学物質通し番号
物質名称
CAS番号

20

１，２－エポキシプロパン（別名酸化プロピレン）

75-56-9

25 REACH登録

情報

395～405
g/L[>= 395
<= 405 g/L]

20 °C 7 OECD TG 105 2: reliable
with
restrictions

key study experimenta
l result 1B ×

その他 (2002) Exp Key Water
solubility.001

26 REACH登録

情報

395～405
g/L[>= 395
<= 405 g/L]

20 °C 7 OECD TG 105 2: reliable
with
restrictions

key study experimenta
l result 1B ×

その他 (2002) Exp Key Water
solubility.001

27 REACH登録

情報

395～405
g/L[>= 395
<= 405 g/L]

20 °C 7 OECD TG 105 key study experimenta
l result 1B ×

その他 (2002) Exp Key Water
solubility.001

28 REACH登録

情報

395～405
g/L[>= 395
<= 405 g/L]

20 °C 7 OECD TG 105 2: reliable
with
restrictions

key study experimenta
l result 1B ×

その他 (2002) Exp Key Water
solubility.001

29 SIDS 395 g/L 20 °C key study

2A ×

A value of 400 g/l at 20℃
will be used as
representative for the
environmental exposure
assessment.

その他 p.9-10, 12

30 SIDS 370 g/L 25 °C key study

2A ×

A value of 400 g/l at 20℃
will be used as
representative for the
environmental exposure
assessment.

その他 p.9-10

31 SIDS 400 g/L 20 °C 2: reliable
with
restrictions

key study

2A ○

A value of 400 g/l at 20℃
will be used as
representative for the
environmental exposure
assessment.

その他 p.9-10

32 SIDS 405 g/L 20 °C key study

2A ×

A value of 400 g/l at 20℃
will be used as
representative for the
environmental exposure
assessment.

その他 p.9-10

33 既存点検事

業

100 g/L 20～25 °C OECD TG 105 - - - experimenta
l result

- 1B ×
- K0882

34 既存点検事

業

100 g/L - - - - - 4A ×
- K0882

35 SIAP 400 g/L 2A ○ p.2



基本情報

ｌogPow

収集データ

情報源名 値
測定条件

温度
pH 試験方法等 GLP reliability

情報源におけ
るキースタディ

の該非
値の種類 値の種類の詳細

信頼性ラ
ンク

評価Ⅱにお
けるキースタ

ディー
備考 文献 ページ番号等

1 EHC -0.13 - - - - -

2B ×

- 2.2.  Chemical and
Physical Properties of
Propylene Oxide
Table 1

2 EPI Suite 0.37 KOWWIN (Q)SAR 2C ×
3 HSDB 0.03

2B ×

その他 CHEMICAL/PHYSICAL
PROPERTIES: >
OCTANOL/WATER
PARTITION
COEFFICIENT:

4 IUCLID -0.273 2: reliable
with
restriction
s

4A ×

その他 p.18

5 IUCLID -0.273 no data estimated by
calculation

4C ×
その他 p.18

6 IUCLID -0.273 [no
temperature
mentioned]

その

他,ClogP3
estimated by
calculation

ClogP3
4C ×

その他 p.18

7 IUCLID -0.13 [no
temperature
mentioned]

その

他,according
to Leo/Nys

estimated by
calculation 4C ×

その他 p.18

8 IUCLID 0.03 4A × その他 p.18
9 IUCLID 0.03 [no

temperature
mentioned]

その他 no data experimental
result 4A ×

その他 p.18

10 IUCLID 0.08 [no
temperature
mentioned]

その他,Slow–
Stirring–
Methode

no data experimental
result 4A ×

その他 p.18

11 IUCLID 0.351 [no
temperature
mentioned]

その他 estimated by
calculation 4C ×

その他 p.19

12 Mackay 0.03 その他,shake
flask.

- - - -

2B ×

- Hansch, C., Leo, A. (1985) Medchem
Project Issue No. 26. Pomona
College, Claremont, California.

p.2293

13 Mackay 0.03 - - - - その

他,recommend
ed.

-

2B ×

- Sangster, J. (1989) Octanol-water
partition coefficients of simple
organic compounds. J. Phys. Chem.
Ref. Data 18(3), 1111–1229.

p.2293

14 Mackay 0.03 - - - - その

他,recommend
ed.

-

2B ×

- Hansch. C., Leo, A.J., Hoekman, D.
(1995) Exploring QSAR,
Hydrophobic, Electronic, and Steric
Constants. ACS Professional
Reference Book, American Chemical
Society, Washington, DC.

p.2293

優先評価化学物質通し番号
物質名称
CAS番号

20

１，２－エポキシプロパン（別名酸化プロピレン）

75-56-9



基本情報

ｌogPow

収集データ

情報源名 値
測定条件

温度
pH 試験方法等 GLP reliability

情報源におけ
るキースタディ

の該非
値の種類 値の種類の詳細

信頼性ラ
ンク

評価Ⅱにお
けるキースタ

ディー
備考 文献 ページ番号等

優先評価化学物質通し番号
物質名称
CAS番号

20

１，２－エポキシプロパン（別名酸化プロピレン）

75-56-9

15 MOE初期評

価

-1.52 - - - - experimental
result

-
3 ×

- 環境庁環境化学物質研究会編 (1988)
環境化学物質要覧, 丸善

p.1

16 NITE初期リ

スク評価書

0.03 - - - - experimental
result

-

2B ×

- SRC, Syracuse Research
Corporation (2003) KowWin
Estimation Software, ver. 1.66, North
Syracuse, NY.

p.2

17 NITE初期リ

スク評価書

0.37 - - - - その他（推定

値）,推定値

-

4C ×

- SRC, Syracuse Research
Corporation (2003) KowWin
Estimation Software, ver. 1.66, North
Syracuse, NY.

p.2

18 PhysProp 0.03 - - - - experimental
result

-
2B ×

- HANSCH,C ET AL. (1995) p.1

19 REACH登録

情報

1 20 °C[No data
on
temperature
are provided
in the test
report,
however, it is
presumed,
that it
corresponded
to a standard
value of ca. 20
˚C.]

6.8 yes (incl.
certificate)

2: reliable
with
restriction
s

key study experimental
result

4A ×

その他 (1986)(1986.4.13) Exp Key Partition
coefficient.001

20 SIDS 0.03 key study 2A ○ その他 p.10, 12
21 SIDS 0.08±0.05 その他,gas-

liquid
chromatograp
hy

key study experimental
result

2A ○

その他 p.10, 12

22 SIAP 0.055 2A ○ p.2



基本情報

Koc

収集データ

情報源名 項目 値
測定条件

温度
pH 土壌条件 試験方法等 GLP reliability

情報源におけ
るキースタディ

の該非
値の種類 値の種類の詳細

信頼性ラ
ンク

評価Ⅱにお
けるキースタ

ディー
備考 文献 ページ番号等

1 7.327 L/kg[2B
以上の値を用

いて推定

（2C）]

KOCWIN (Q)SAR

2C ×

5.194
L/kg(MCI法)

KOCWIN (Q)SAR 2C ○

7.374
L/kg(Powを介

して推計)

KOCWIN (Q)SAR
2C ○

2 HSDB Koc 25 estimated by
calculation 4C ×

その他 ENVIRONMENTAL FATE:

3 IUCLID Koc 0.44 その

他,Karickhoff
SW (1981)

estimated by
calculation 4C ×

その他 p.36

4 Mackay logKoc 0.623 - - - - - その他（推定

値）,estimated-
S, Lyman et al.
1982; quoted,
Howard 1989

-

4C ×

0.623 (estimated-S, Lyman
et al. 1982; quoted, Howard
1989)

Lyman, W.J., Reehl, W.F.,
Rosenblatt, D.H., Editors
(1982) Handbook of Chemical
Property Estimation Methods.
McGraw-Hill Book Company,
New York.

p.2293

5 Mackay logKoc 1.477 - - - - - その他（推定

値）,calculated-
QSAR, Sabljic
1984; quoted,
Howard 1989

-

4C ×

1.477 (calculated-QSAR,
Sabljic 1984; quoted,
Howard 1989)

Sabljic, A. (1984) Predictions
of the nature and strength of
soil sorption of organic
pollutants from molecular
topology. J. Agric.
Food Chem. 32, 243–246.

p.2293

6 NITE初期リス

ク評価書

Koc 2 - - - - - その他（推定

値）,推定値

-

4C ×

- SRC, Syracuse Research
Corporation (2003) PcKocWin
Estimation Software, ver. 1.66,
North Syracuse, NY.

p.2

7 SIDS logKoc 1.05 key study (Q)SAR Using the
equation for non-
hydrophobics in
the QSAR section
of the TGD (log
Kow = 0.055)

4C ○

p.27

20

１，２－エポキシプロパン（別名酸化プロピレン）

75-56-9

KocEPI Suite

優先評価化学物質通し番号
物質名称
CAS番号



基本情報

ヘンリー係数

収集データ

情報源名
ヘンリー

係数
測定条件

温度
pH reliability

情報源におけ
るキースタディ

の該非
値の種類 値の種類の詳細

信頼性ラ
ンク

評価Ⅱにお
けるキースタ

ディー
備考 文献 ページ番号等

1 12.4 Pa･m^3/mol
(Group法)

(Q)SAR 2C ○

16.2 Pa･m^3/mol
(Bond法)

(Q)SAR 2C ○

2 HSDB 6.96E-5 atm･m^3/mol estimated by
calculation

4C ×
その他 ENVIRONMENTAL

FATE:
3 IUCLID 8.51 Pa･m^3/mol estimated by

calculation
4C ×

その他 p.37

4 Mackay 8.653 Pa･m^3/mol - - estimated by
calculation

calculated-P/C
using Riddick et al.
1986 data

4C ×

3.375 (calculated-P/C using Riddick et
al. 1986 data)

Howard, P.H., Editor (1989)
Handbook of Fate and Exposure
Data for Organic Chemicals. Vol.
I-Large Production and Priority
Pollutants. Lewis Publishers,
Chelsea, Michigan.

p.2293

5 NITE初期リス

ク評価書

6.78 Pa･m^3/mol - - その他（推定

値）,推定値

- 4C ×
- SRC:PhysProp, 2002 p.2

6 NITE初期リス

ク評価書

0.0000669 atm･

m^3/mol
- - その他（推定

値）,推定値

- 4C ×
- SRC:PhysProp, 2002 p.2

7 PhysProp 0.0000696 atm･

m^3/mol
- - estimated by

calculation
- 4C ×

- VP/WSOL p.1

8 SIDS 12.4 Pa･m^3/mol key study estimated by
calculation

The Syracuse
Research
Corporation's
HENRY program,
as described in the
TGD

4C ×

the average of the three estimates is
taken, i.e. 12.4 Pa.m3.mole-1.

p.26-27

9 SIDS 8.7 Pa･m^3/mol key study estimated by
calculation

estimated from the
ratio of the solubility
and vapour
pressure,

4C ×

the average of the three estimates is
taken, i.e. 12.4 Pa.m3.mole-1.

p.26-27

10 SIDS 16.2 Pa･m^3/mol key study estimated by
calculation

The Syracuse
Research
Corporation's
HENRY program,
as described in the
TGD

4C ×

the average of the three estimates is
taken, i.e. 12.4 Pa.m3.mole-1.

p.26-27

EPI Suite

優先評価化学物質通し番号
物質名称
CAS番号

20

１，２－エポキシプロパン（別名酸化プロピレン）

75-56-9



基本情報

解離定数

収集データ

情報源名 項目 値
測定条件

温度
pH 試験方法等 GLP reliability

情報源における
キースタディの

該非
値の種類 値の種類の詳細 備考 文献 ページ番号等

1 MOE初期評

価

その他 [解離基なし] - - - - - - (財)化学品検査協会 (1997) 化
学物質ハザード・データ集

p.1

2 NITE初期リ

スク評価書

その他 [解離基なし] - - - - - - p.2

優先評価化学物質通し番号
物質名称
CAS番号

20

１，２－エポキシプロパン（別名酸化プロピレン）

75-56-9



基本情報

分解性

収集データ

情報源名 分解性 分解度 算出方法 分解生成物 試験方法等 GLP reliability
情報源におけ
るキースタディ

の該非
値の種類 値の種類の詳細 備考 文献 ページ番号等

1 IUCLID not readily
biodegradable

12～14 % O_2 consumption OECD TG 301D yes experimental
result

その他 p.39

2 NITE初期リス

ク評価書

readily
biodegradable

96% O_2 consumption 化審法TG - - - experimental
result

- 通商産業広報 (1998 年12 月28
日) 製品評価技術基盤機構化学物

質管理情報,
(http://www.nite.go.jp から引用).

p.5,6

3 NITE初期リス

ク評価書

readily
biodegradable

86% TOC removal 化審法TG - - - experimental
result

- 通商産業広報 (1998 年12 月28
日) 製品評価技術基盤機構化学物

質管理情報,
(http://www.nite.go.jp から引用).

p.5,6

4 NITE初期リス

ク評価書

readily
biodegradable

89% Test mat. analysis 化審法TG - - - experimental
result

- 通商産業広報 (1998 年12 月28
日) 製品評価技術基盤機構化学物

質管理情報,
(http://www.nite.go.jp から引用).

p.5,6

5 REACH登録情

報

96% O_2 consumption OECD TG 301C no 2: reliable
with
restrictions

key study experimental
result

その他 ,MITI (Ministry of
International Trade and Industry)
Japan(1988)(1988.12.27),Biodeg
radation and bioaccumulation
testing results on existing
chemical substances.,The
Official Bulletin of the Ministry of
International Trade and Industry

Exp Key Biodegradation in
water: screening tests.001

6 REACH登録情

報

86% TOC removal OECD TG 301C no 2: reliable
with
restrictions

key study experimental
result

その他 ,MITI (Ministry of
International Trade and Industry)
Japan(1988)(1988.12.27),Biodeg
radation and bioaccumulation
testing results on existing
chemical substances.,The
Official Bulletin of the Ministry of
International Trade and Industry

Exp Key Biodegradation in
water: screening tests.001

7 REACH登録情

報

89% Test mat. analysis OECD TG 301C no 2: reliable
with
restrictions

key study experimental
result

その他 ,MITI (Ministry of
International Trade and Industry)
Japan(1988)(1988.12.27),Biodeg
radation and bioaccumulation
testing results on existing
chemical substances.,The
Official Bulletin of the Ministry of
International Trade and Industry

Exp Key Biodegradation in
water: screening tests.001

8 REACH登録情

報

13% O_2 consumption OECD TG 301D yes 1: reliable
without
restriction

supporting
study

その他 (1985)(1985.7.29) Exp Supporting
Biodegradation in water:
screening tests.002

9 REACH登録情報 86% TOC removal OECD TG 301C no data 2: reliable
with
restrictions

key study experimental
result

その他 (1988),Biodegradation
and Bioconcentration of Existing
Chemical Substances under the
Chemical Substances Control
Law,the Official Bulletin of
Economy,Trade and Industry

Exp Key Biodegradation in
water: screening tests.001

優先評価化学物質通し番号
物質名称
CAS番号

20

１，２－エポキシプロパン（別名酸化プロピレン）

75-56-9



基本情報

分解性

収集データ

情報源名 分解性 分解度 算出方法 分解生成物 試験方法等 GLP reliability
情報源におけ
るキースタディ

の該非
値の種類 値の種類の詳細 備考 文献 ページ番号等

優先評価化学物質通し番号
物質名称
CAS番号

20

１，２－エポキシプロパン（別名酸化プロピレン）

75-56-9

10 REACH登録情報 89% Test mat. analysis OECD TG 301C no data 2: reliable
with
restrictions

key study experimental
result

その他 (1988),Biodegradation
and Bioconcentration of Existing
Chemical Substances under the
Chemical Substances Control
Law,the Official Bulletin of
Economy,Trade and Industry

Exp Key Biodegradation in
water: screening tests.001

11 REACH登録情報 86% TOC removal OECD TG 301C no data 2: reliable
with
restrictions

key study experimental
result

その他 (1988),Biodegradation
and Bioconcentration of Existing
Chemical Substances under the
Chemical Substances Control
Law,the Official Bulletin of
Economy,Trade and Industry

Exp Key Biodegradation in
water: screening tests.001

12 REACH登録情

報

89% Test mat. analysis OECD TG 301C no data 2: reliable
with
restrictions

key study experimental
result

その他 (1988),Biodegradation
and Bioconcentration of Existing
Chemical Substances under the
Chemical Substances Control
Law,the Official Bulletin of
Economy,Trade and Industry

Exp Key Biodegradation in
water: screening tests.001

13 REACH登録情

報

86% TOC removal OECD TG 301C no data 2: reliable
with
restrictions

key study experimental
result

その他 (1988),Biodegradation
and Bioconcentration of Existing
Chemical Substances under the
Chemical Substances Control
Law,the Official Bulletin of
Economy,Trade and Industry

Exp Key Biodegradation in
water: screening tests.001

14 REACH登録情

報

89% Test mat. analysis OECD TG 301C no data 2: reliable
with
restrictions

key study experimental
result

その他 (1988),Biodegradation
and Bioconcentration of Existing
Chemical Substances under the
Chemical Substances Control
Law,the Official Bulletin of
Economy,Trade and Industry

Exp Key Biodegradation in
water: screening tests.001

15 REACH登録情

報

86% TOC removal OECD TG 301C no data 2: reliable
with
restrictions

key study experimental
result

その他 (1988),Biodegradation
and Bioconcentration of Existing
Chemical Substances under the
Chemical Substances Control
Law,the Official Bulletin of
Economy,Trade and Industry

Exp Key Biodegradation in
water: screening tests.001

16 REACH登録情報 89% Test mat. analysis OECD TG 301C no data 2: reliable
with
restrictions

key study experimental
result

その他 (1988),Biodegradation
and Bioconcentration of Existing
Chemical Substances under the
Chemical Substances Control
Law,the Official Bulletin of
Economy,Trade and Industry

Exp Key Biodegradation in
water: screening tests.001

17 REACH登録情報 86% TOC removal OECD TG 301C no data 2: reliable
with
restrictions

key study experimental
result

その他 (1988),Biodegradation
and Bioconcentration of Existing
Chemical Substances under the
Chemical Substances Control
Law,the Official Bulletin of
Economy,Trade and Industry

Exp Key Biodegradation in
water: screening tests.001



基本情報

分解性

収集データ

情報源名 分解性 分解度 算出方法 分解生成物 試験方法等 GLP reliability
情報源におけ
るキースタディ

の該非
値の種類 値の種類の詳細 備考 文献 ページ番号等

優先評価化学物質通し番号
物質名称
CAS番号

20

１，２－エポキシプロパン（別名酸化プロピレン）

75-56-9

18 REACH登録情

報

89% Test mat. analysis OECD TG 301C no data 2: reliable
with
restrictions

key study experimental
result

その他 (1988),Biodegradation
and Bioconcentration of Existing
Chemical Substances under the
Chemical Substances Control
Law,the Official Bulletin of
Economy,Trade and Industry

Exp Key Biodegradation in
water: screening tests.001

19 SIDS readily
biodegradable

93～98 % O_2 consumption OECD TG 301C その他,This
is considered
a valid test.

experimental
result

その他 p.26, 116

20 SIDS readily
biodegradable

89～90 Test mat. analysis OECD TG 301C その他,This
is considered
a valid test.

experimental
result

その他 p.26, 116

21 既存点検事業 89% Test mat. analysis 化審法TG yes (incl.
certificate)

- - experimental
result

- K0882

22 既存点検事業 98% O_2 consumption 化審法TG yes (incl.
certificate)

- - experimental
result

- K0882

23 既存点検事業 93% O_2 consumption 化審法TG yes (incl.
certificate)

- - experimental
result

- K0882

24 既存点検事業 88% TOC removal 化審法TG yes (incl.
certificate)

- - experimental
result

- K0882

25 既存点検事業 84% TOC removal 化審法TG yes (incl.
certificate)

- - experimental
result

- K0882

26 既存点検事業 86% TOC removal 化審法TG yes (incl.
certificate)

- - experimental
result

- K0882

27 既存点検事業 90% Test mat. analysis 化審法TG yes (incl.
certificate)

- - experimental
result

- K0882

28 既存点検事業 89% Test mat. analysis 化審法TG yes (incl.
certificate)

- - experimental
result

- K0882



基本情報

蓄積性

収集データ

情報源名 判定
濃度区
番号

被験物質
設定濃度

暴露期間 項目 項目の種類 値 試験方法等 GLP reliability
情報源におけ
るキースタディ

の該非
値の種類 値の種類の詳細

信頼性ラ
ンク

評価Ⅱにお
けるキースタ

ディー
備考 文献 ページ番号等

1 EPI Suite 1 BCF 3.162 L/kg
(wet)[2B以
上の値を用
いて推定
（2C）]

BCFBAFWIN (Q)SAR

2C ○

優先評価化学物質通し番号
物質名称
CAS番号

20

１，２－エポキシプロパン（別名酸化プロピレン）

75-56-9


